
2.8% 0.0%

課題等(Check)
　本県は、地理・地形的に火力発電に頼らざるを得ない電源構成であること、民生部門、運輸部門の二酸化炭素排出割合が高い
など、他都道府県とは異なる本県の特性を考慮した地球温暖化対策の検討・推進が求められる。電動車（EV・PHV）普及率につ
いては、計画値の達成に至っておらず、電動車の普及促進に向け、様々な角度からの情報発信の強化が必要である。 
 

今後の方向性(Action)
　第２次沖縄県地球温暖化対策実行計画改定作業の過程において幅広く情報収集を行い、緩和策と適応策を車の両輪として推進
する。再エネ設備等への税制上の特例措置及び補助事業による導入支援等の再エネ導入拡大、電動車に係る補助金の周知などの
普及啓発や県公用車の率先的な電動車への転換に取り組む。また、二酸化炭素の吸収源対策として、沖縄県CO2吸収量認証制度
の普及啓発に務める。 

未着手

71
60 6 3 2 0

84.5% 8.5% 4.2%

26.7% 0.0% 13.3% 0.0%

主な取組の進捗状況

主な取組数 順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

－

15
7 2 4 0 2 0

46.7% 13.3%

R元年度

　最新の実績値である令和４年度の県内の二酸化炭素排出量は、基準値から85万トン減少し、1,074万トンであった。令和４年
度は、航空旅客運送業、宿泊業等の観光産業が新型コロナウイルス感染症の影響から回復してきたことで増加に転じたものと推
測される。さらなる再エネ導入拡大や次世代自動車の普及等の排出削減対策に加え、沖縄県CO2吸収量認定制度の推進等の吸収
源対策の実施に努めていく必要がある。

取組状況(Do)

成果指標の達成状況
成果指標数 100%以上 100%-60% 60%-0% 0% 0%未満

参考年 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

R6年度
目標値

全国の現状
（参考年）

二酸化炭素排出量
(万ｔ-CO₂)

1,159 1,037 1,032 1,074 982 110,800

基本施策 １－（１） 世界に誇れる島しょ型環境モデル地域の形成

目指す姿
人間活動と自然環境が調和する持続可能な脱炭素社会の構築に向けて、自然環境が社会的共通資本であることを踏まえ、再生可能エ
ネルギー等のクリーンなエネルギーの導入促進、省エネルギー対策の強化、資源循環、新技術を活用したモビリティの導入、地域循
環共生圏の考え方に基づく環境と共生するまちづくり等に取り組み、世界に誇れる島しょ型環境モデル地域の形成を目指す。

主要指標名 基準値
R4年度
実績値

R5年度
実績値

R6年度
実績値

1,159 

1,037 1,032 

1,074 

982 

950

1,000

1,050

1,100

1,150

1,200

基準年 R4 R5 R6

主要指標の推移

二酸化炭素排出量 目標値

1



(Do/Check)
成果指標・主な取組の状況

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

75.0%

0 0 1 0
29,561 43,055 13494 73.2% 48,000

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
3

②　公共交通システムの戦略
的再編

公共交通利用者数（千人）

概ね順調

主な取組数 4
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0 0
0.221 0.34 0.1 15.0% 1.016

順調の割合 100.0%

大幅遅れ 未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
7 0 0

100.0%

１－（１）－ウ　人と環境に優しいまちづくりの推進

①　次世代型交通環境の形成

電動車（EV・PHV）普及率（％） 取組は順
調だが、
成果は遅
れている

主な取組数 7
順調 概ね順調 やや遅れ

26,740 25,364 -1376 達成 27,137 順調の割合

0 0 0 0
一般廃棄物プラスチックごみ排出量

124,072 122,286 -1786 33.5% 118,733

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値

5

産業廃棄物廃プラスチック類排出量

④　脱プラスチック社会の推進

一般廃棄物・産業廃棄物プラスチック排出（リサイクル含む）量
（トン,トン）

概ね順調

主な取組数 5

順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0
61,450 53,966 -7484 238.7% 58,315

順調の割合 50.0%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
2 2 0 0

75.0%

③　食品ロス削減等の推進

食品ロス量（トン）

順調

主な取組数 4
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

1 4 3 達成 3 順調の割合

0
広域的処理を行う市町村数

26 27 1 達成 26

あわせ処理を行う市町村数

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値

3 1 0 0

91.7%

②　効率的な廃棄物処理体制
の推進

広域的処理を行う市町村数及びあわせ処理を行う市町村数
（市町村,市町村）

順調

主な取組数 4

順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

51.1 48.2 -2.9 未達成 50.6 順調の割合

0 0
一般廃棄物

16.6 14.9 -1.7 -40.5% 20.8

産業廃棄物

大幅遅れ 未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値

11 1 0

75.0%

１－（１）－イ　社会生活における資源循環の推進

①　３Ｒの推進と環境負荷の
低減化

一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイクル率（％,％）

取組は順
調だが、
成果は遅
れている

主な取組数 12
順調 概ね順調 やや遅れ

0 1 0 0
2,072 2,250 178 296.7% 2,132

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
3

③　二酸化炭素の吸収源対策
の推進

県が認証した二酸化炭素吸収量（累計）（t-CO₂）

順調

主な取組数 4
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0
8.0 7.3 -0.7 50.0% 6.6

順調の割合 84.6%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
11 0 2 0

100.0%

②　脱炭素化に向けた取組の
促進

一人当たりの二酸化炭素排出量（t-CO₂/人）

概ね順調

主な取組数 13
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

0 0 0 0
8.2 12.5 4.3 110.3% 12.1

順調の割合

概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
6

基本施策 １－（１） 世界に誇れる島しょ型環境モデル地域の形成

１－（１）－ア　脱炭素島しょ社会の実現に向けたエネルギー施策の推進

①　再生可能エネルギー等の
クリーンなエネルギーの導入
促進

再生可能エネルギー電源比率（％）

順調

主な取組数 6
順調

2



0
64.5 64.6 0.1 1.8% 70

順調の割合 66.7%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
2 1 0 0

100.0%

⑤　公共施設等におけるユニ
バーサルデザインの推進

公共施設等のバリアフリー化適合率（％） 取組は概
ね順調だ
が、成果
は遅れて
いる

主な取組数 3
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

0 0 0 0
6 2 -4 66.7% 3

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
4

④　歩いて暮らせる環境づくり

歩いていける身近な都市公園（街区公園）箇所数（箇所）

概ね順調

主な取組数 4
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0
646 687 41 170.8% 670

順調の割合 60.0%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
3 1 0 1

③　花と緑にあふれる環境づく
り

緑化活動団体数（団体）

順調

主な取組数 5
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

3



6.1% 0.0%

課題等(Check)
・多くの固有種や希少種が生息・生育する生物多様性に富んだ豊かな自然環境を次世代に継承するため、外来種対策がより重要
となっている。 
・世界自然遺産の価値とその保全の重要性等について理解醸成を図るため、ホームページでの情報発信と併せて、次世代を担う
地域の児童生徒の自然環境への理解や関心を高める必要がある。 

今後の方向性(Action)
・外来種対策について、外部有識者等による評価を行い、より効果的な防除対策を検討・実施する。 
・県民や観光客への生物多様性の保全やマナー・ルールの啓発については、ホームページでの情報発信と併せて、地域の児童生
徒を対象とした図画コンクールや環境学習を実施するとともに、パネル展等を通して広く世界自然遺産の認知度向上および理解
醸成を図る。

未着手

49
41 0 5 3 0

83.7% 0.0% 10.2%

0.0% 0.0% 27.3% 0.0%

主な取組の進捗状況

主な取組数 順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

－

11
7 1 0 0 3 0

63.6% 9.1%

―

・実績値の算出に際しては、レッドデータブックの値を使用しており、令和８年度の次期改訂後に、新たな実績値を示すことと
なる。 
・目標達成に向けては、希少野生動植物の保護や、これらの生息地・生育地を保全する取組が重要である。 
・このため、生態系への影響が大きいマングース、タイワンハブ等外来種の駆除、世界自然遺産登録地や自然公園等の適正管理
に取り組んでおり、引き続き、目標達成に努める。

取組状況(Do)

成果指標の達成状況
成果指標数 100%以上 100%-60% 60%-0% 0% 0%未満

参考年 H29年度 H29年度 H29年度 H29年度

R6年度
目標値

全国の現状
（参考年）

準絶滅危惧種から絶滅
危惧種への移行種割合

(％)

24.7％ 
（H29年度）

24.7 24.7 24.7 24.7％ －

基本施策 １－（２） 自然環境の保全・再生・継承及び持続可能な利用

目指す姿
本県が有する緑豊かな島々やサンゴ礁が発達した海域、マングローブ林が広がる河口域など、多くの固有種や希少種が生息・生育す
る生物多様性に富んだ豊かな自然環境を次世代に継承するため、自然環境の保全・再生・継承及び持続可能な利用を目指す。

主要指標名 基準値
R4年度
実績値

R5年度
実績値

R6年度
実績値

24.7 
24.7 24.7 24.7 24.7 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

基準年 R4 R5 R6

主要指標の推移

準絶滅危惧種から絶滅危惧種への移

行種割合

目標値

4



(Do/Check)
成果指標・主な取組の状況

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

0
100％ 

（R２年度）
100％ ― 達成 100％

順調の割合 100.0%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値

2 0 0 0

75.0%

⑤　環境影響評価制度の推進

配慮書に対する知事意見を述べた割合（％）

順調

主な取組数 2
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

0 1 0 0
11 14 3 100.0% 14

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
3

④　自然環境再生の推進

自然環境に配慮した河川整備率（％）

順調

主な取組数 4
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0
100 100 0 達成 100

順調の割合 100.0%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
4 0 0 0

100.0%

③　大気環境保全

大気環境基準の達成率（光化学オキシダントを除く）（％）

順調

主な取組数 4
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

0 0 0 0
100 100 0 達成 100

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
2

②　土壌汚染対策

土壌汚染対策法に基づく汚染土壌の適正処理率（％）

順調

主な取組数 2
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

1 0
94 91.9 -2.1 -210.0% 95

順調の割合 71.4%

大幅遅れ 未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
5 0 1

100.0%

１－（２）－イ　水域・陸域・大気・土壌環境の保全・再生

①　水質汚濁対策及び地下水
の保全・利用

特定事業場排水基準の達成率（検査時）（％） 取組は概
ね順調だ
が、成果
は遅れて
いる

主な取組数 7
順調 概ね順調 やや遅れ

0 0 0 0
29 29 0 未達成 30

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
3

③　アジアの自然史科学の拠
点「国立沖縄自然史博物館」
の設置促進

国立沖縄自然史博物館の誘致活動の認知度（％） 取組は順
調だが、
成果は遅
れている

主な取組数 3
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0
0 1 1 達成 1

順調の割合 91.7%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
11 0 1 0

62.5%

②　希少野生動植物種や沖縄
固有種の保護対策、外来生物
対策の推進

重点対策種等の排除・根絶地域数（地域）

順調

主な取組数 12
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

0 2 1 0

沖縄島北
部及び西
表島の世
界自然遺

産登録（令
和３年７月）
（※世界遺
産委員会
に登録資
産の保全

状況等を６
年ごとに報

告）

ー ― 達成

令和９年度
の遺産登
録更新に

向け、遺産
地域の保

全と利用の
両立を図

り、貴重な
自然環境を

次世代へ
継承する取

組を推進

順調の割合

概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値

5

基本施策 １－（２） 自然環境の保全・再生・継承及び持続可能な利用

１－（２）－ア　自然環境・生物多様性の保全・継承

①　世界自然遺産や自然公園
の適正管理

世界自然遺産登録の更新（－）

順調

主な取組数 8
順調

5



【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

100.0%1,912 4,933 3021 177.3% 3,616 順調の割合

0 0 0 0
①

5,941 9,824 3883 83.6% 10,587

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値

4

②

②　環境保全の意欲の醸成

①沖縄県地域環境センターの来場者数（講習会受講者数を含
む）    
②①のうち教育委員会等と連携して実施する講習会受講者数
（人,人）

順調

主な取組数 4

順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0
59,691 22,901 -36790 未達成 31,600

順調の割合 66.7%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
2 0 0 1

１－（２）－ウ　多様な主体による環境保全等に向けた活動の推進

①　環境保全等に対する県民
参画の推進

環境啓発活動参加延べ人数（人） 取組は概
ね順調だ
が、成果
は遅れて
いる

主な取組数 3
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

6



10.7% 3.6%

課題等(Check)
　依然として赤土等流出防止条例に基づく届出・通知が提出されていない事業現場や赤土等流出防止対策が不十分な事業現場や
農地等がみられる。また、農家の高齢化や兼業化、問題への関心の状況により、対策にかける労力や経費の優先順位が低い状況
にある。

今後の方向性(Action)
　令和５年度に策定した県の赤土等流出防止対策の総合的・計画的な計画である「第２次赤土等流出防止対策基本計画」に基づ
き赤土等流出防止対策を推進する。

未着手

28
23 0 1 3 1

82.1% 0.0% 3.6%

0.0% 14.3% 14.3% 0.0%

主な取組の進捗状況

主な取組数 順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

－

7
5 0 0 1 1 0

71.4% 0.0%

―

・海域での赤土堆積ランク５以下の海域割合は、前年度から28.5ポイント減少し、17.9％であった。Ｒ６年度は平年と比較して
雨量が多く、台風の接近数が少なかったため、赤土等堆積状況が悪化したと推察される。 
・海域の赤土等堆積状況は、天候による影響により変動することから引き続き中長期的にモニタリング調査を行っていく。

取組状況(Do)

成果指標の達成状況
成果指標数 100%以上 100%-60% 60%-0% 0% 0%未満

参考年 R３年度 ― ― ―

R6年度
目標値

全国の現状
（参考年）

海域での赤土堆積ラン
ク５以下の海域割合

(％)

46.4％（R３
年度）

42.9 46.4 17.9 63.0％ －

基本施策 １－（３） 持続可能な海洋共生社会の構築

目指す姿
自然海岸と連なるサンゴ礁により、多くの海洋生物が生息するイノー（礁池）の豊かさや穏やかさが守られ、海底まで透き通った沿
岸域には海草・藻場や干潟が広がり、美しい砂浜が続いている、沖縄固有の海洋環境の保全と経済活動が調和した持続可能な海洋共
生社会の構築を目指す。

主要指標名 基準値
R4年度
実績値

R5年度
実績値

R6年度
実績値

46.4 

42.9 

46.4 

17.9 

63.0 

0

10

20

30

40

50

60

70

基準年 R4 R5 R6

主要指標の推移

海域での赤土堆積ランク５以下の海

域割合

目標値
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(Do/Check)
成果指標・主な取組の状況

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

0
34 36 2 100.0% 36

順調の割合 100.0%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
6 0 0 0

100.0%

③　海洋政策の総合的推進

海洋政策事業に係る関係団体数（事業者、研究機関等）（団
体※）

順調

主な取組数 6

順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

0 0 0 0
３ 1 -2 達成 1

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
3

②　海洋調査・開発の支援拠
点形成に向けた取組の推進

海洋資源を活用した新事業に参入可能性のある企業等の発
掘数（累計）（件）

順調

主な取組数 3

順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0
3 1 -2 100.0% 1

順調の割合 100.0%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
1 0 0 0

１－（３）－イ　ブルーエコノミーの先導的な展開

①　海洋環境を活用した再生
可能エネルギーの導入促進

海洋再生可能エネルギーの商用実装化を行う可能性のある
企業等の発掘数（累計）（件）

順調

主な取組数 1

順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

0
141,172 141,172 0 - 126,500

順調の割合 66.7%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
4 0 0 2

60.0%

④　赤土等流出防止に向けた
総合対策

監視海域における赤土等年間流出量（トン） 取組は概
ね順調だ
が、成果
は遅れて
いる

主な取組数 6
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

0 0 1 1
50 40 -10 未達成 55

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
3

③　サンゴ礁、藻場、干潟等の
保全と再生

沿岸域におけるサンゴ被度（沖縄島西岸）（％） 取組は概
ね順調だ
が、成果
は遅れて
いる

主な取組数 5
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0
533 461 -72 達成 400

順調の割合 100.0%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
4 0 0 0

66.7%

②　海洋ごみ問題等への対応

海岸漂着物回収・処理量（トン）

順調

主な取組数 4
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

0 1 0 0
0.2 0.2 0 達成 0.21

順調の割合

概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
2

基本施策 １－（３） 持続可能な海洋共生社会の構築

１－（３）－ア　海洋島しょ圏としてのSDGｓへの貢献

①　海洋保護区と総合的な沿
岸管理の推進

自然保護区域面積（海域）（万㎢）

順調

主な取組数 3
順調
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5.0% 3.8%

課題等(Check)
県の支援した伝統芸能関係団体が実施したイベント（公演等）の参加者数は、コロナ禍により見送られていた行催事の件数が復
調し、伝統芸能の魅力発信、鑑賞機会の提供、若手実演家の育成等を通じた、伝統芸能の継承と発展に寄与することができた。
観光客も増加傾向にあり、演者等の海外渡航も可能な社会情勢となったが、海外における災害や円安による公演経費の高騰等、
および、国内における物価高騰や人材不足等により今後の行催事の継続的な実施に課題がある。

今後の方向性(Action)
県の支援した伝統芸能関係団体が実施したイベント（公演等）の参加者数の更なる伸長のため、関係団体への補助金等各種施策
及び民間団体等による助成事業の情報提供を推進する。

未着手

80
65 4 4 4 3

81.3% 5.0% 5.0%

6.7% 0.0% 26.7% 0.0%

主な取組の進捗状況

主な取組数 順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

－

15
8 2 1 0 4 0

53.3% 13.3%

―

令和６年度における県が支援した文化芸術関連イベントの参加者数は、基準値（Ｒ３年度）から増加し、目標値を達成した。コ
ロナ禍により見送られていた行催事の件数が復調傾向にあり、新たに観光需要の増加もみられることから、引き続き、県内の文
化芸術に関する取組を行う団体等への支援や、伝統芸能鑑賞機会の提供等を行っていく。 

取組状況(Do)

成果指標の達成状況
成果指標数 100%以上 100%-60% 60%-0% 0% 0%未満

参考年 R３年度 ― ― ―

R6年度
目標値

全国の現状
（参考年）

県が支援した文化芸術
関連イベントの参加者

数
(人)

46,808 150,072 468,744 425,685 345,000 0

基本施策 １－（４） 沖縄文化の保存・継承・創造と更なる発展

目指す姿
本県の地理的特性や歴史過程を経て醸成された独自の伝統文化の継承とともに、多様性と普遍性が共存する新たな文化芸術が創造さ
れ、多様な担い手が活躍できる様々な機会及び場が創出されることで、県民の喜びや誇りとし、世界を魅了する沖縄文化の更なる発
展を目指す。

主要指標名 基準値
R4年度
実績値

R5年度
実績値

R6年度
実績値

46,808 

150,072 

468,744 

425,685 

345,000 

45,000

95,000

145,000

195,000

245,000

295,000

345,000

395,000

445,000

495,000

基準年 R4 R5 R6

主要指標の推移

県が支援した文化芸術関連イベント

の参加者数

目標値

9



(Do/Check)
成果指標・主な取組の状況

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

0 1
32 21.3 -10.7 -267.5% 36

順調の割合 80.0%

大幅遅れ 未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
4 0 0

80.0%

１－（４）－ウ　沖縄空手の保存・継承・発展

①　沖縄空手の指導者及び後
継者の育成

県内空手道場における門下生数（１道場あたりの平均）（人） 取組は順
調だが、
成果は遅
れている

主な取組数 5
順調 概ね順調 やや遅れ

0 0 1 0
31.6 60.1 28.5 121.8% 55.0

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
4

④　文化芸術活動を支える基
盤の強化

県内文化施設の稼働状況（％）

順調

主な取組数 5
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0
115 90 -25 -92.6% 142

順調の割合 80.0%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
4 0 0 1

55.6%

③　文化資源を活用した地域
づくり

県内の文化芸術に関する取組を行う団体等への支援件数
（件） 取組は順

調だが、
成果は遅
れている

主な取組数 5
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

1 1 1 1
16,156 34,216 18060 46.7% 54,800

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
5

②　県民等の文化芸術活動の
充実

国立劇場おきなわの入場者数（人）

概ね順調

主な取組数 9
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0 0
4,011 4,585 574 108.1% 4,542

順調の割合 100.0%

大幅遅れ 未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
4 0 0

75.0%

１－（４）－イ　文化芸術の振興と文化芸術を支える環境づくり

①　創造的文化芸術の発展を
担う人材の育成

沖縄県立芸術大学の卒業者数（累計）（人）

順調

主な取組数 4
順調 概ね順調 やや遅れ

0 1 0 0
4,424 42,000 37576 1,901.6% 6,400

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
3

⑤　歴史資料の保存・編集・活
用

琉球王国交流史・近代沖縄史料デジタルアーカイブのアクセ
ス数（件）

順調

主な取組数 4

順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0
1,434 1,451 17 70.8% 1,458

順調の割合 85.7%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
6 1 0 0

75.0%

④　文化財の保存・活用

文化財の指定件数（累計）（件）

概ね順調

主な取組数 7
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

0 0 1 0
11,844 11,271 -573 -26.6% 14,000

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
3

③　伝統文化の保存・継承・発
展

市町村文化協会会員数（名） 取組は概
ね順調だ
が、成果
は遅れて
いる

主な取組数 4
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

1
4,750 308,940 304190 4,195.7% 12,000

順調の割合 50.0%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
2 0 1 0

85.7%

②　伝統芸能の継承・発展

県の支援した伝統芸能関係団体が実施したイベント（公演等）
の参加者数（人）

順調

主な取組数 4

順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

1 0 0 0
28.6 42.5 13.9 217.2% 35.0

順調の割合

概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
6

基本施策 １－（４） 沖縄文化の保存・継承・創造と更なる発展

１－（４）－ア　沖縄文化の継承・発展・普及

①　各地域におけるしまくとぅ
ばの保存・普及・継承の促進

しまくとぅばを挨拶程度以上使う人の割合（％）

順調

主な取組数 7
順調
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【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

100.0%

0 0 0 0
2,502 3,664 1162 230.1% 3,007

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
6

②　伝統工芸を活用した感性
に働きかける魅力的なものづ
くりの振興

工芸品生産額（百万円）

順調

主な取組数 6
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0 0
1.6 2.3 0.7 233.3% 1.9

順調の割合 100.0%

大幅遅れ 未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
6 0 0

75.0%

１－（４）－エ　伝統工芸の振興

①　伝統的な技術・技法の継
承と経営基盤の強化

従事者一人あたりの工芸品生産額（百万円）

順調

主な取組数 6
順調 概ね順調 やや遅れ

1 0 0 0
11,500 14,196 2696 達成 12,800

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
3

④　ユネスコ無形文化遺産の
登録に向けた取組の推進

県民気運の醸成及び普及啓発のためのイベント参加人数
（人）

順調

主な取組数 4
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0
71 8,496 8425 66.7% 12,700

順調の割合 75.0%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
3 0 1 0

100.0%

③　沖縄空手世界大会の定期
開催等を通じた国際交流

県外・海外からの空手関係者来訪数（人）

概ね順調

主な取組数 4
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

0 0 0 0
36.8 29.2 -7.6 -41.8% 55.0

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
6

②　沖縄空手会館を拠点とし
た「空手発祥の地・沖縄」の強
力な発信

県外における「空手発祥の地・沖縄」の認知率（％） 取組は順
調だが、
成果は遅
れている

主な取組数 6
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手
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8.1% 2.7%

課題等(Check)
・沖縄らしい風景づくり支援事業（景観行政の推進）については、10～20代や景観関係以外の職業の参加者が少なく、風景づく
りに関する県民の意識の向上や知識の普及を図るためには、幅広い層の参加者を増やす方法について検討する必要がある。
・沖縄らしい風景づくり支援事業（景観形成に係る人材の育成）については、風景・まちなみづくりに対する地域住民の関心を
高めるために10年以上同様な手法で人材育成に取り組んでおり、地域住民の人材不足など課題が出てきているため、時代に合わ
せた手法を検討する必要がある。

今後の方向性(Action)
・沖縄らしい風景づくり支援事業（景観行政の推進）については、風景づくりに関する県民の意識の向上や知識の普及を図るた
めに、情報発信の手法やシンポジウムのテーマ及びチラシデザイン等について風景づくり協議会等で検討する。 
・沖縄らしい風景づくり支援事業（景観形成に係る人材の育成）については、地域住民の景観への関心を高めるため、地元市町
村および実施地区と連携を図りながら、地域景観協議会設立に向け引き続き取り組む。

未着手

37
29 2 2 3 1

78.4% 5.4% 5.4%

12.5% 0.0% 0.0% 0.0%

主な取組の進捗状況

主な取組数 順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

－

8
5 2 1 0 0 0

62.5% 25.0%

R元年度

・景観計画の策定・改定数は、令和５年度から４回増加し、52回であった。 
・景観行政担当職員を対象とした「景観行政コーディネーター」を育成したことが、景観計画の改定数に影響していると推測さ
れる。今後は継続的な人材育成等に取り組み、風景づくりに関する県民の意識のさらなる向上や知識の普及および行政担当者の
技術力向上を図り、目標達成に努める。

取組状況(Do)

成果指標の達成状況
成果指標数 100%以上 100%-60% 60%-0% 0% 0%未満

参考年 R２年度 ― ― ―

R6年度
目標値

全国の現状
（参考年）

景観計画の策定・改定
数

(回)
41 44 48 52 55 1,019

基本施策 １－（５） 悠久の歴史や伝統文化に育まれた魅力ある空間と風土の形成

目指す姿
県民の重要な歴史・文化資源である沖縄固有の景観・風景・風土を重視した千年悠久のまちづくりを進め、人々を惹きつける悠久の
歴史や伝統文化に育まれた魅力ある空間と風土の形成を目指す。

主要指標名 基準値
R4年度
実績値

R5年度
実績値

R6年度
実績値

41 

44 

48 

52 

55 

41

43

45

47

49

51

53

55

57

59

基準年 R4 R5 R6

主要指標の推移

景観計画の策定・改定数 目標値
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(Do/Check)
成果指標・主な取組の状況

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

【施策展開】

【施策】 【成果指標（初期アウトカム）】 推進状況 主な取組の進捗割合

0
164.5 184 19.5 121.9% 180.5

順調の割合 66.7%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
2 0 1 0

100.0%

③　沖縄固有の景観資源の保
全・継承

無電柱化整備総延長（km）

順調

主な取組数 3
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

0 0 0 0
35.7 39.1 3.4 51.5% 42.3

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
3

②　世界遺産の環境整備と歴
史的景観を活用したまちづくり
の促進

歴史景観と調和する都市公園の供用面積（ha）

概ね順調

主な取組数 3
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0 0
58 87 29 72.5% 98

順調の割合 100.0%

大幅遅れ 未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
3 0 0

55.6%

１－（５）－イ　沖縄の歴史と景観に配慮した千年悠久のまちづくり

①　沖縄固有の景観・風景・風
土を重視した魅力的な景観形
成

景観アセスメント数（累計）（件）

概ね順調

主な取組数 3
順調 概ね順調 やや遅れ

1 0 2 1
39.8 69.7 29.9 達成 43.8

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
5

⑤　首里城を中心とした琉球
文化のルネサンス

伝統工芸・芸能を体験した個人旅行者の割合（％）

順調

主な取組数 9
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0
573 596 23 209.1% 584

順調の割合 66.7%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
2 0 0 1

80.0%

④　首里城に関連する伝統技
術の活用と継承

工芸技術研修（漆芸・木工）累計修了者数（人）

順調

主な取組数 3
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

1 0 0 0
32,065 67,043 34978 98.1% 67,735

順調の割合

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
4

③　首里城に関係する文化財
等の保護・復元・収集

首里城関係文化財のＷＥＢ公開の累計アクセス件数（件）

順調

主な取組数 5
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

0
337,884 1,671,691 1333807 達成 880,000

順調の割合 85.7%

未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
6 0 1 0

100.0%

②　首里城公園の管理体制の
強化と首里杜地区の歴史まち
づくりの推進

首里城公園来場者数（人）

順調

主な取組数 7
順調 概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ

0 0 0 0
6,324 6,324 0 達成 6,324

順調の割合

概ね順調 やや遅れ 大幅遅れ 未着手

基準値 実績値 増減幅 達成状況 目標値
4

基本施策 １－（５） 悠久の歴史や伝統文化に育まれた魅力ある空間と風土の形成

１－（５）－ア　首里城の復興

①　正殿等の早期復元と復元
過程の公開

沖縄県国営沖縄記念公園（首里城地区）の供用面積（㎡/㎡）

順調

主な取組数 4
順調
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
補助事業による再エネ設
備等の導入支援
(商工労働部産業政策課)

457,577

補助を活用した再エネ設備等の導入容
量（累計）

　民間事業者が行う太陽光発電の無償設置等に
関する事業に対し、設備導入支援を実施した。

900kW
（2,700kW）

2,388kW 順調

○インセンティブの導入等

3
税制上の特例措置による
再エネ設備等の導入支援
(商工労働部産業政策課)

0

制度を活用した再エネ設備等の申請数
（累計） 　再エネ設備等の税制上の特例措置(産業イノ

ベーション促進地域制度)を活用し、固定資産
税減免等の活用を促進した。

10件（30
件）

12件 順調

順調

2
クリーンエネルギー導入
拡大に係る調査等の推進
(商工労働部産業政策課)

5,500

県内のクリーンエネルギー導入拡大に
係る調査事業等の実施件数（累計） 　クリーンエネルギーの導入促進のため、県内

に賦存する木くず等バイオマス資源の既存火力
発電所での混焼利用の可能性について調査し
た。

１件（３
件）

1件 順調

実績 進捗状況

○地域特性に合ったクリーンエネルギーの導入拡大

1

沖縄県クリーンエネル
ギー・イニシアティブの
推進
(商工労働部産業政策課)

7,500

プレイヤーとなる事業者、関係団体等
との協議回数（累計） 　クリーンエネルギー・イニシアティブの推進

のため、クリーンエネルギー導入拡大に関連す
る事業を行っている、または行いたいと考えて
いるプレイヤーと広く協議した。

10件（30
件）

10件

施策の方
向

・本県は地理的・地形的及び需要規模の制約により、現時点ではエネルギーの多くを化石燃料に頼らざるを得ない状況に
ありますが、エネルギー使用に伴う環境負荷の低減に向けて、エネルギーの安定供給に配慮しつつ、県民の協力の下、民
間事業者等と連携しながら本県の地域特性に合ったクリーンエネルギーの導入拡大に取り組みます。

・特に、太陽光発電、バイオマス発電、風力発電、太陽熱利用等の再生可能エネルギーの導入拡大に向けては、最先端技
術に係る実証事業成果の他地域への展開、民間事業者等の再エネ関連設備に係る投資を促す税制上の特例措置や補助等の
インセンティブ導入・活用促進等に取り組みます。

・水素・アンモニア等の次世代エネルギー及び二酸化炭素を極力排出しない次世代火力発電の利活用に向けて、調査研究
の促進、税制上の特例措置や補助等の支援策拡充に取り組みます。

・エネルギーの地産地消化、電力系統の安定運用や社会全体の効率的な電力使用に向けて、ICTを活用した「アイランド・
スマートグリッド」のシステム確立や蓄電池の導入支援等に取り組みます。

関係部等 商工労働部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（１）－ア 脱炭素島しょ社会の実現に向けたエネルギー施策の推進

施策 １－（１）－ア－① 再生可能エネルギー等のクリーンなエネルギーの導入促進
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

12.1

担当部課名 商工労働部産業政策課

達成状況の説明

　再生可能エネルギー電源比率は１年後に実績値が確定する。直近の令和５年度の実績値は12.5%であり、再エネ電源の供給量が増と
なったため、目標値を上回った。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・税制上の特例措置による再エネ設備等の導入支援については、民間事業者等の再エネ関連設備に係る税制上の特例措置の活用を更
に促進するためには、再エネ事業者、市町村、金融機関等の関係者が地域で連携するための仕組みづくりを行う必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・沖縄県クリーンエネルギー・イニシアティブの推進については、国における計画見直し等、直近の動向を県のエネルギー計画に反
映し、周知等を実施する必要がある。 
・クリーンエネルギー導入拡大に係る調査等の推進については、令和６年度は、クリーンエネルギー導入拡大に向けた支援により、
実現可能性が高まったものの、実用化に向けては、さらなる導入促進を図る必要がある。 
・補助事業による再エネ設備等の導入支援については、今年度は、久米島・宮古・石垣の事業者に対して導入支援を実施し、進捗は
順調であるが、再エネ電源比率の更なる向上には他の離島にも導入を拡大する必要がある。 
・次世代エネルギーの利活用に係る調査等の推進については、燃料電池内の水素の漏洩が懸念されることから、安全性確保に向けた
技術開発が必要であるが、技術開発に必要な資金調達や設備投資等、民間事業者の負担が大きい。 
・地域マイクログリッドの導入促進については、これまで、地域マイクログリッドに係る自治体アンケートへの回答自治体に変動が
あることから、回答数確保により導入への課題等の補足に努める必要がある。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・再生可能エネルギー電源比率については、直近の令和５年度は、太陽光発電の年間発電量が前年度よりも増加したことにより、再
生可能エネルギー電源比率が向上した。 

12.5

12.1 110.3% 目標達成
R3年度 R4年度 R5年度

計画値

9.5 10.8

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

再生可能エネルギー電源比率 ％ 8.2

11.1 12

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○ICTを活用した「アイランド・スマートグリッド」のシステム確立等

6
地域マイクログリッドの
導入促進
(商工労働部産業政策課)

0

マイクログリッド導入検討地区数（累
計） 　地域マイクログリッドの活用を促進するた

め、地域マイクログリッドのアンケートを実施
し、地域マイクログリッドの広報啓発等を実施
した。

１件（３
件）

2件 順調

○次世代エネルギーの利活用に係る支援策の拡充・調査等の促進

5
次世代エネルギーの利活
用に係る調査等の推進
(商工労働部産業政策課)

7,604

県内の次世代エネルギーの利活用に係
る調査事業等の実施件数（累計） 　民間事業者に対し、固体水素保管技術「アン

モニアボラン」の実証に要する経費を支援し
た。

１件（３
件）

1件 順調
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
⑤情報発信等の強化・改善 
・税制上の特例措置による再エネ設備等の導入支援については、次年度以降も相談窓口等を活用し、情報発信などの強化を図るとと
もに、再エネ事業者、市町村、金融機関等の関係者が地域で連携するための仕組みづくりを行う。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・クリーンエネルギー導入拡大に係る調査等の推進については、クリーンエネルギー導入拡大に向け、調査や実証事業を行う事業者
へ支援を行っていく。 
⑧その他 
・沖縄県クリーンエネルギー・イニシアティブの推進については、県のエネルギー計画を改定すると共に、県民・関係事業者に共有
し、理解・協力推進に努める。 
・補助事業による再エネ設備等の導入支援については、再生可能エネルギー設備等に対する導入支援を行った、３離島（久米島・宮
古・石垣）以外に対する支援の在り方を検討する。 
・次世代エネルギーの利活用に係る調査等の推進については、引き続き、実証事業への資金的支援を行い、技術改善を後押しする。 
・地域マイクログリッドの導入促進については、地域マイクログリッドに係る自治体アンケート結果を各自治体に共有することで、
継続的な回答数確保につなげる。また、各種勉強会でアンケート結果の公表を行い、自治体間の認知度向上や機運醸成等を図る。 
 
[成果指標] 
・再生可能エネルギー電源比率については、引き続き、太陽光発電等の再エネ設備について、税制上の特例措置及び補助事業による
導入支援を行う等、再エネの導入拡大に取り組み、再生可能エネルギー電源比率向上を推進する。

16



様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○産業部門の脱炭素化に向けた取組

4
産業部門における省エネ
ルギー対策の推進
(環境部環境再生課)

0

普及啓発イベントの開催数（累計） 　街頭キャンペーン（参加者：223名）などの
環境月間行事及び県民環境フェア（参加者：
3,933名）において産業部門における省エネル
ギー対策等の普及啓発を行った。

２回（６
回）

2回 順調

3
下水道事業（省エネル
ギー化）
(土木建築部下水道課)

8,710,271

流入水量千㎥あたりの温室効果ガス排
出量（累計）

　県の下水道施設において、場内施設の省エネ
運転等により電力使用量を削減し、単位流入水
量あたりの温室効果ガス排出量を低減させた。△0.0014t-

CO₂/千㎥
（0.2964t-
CO₂/千㎥）

-0.0167t-CO
₂/千㎥

順調

順調

2
県有施設ZEB化の検討
(土木建築部施設建築課)

―

県有施設ZEB化検討施設数（累計） 　県有建築物の設計をする際に、八重山放飼セ
ンター管理棟、農業研究センター石垣支所、計
量検定所 、埋蔵文化財収蔵施設（４施設）で
ZEB（ネット・ゼロエネルギー・ビル）化の検
討を実施した。４施設（９

施設）
4施設 順調

実績 進捗状況

○温室効果ガスの排出削減の推進

1
地球温暖化対策事業
(環境部環境再生課)

4,476

沖縄県地球温暖化対策実行計画協議会
の開催数（累計）

　協議会を開催し、第2次沖縄県地球温暖化対
策実行計画の進捗管理を実施した。また、県民
環境フェアを開催するとともにラジオCMの放
送、地球温暖化防止活動推進員を活用した啓発
活動を実施した。１回（５

回）
1回

施策の方
向

・地球温暖化防止に向けて、産業部門、民生部門、運輸部門ごとの具体的な取組を促進するとともに、官公庁施設におけ
るエネルギーの効率的な利活用等を推進し、温室効果ガスの排出削減に取り組みます。

・産業部門については、製造業・建設業分野における省エネルギー対策の推進のため、太陽光発電の無償設置等に関する
サービス「PPA（Power Purchase Agreement）モデル」や省エネ型機器の普及促進に向けた助言・指導等に取り組みます。

・民生部門については、建物の断熱性能等の向上、高効率設備システムの導入、PPAを含む再生可能エネルギー導入等によ
り、年間一次エネルギー消費量収支ゼロを目指した建物（ZEH・ZEB）の普及促進等に取り組みます。

・運輸部門については、自家用車、路線バス、タクシー、トラック等への電気自動車（EV）・燃料電池自動車（FCV）など
次世代自動車の普及促進、基幹バスシステム導入等の交通需要マネジメント（TDM）施策の推進、鉄軌道を含む新たな公共
交通システムと地域を結ぶ利便性の高い公共交通ネットワークの構築に向けた取組推進、公共交通の利用促進、航空灯火
のLED化や陸上電力供給による船舶のアイドリングストップなど脱炭素化に配慮した空港・港湾機能の高度化等を推進する
とともに、航空機・船舶の脱炭素化についても国と連携して取り組みます。

・気候変動によって現在生じている影響及び将来予測される被害の防止・軽減を図るため、防災、健康被害の予防、農林
水産業の対策支援、生物多様性の保全など、あらゆる観点から気候変動適応策を推進します。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（１）－ア 脱炭素島しょ社会の実現に向けたエネルギー施策の推進

施策 １－（１）－ア－② 脱炭素化に向けた取組の促進
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様式２（施策）

12

脱炭素化に配慮した港湾
機能の高度化（陸上電力
供給施設の整備等）
(土木建築部港湾課)

20,000

港湾機能の高度化検討に着手した港湾
数（県管理港湾） 　運天港、金武湾港、中城湾港において、港湾

脱炭素化推進計画を検討することで、港湾機能
高度化の検討も含んだ短期・中長期のロード
マップ案を策定した。

３港湾 3港湾 順調

11

カーボンニュートラル
ポート（CNP）形成計画の
策定
(土木建築部港湾課)

20,000

CNP形成計画を策定した港湾数（県管理
港湾）

　運天港、金武湾港、中城湾港において、港湾
脱炭素化推進計画の検討に取り組み計画案を作
成した。

－
0港湾(3港湾
で9割進捗)

やや遅れ

10
航空灯火の改修
(土木建築部空港課)

69,212

航空灯火のLED化率

　宮古空港において進入角指示灯を8つLEDに更
新した。

43％ 26％ やや遅れ

9

公共交通利用促進広報
（シームレスな陸上交通
体系構築事業）
(企画部交通政策課)

75,286

公共交通利用促進イベントの開回催数
（累計）

　離島を含む県内小学生を対象に、令和６年６
月より「かなえ！夢バス図画コンクール」を開
催し、令和７年１月～２月にかけ島尻特別支援
学校、沖縄盲学校、高原小学校において「バス
の乗り方教室」を実施した。１回（３

回）
4回 順調

8

鉄軌道を含む新たな公共
交通システムの導入促進
事業（講演会・体験学習
等啓発イベント）
(企画部交通政策課)

52,339

講演会・各種啓発イベント等の開催回
数（累計） 　機運醸成に係る取組として、鉄軌道PRパネル

展示（3回）や鉄軌道導入における経済波及効
果を分析した。

３回（９
回）

3回 順調

○運輸部門の脱炭素化に向けた取組

7

鉄軌道を含む新たな公共
交通システムの導入に向
けた取組
(企画部交通政策課)

52,339

国への要請回数（累計）
　沖縄鉄軌道の事業化に向けた要請を令和６年
８月、10月の計2回実施した。また、九州知事
会を通じて国に対して１回の要望を行った。

１回（３
回）

3回 順調

6
蒸暑地域住宅の普及啓発
(土木建築部住宅課)

4,811

住まいの情報展（パネル展示）の開催
回数（累計）

　住まいの総合相談窓口設置・パネルディス
カッション・パネル展開催

１回（３
回）

1回（３回） 順調

○民生部門の脱炭素化に向けた取組

5
民生部門における普及啓
発活動
(環境部環境再生課)

3,424

普及啓発活動の実施回数（累計） 　沖縄県地球温暖化防止活動推進センターとの
連携や沖縄県地球温暖化防止活動推進員の活動
促進を図り、民生部門における脱炭素化に向け
た普及啓発を行った。（活動実績：91回）

50回（150
回）

91回 順調
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

6.6

担当部課名 環境部環境再生課

達成状況の説明

　令和４年度の一人当たりの二酸化炭素排出量は、航空旅客運送業、宿泊業等の観光産業が回復してきたことで令和３年度に比較し
て増加したものと推察される。引き続き二酸化炭素排出量の削減を図る必要がある。

7.3

6.6 50.0%
達成に努め

る

R2年度 R3年度 R４年度

計画値

7.5 7.1

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

一人当たりの二酸化炭素排出量
t-CO₂/

人
8

7.1 7

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○気候変動適応策の総合的かつ計画的な推進

13
気候変動適応策推進業務
(環境部環境再生課)

8,974

適応策に係る協議会等への参加・開催
数（累計） 　国が主催する関連会議へ出席して情報収集を

行った。また、沖縄県気候変動適応計画に基づ
く適応策を推進し、気候変動に係る普及啓発を
行った。

２回（６
回）

6回 順調
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）
 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「達成に努める」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・下水道事業（省エネルギー化）については、下水道施設では、放流水質を維持する必要があることから、設備の過度な運転抑制に
よる電力使用量の削減は困難である。　また、施設改築にあたっては、省エネルギー設備の導入を検討する必要がある。 
・産業部門における省エネルギー対策の推進については、沖縄県気候変動適応センターを令和６年度に設置したことから、「沖縄県
気候変動適応センター」ウェブサイトにおいても緩和策の情報発信を行う必要がある。 
・気候変動適応策推進業務については、令和６年度に設置した沖縄県気候変動適応センターにおいて、適応策に係る情報発信等を行
う必要がある。 
②他の実施主体の状況 
・下水道事業（省エネルギー化）については、雨天時に汚水管渠へ不明水が流入することで、県の下水道施設への流入水量が増加
し、電力使用量が増加する。 
・民生部門における普及啓発活動については、デコ活の趣旨を踏まえ、「沖縄県の気候変動適応情報」ウェブサイトにおける緩和策
や適応策の情報発信の充実を図る。 
・鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入に向けた取組については、鉄軌道導入にあたり、国から課題とされている費用便益比
について、１を超えるケースを確認した。当該結果を踏まえつつ、最新データを活用する等、更なる深度化を図り、国との協議を進
めていく必要がある。また、鉄軌道の持続的な運営を可能とするためには、全国新幹線鉄道整備法を参考とした特例制度（上下分離
方式）の創設が不可欠であり、鉄軌道導入の必要性と併せて、引き続き国と調整が必要である。 
③他地域等との比較 
・地球温暖化対策事業については、地理・地形的に火力発電に頼らざるを得ない電源構成であること、民生部門、運輸部門の二酸化
炭素排出割合が高いなど、他都道府県とは異なる本県の特性を考慮した地球温暖化対策の検討・推進が求められる。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・県有施設ZEB化の検討については、第六次エネルギー基本計画において、2030年度以降に新築される建築物について、ZEB基準の水
準の省エネルギー性能の確保を目指すことが示されており、県有施設でもZEB化が期待されている。 
・産業部門における省エネルギー対策の推進については、国が中心となって推進しているデコ活（脱炭素につながる新しい豊かな暮
らしを創る国民運動）の趣旨を踏まえつつ、普及啓発を推進する必要がある。 
・民生部門における普及啓発活動については、国が中心となって推進しているデコ活の趣旨を踏まえつつ、普及啓発を推進する必要
がある。 
・カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画の策定については、全国的に脱炭素化の取組が進められる中で、制度整備や新技術の
開発の取組も大きく進捗しているため、動向を確認していく必要がある。 
・脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化（陸上電力供給施設の整備等）については、全国的に脱炭素化の取組が進められる中で、制
度整備や新技術の開発の取組も大きく進捗しているため、国の制度検討や、民間事業者の技術開発の動向を確認してロードマップの
取組を検討する必要がある。 
・気候変動適応策推進業務については、沖縄県気候変動適応計画（令和3年３月）の策定後、国において「気候変動適応計画」や「気
候変動適応に関する広域アクションプラン」が策定されており、これらを踏まえ適応策の推進強化を図る必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・蒸暑地域住宅の普及啓発については、パネルディスカッション終了後のアンケートから、長寿命化に関する情報や、住宅ローン控
除や補助金等のお金に関する情報が知りたいといった意見があった。昨今の住情報に関する最新の情報を提供していく。 
・鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入促進事業（講演会・体験学習等啓発イベント）については、鉄軌道導入に向けた県民
の機運醸成について、広く県民の皆様からの理解と協力を得るために、より効果的な機運醸成の手法について引き続き検討する必要
がある。 
・公共交通利用促進広報（シームレスな陸上交通体系構築事業）については、SNSを活用した広報やイベントの実施等により、公共交
通への関心は高まったものの、自家用車から公共交通への更なる転換を促す広報を、引き続き実施する必要がある。 
・航空灯火の改修については、2030年までにLED導入率100％を達成するには、LED化計画後半年度に工事が集中しないよう平準化が必
要。また、技術者不足等が要因で不調・不落が相次いでいる。 
 
[成果指標] 
⑫社会経済情勢 
・一人当たりの二酸化炭素排出量については、新型コロナウイルス感染症の影響により経済規模が縮小し、活動量が低下し消費エネ
ルギーが減少した状況が続いていたが、令和４年度は、航空旅客運送業、宿泊業等の観光産業が回復してきたことで令和３年度に比
較して増加したものと推察される。 
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・下水道事業（省エネルギー化）については、下水道施設で、省エネ啓蒙活動に関する内容を掲示するとともに、施設の契約電力管
理や中央監視による運転管理の効率化を図る。また、設備改築にあたっては省エネルギー設備の導入を推進する。 
②連携の強化・改善 
・県有施設ZEB化の検討については、公共建築物の省エネに関する情報の蓄積、施設管理者への働きかけを行う。また、ZEB化への検
討を継続して実施することで、その情報を蓄積し、類似施設等の計画に活用する。 
・下水道事業（省エネルギー化）については、雨天時に汚水管渠へ流入する不明水について、流域関連公共下水道と連携して、「不
明水対策連絡会議」を開催し、不明水の流入抑制に努める。 
・産業部門における省エネルギー対策の推進については、デコ活の趣旨を踏まえ、沖縄県地球温暖化防止活動推進センターやおきな
わアジェンダ２１県民会議などの関係機関と連携した普及啓発を推進する。 
・民生部門における普及啓発活動については、デコ活の趣旨を踏まえ、沖縄県地球温暖化防止活動推進センターや沖縄県地球温暖化
防止活動推進員などと連携した普及啓発を推進する。 
・鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入に向けた取組については、鉄軌道の持続的な運営を可能にするために、特例制度（上
下分離方式）の創設について、鉄軌道導入の必要性と併せて、引き続き国へ要請・調整を行う。 
・カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画の策定については、全国の脱炭素化に向けた取組状況の把握・整理を行い、港湾脱炭
素化推進協議会を通して構成員と意見や情報交換を行い、各構成員の脱炭素の取組を連携することで、計画で検討の進捗を図る。 
・脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化（陸上電力供給施設の整備等）については、全国の脱炭素化に向けた取組状況の把握・整理
を行い、港湾脱炭素化推進協議会を通して各構成員と、燃料供給計画や船舶運航状況等の情報交換を行うことで、港湾機能高度化の
検討に関するデータを収集する。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入に向けた取組については、費用便益比向上が見込まれる新たな便益項目の候補の洗い
出しを行うとともに、最新データも活用しながら、費用便益比向上が見込まれる既存便益項目について、有識者から様々な助言を得
ながら深度化を図る。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・産業部門における省エネルギー対策の推進については、デコ活の趣旨を踏まえ、令和４年度に立ち上げた「沖縄県気候変動適応セ
ンター」ウェブサイトにおける緩和策の情報発信の充実を図る。 
・民生部門における普及啓発活動については、デコ活の趣旨を踏まえ、「沖縄県の気候変動適応情報」ウェブサイトにおける緩和策
や適応策の情報発信の充実を図る。 
・蒸暑地域住宅の普及啓発については、住宅情報展において、住宅税制や、建物の長寿命化に向けた適切な維持管理・修繕等の情報
を提供する。 
・気候変動適応策推進業務については、「沖縄県気候変動適応センター」のウェブサイトにおける適応策の情報発信の充実を図る。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・地球温暖化対策事業については、第２次沖縄県地球温暖化対策実行計画改定作業の過程において幅広く情報収集を行い、国の動向
も踏まえて緩和策と適応策を車の両輪として推進する。 
・気候変動適応策推進業務については、沖縄県気候変動適応計画の進捗管理を行いながら、令和7年度は同計画の中間見直し時期にあ
たることから、更なる対策の強化を図ることができるよう、引続き国が主催する関連会議へ出席して情報収集を行う。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・公共交通利用促進広報（シームレスな陸上交通体系構築事業）については、公共交通の利用促進と呼びかけにおいては、引き続き
対象者や時期を考慮し、より効果的なものとなるよう検討する。 
⑧その他 
・鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入促進事業（講演会・体験学習等啓発イベント）については、講演会やイベントの開催
等、県民や経済界等への鉄軌道導入効果等の理解および機運醸成を図る取組を推進する。 
・航空灯火の改修については、灯火更新に係る、各種手続きを早期に行い、年度内で完了できるよう余裕のある工期設定に取り組
む。また、不調・不落対策として工事業者にヒアリング等を実施し、工事に着手できるよう取り組む。 
 
[成果指標] 
・一人当たりの二酸化炭素排出量については、令和４年度に改定した第２次沖縄県地球温暖化対策実行計画に基づき、計150の施策を
全庁体制で推進していく。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
環境に配慮した持続可能
な農業の推進
(農林水産部営農支援課)

47,220

エコファーマー認定会議等の開催数
（累計） 　エコファーマーの認定や特別栽培農産物認証

を行い、またイベントを通じて、生産者や消費
者等に対して環境保全型農業PRや啓発を行っ
た。

５回（15
回）

5回 順調

3
造林事業
(農林水産部森林管理課)

265,027

実施箇所数（累計）

　無立木地への造林や複層林整備を20箇所実施
した。

30箇所（90
箇所）

20箇所 やや遅れ

順調

○吸収源対策に係る取組

2
ブルーカーボンに関する
情報収集
(環境部環境再生課)

0

情報収集結果の整理・公表件数（累
計）

　ブルーカーボンに係る情報収集を行い、ブ
ルーカーボン及びブルーカーボン生態系の特
徴、ブルーカーボンによる吸収量、県内の取組
事例、ブルーカーボン生態系の保全について整
理し、沖縄県のホームページに掲載した。１件（３

件）
1件 順調

実績 進捗状況

○沖縄県CO₂吸収量認証制度の推進

1
沖縄県CO₂吸収量認証制度
の普及啓発
(環境部環境再生課)

1,958

CO₂吸収量認証の件数（累計）
　制度説明会を１回開催し普及啓発に取り組ん
だ。また、CO2吸収量審査会を開催し、２件の
緑化活動によるCO2吸収量を認証した。

２件（29
件）

2件（34件）

施策の方
向

・吸収源対策については、緑化活動によって育まれる森林や植栽地の二酸化炭素吸収量を本県が認証する「沖縄県CO₂吸収
量認証制度」を推進するとともに、県民、企業、市町村、関係団体など多様な主体によるカーボンオフセットの活用を促
進します。

・循環型林業を推進し、森林整備による森林の炭素固定能力の向上や木材利用促進による吸収源対策に努めるとともに、
環境保全型農業の推進による農地土壌における吸収源対策、海域等のブルーカーボンに関する知見の蓄積など、各種吸収
源対策に取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（１）－ア 脱炭素島しょ社会の実現に向けたエネルギー施策の推進

施策 １－（１）－ア－③ 二酸化炭素の吸収源対策の推進
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・環境に配慮した持続可能な農業の推進については、さらなる制度の周知拡大と技術の普及に向け、出荷団体等や生産者だけでな
く、指導員等に対して、特栽マニュアルの勉強会や実証圃場での現地検討会を行う。 
②連携の強化・改善 
・造林事業については、引き続き、緊密な連絡調整や林業研究会等を通して、市町村への技術的な助言・指導等を行う。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・沖縄県CO₂吸収量認証制度の普及啓発については、沖縄県CO2吸収量認証制度を広く活用してもらうために、引き続き制度説明会等
を通じて周知を図っていく。加えて、県緑化担当者会議や市町村の緑化事業担当者向けの説明会においても本制度の周知を図る。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・ブルーカーボンに関する情報収集については、引き続き情報収集を行い、収集した情報を整理し、沖縄県ホームページ内のブルー
カーボンのページに掲載し、情報発信していく。 
・造林事業については、森林資源の利活用と環境保全の両立を図る循環型施業が実現できるよう、早生樹種の保育方法や植栽密度の
検討のため、継続調査を行う。 
 
[成果指標] 
・県が認証した二酸化炭素吸収量（累計）については、二酸化炭素の吸収源対策を推進するため、多くの県内企業等にインセンティ
ブを与え、積極的に緑化活動に取り組んでもらうよう、引き続き、制度の普及啓発に務める。

2,132

担当部課名 環境部環境再生課

達成状況の説明

　二酸化炭素吸収量は、目標の2,132t-CO2に対し、2,250t-CO2と118t-CO2も上回っており、目標を達成した。これは、今年度の沖縄
県CO2吸収量認証制度で２件が認証され、前年度よりも吸収量の増加につながったためである。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・環境に配慮した持続可能な農業の推進については、出荷団体等や生産者に対して勉強会等を実施したが、制度の周知や技術の普及
に課題があると考えられることから、より多くの生産者に対し、勉強会等を行う必要がある。 
②他の実施主体の状況 
・造林事業については、事業主体である市町村において、林業を専門とする技術職員がいないことから、造林適地の選定や関係機関
との調整等に関して、継続した技術的助言・指導等が必要である。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・沖縄県CO₂吸収量認証制度の普及啓発については、企業等において二酸化炭素の吸収源対策やカーボン・オフセットに関する意識が
高まっていることから、制度の周知を徹底し、認証数をさらに増やすことができると考えられる。 
・造林事業については、林業の中核的な地域であるやんばる３村（国頭村、大宜味村、東村）は、令和３年度に世界自然遺産へ登録
されたことから、自然環境に配慮した施業方法にて、老齢化した森林の更新を推進する必要がある。 
⑥他地域等の動向 
・ブルーカーボンに関する情報収集については、収集した情報を整理・分類し、県民に分かりやすいよう沖縄県のホームページ上で
公表した。 
 
 
[成果指標] 
③周知・啓発の効果 
・県が認証した二酸化炭素吸収量（累計）については、沖縄県CO2吸収量認証制度の制度説明会の開催等によって周知を図ったことが
目標値の達成に寄与した。 

2,250

2,132 296.7% 目標達成
計画値

2,092 2,112

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

県が認証した二酸化炭素吸収量（累
計）

t-CO₂ 2,072

2,158 2,220

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
市町村産廃対策支援事業
(環境部環境整備課)

1,209

補助事業採択件数（累計）
　市町村が実施する産廃施設周辺の環境調査や
不法投棄防止事業に要する経費に対し補助金を
交付した。

３件（９
件）

3件 順調

○廃棄物排出抑制及び適正処理の啓発

3
ごみ減量化推進事業
(環境部環境整備課)

3,605

ごみ減量に関する啓発活動の実施数
（累計） 　環境月間等のイベントでのごみ減量やリサイ

クルに関するパネル展、レジ袋辞退率調査、環
境教育など合計５回実施し、県民に対する普及
啓発を行った。

２回（６
回）

5回 順調

順調

2
産業廃棄物発生抑制・リ
サイクル等推進事業
(環境部環境整備課)

10,007

補助事業採択件数（累計） 　産業廃棄物の発生抑制等、離島産廃の適正処
理を推進するため、産業廃棄物の排出事業者や
処理業者等が実施する施設・設備の整備を公
募・選定の上、補助金を交付した。

１件（３
件）

2件 順調

実績 進捗状況

○廃棄物３Rの推進

1
島しょ型資源循環社会構
築事業
(環境部環境整備課)

80,951

モデル事業実施への支援 　令和５年度に選定した伊是名村でのプラス
チック容器包装の再資源化に関するモデル事
業、多良間村でのバイオマスを活用したバイオ
ガス発酵施設の導入に向けた体制構築に関する
モデル事業の2件を実施した。

１件 2件

施策の方
向

・汚水処理の過程で発生する汚泥やバイオガス等を再資源化するなど、様々な手法による効率的な再生利用を推進しま
す。

・良好な水環境の構築に向けては、下水処理水を高度処理した再生水及び雨水の利用促進を図るなど地域の実情に応じた
水資源の有効利用に取り組みます。

・本県は、狭あいな島しょ性により環境負荷に脆弱な特性を有していることから、廃棄物の３Ｒを積極的に推進します。
第１に発生抑制（Reduce）、第２に再使用（Reuse）、第３に再生利用（Recycle）の３Ｒに加え、第４に熱回収、第５に
適正処分を処理の優先順位として、循環型社会の形成に向けて取り組みます。

・廃棄物の減量化や再利用ができる環境の構築に向けて、廃棄物の実態把握に基づき、一般廃棄物については市町村との
連携により、また、産業廃棄物については産業廃棄物税の活用等により、効果的な排出抑制、廃棄物の処理に関する啓発
に取り組みます。

・食品廃棄物のリサイクルを推進し、生産、加工・製造、小売における持続可能な資源循環のモデルとされる食品リサイ
クルループの促進に取り組みます。

・ゆいくる材等の県産リサイクル製品の積極的な利用の促進、環境配慮型製品の開発の推進、食品工場の残渣等のコンポ
スト化など、環境負荷の低減に取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（１）－イ 社会生活における資源循環の推進

施策 １－（１）－イ－① ３Ｒの推進と環境負荷の低減化
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様式２（施策）

11
再生水の有効利用
(土木建築部下水道課)

210,962

再生水利用施設数（内訳）

　「再生水利用促進連絡会」を開催した。
68施設（継
続68施設、

累計68施
設）

69施設 順調

10
消化ガスの有効利用
(土木建築部下水道課)

8,710,271

消化ガス発生量（累計）

　県と市町村の処理場において、汚泥処理の過
程で発生する消化ガスの有効利用を図った。

62.25千㎥
（12,511.82

千㎥）
65千㎥ 順調

○汚水処理における再生利用の推進

9
下水汚泥の有効利用
(土木建築部下水道課)

8,710,271

汚泥発生量（累計）

　県と市町村の処理場において、汚水処理の過
程で発生する汚泥を肥料や土壌改良剤として緑
農地還元し、有効利用を図った。

228.6トン
（45,948.60

トン）
730トン 順調

○県産リサイクル製品の積極的な利用の促進

8

建設リサイクル資材認定
制度（ゆいくる）活用事
業
(土木建築部技術・建設業
課)

24,000

ゆいくる材認定資材数（内訳）
　建設リサイクル資材製造業者からの申請を受
け、評価委員会を開催した。そのほか503資材
（令和６年11月末）の品質を工場等にて確認
し、関係者対象へ研修の開催等、同制度の普及
を図った。567資材（継

続567資材）
472資材 概ね順調

7

食品リサイクル法の普及
啓発
(農林水産部流通・加工推
進課)

0

普及啓発用リーフレットの作成数（累
計）

　食品リサイクル法を普及するために普及啓発
用リーフレットを食品製造業者へ送付した。

300枚（900
枚）

313枚 順調

○食品リサイクルの促進

6
家庭系食品廃棄物発生量
の調査
(環境部環境整備課)

1,815

家庭系食品廃棄物削減に向けた市町村
への説明実施回数（累計） 　宮古島市内で排出された可燃ごみ袋を開封

し、一般家庭から排出される食品廃棄物の内訳
や重量を把握する組成調査を実施した。

１回（２
回）

1回 順調

5

排出事業者及び産業廃棄
物処理業者に対する研修
会等の開催
(環境部環境整備課)

2,145

研修会開催回数（累計） 　産廃処理業者、排出事業者、医療機関向けに
産廃の適正処理の研修会（産廃処理業者は専門
的な内容）は北、中、南、宮、八で計５回、電
子マニフェスト操作説明会は本島２回・宮古島
１回の計３回の合計８回開催した。５回（15

回）
8回 順調
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

担当部課名 環境部環境整備課

達成状況の説明

　・一般廃棄物のリサイクル率は、令和６年度の計画値を達成できていない。 
・産業廃棄物のリサイクル率について、食料品製造業の出荷額が令和２年より減小しており、それに伴い再生利用率が高い動植物性
残さの排出量も減小したことが目標未達成の要因の一つと推測される。なお、目標値（R６年度50.6％）については、沖縄県廃棄物処
理計画（第五期）の目標値（R７年度51.0％）から計算して設定した。

50.6 未達成 達成は困難
R3年度 R3年度 R4年度

計画値

50.9 50.8 50.6

一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイ
クル率 

（産業廃棄物のリサイクル率）
％ 51.1

45.2 45.2 48.2

達成率 達成状況
R4 R5 R6 R6年度

20.8

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

14.9

20.8 -40.5% 達成は困難
R3年度 R4年度 R5年度

計画値

18 19.4

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイ
クル率（一般廃棄物のリサイクル

率）
％ 16.6

15.8 15.9

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○水資源の有効利用

12
雨水等の有効利用の促進
(企画部地域・離島課)

911

リーフレット等の配布数（累計）
　県HPにおいて、雨水利用のリーフレット及び
雨水利用の手引を掲載、配布した。また、小学
校４年生向けの「私たちと水」の副読本を作
成、県内全小学校へ配布し、水の有効活用の普
及啓発を行った。

18,900部
（56,700

部）
18,500部 順調
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）
 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「達成は困難」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・産業廃棄物発生抑制・リサイクル等推進事業については、離島における廃棄物処理に係る課題解決のため、既存の民間事業者に加
え、補助事業対象者に離島市町村を追加・拡充する必要がある。 
・排出事業者及び産業廃棄物処理業者に対する研修会等の開催については、産業廃棄物の適正処理につなげるため、研修会の開催方
法等を適宜見直し、排出事業者及び処理業者の受講者数の増加を図る必要がある。 
・下水汚泥の有効利用については、県の処理場の下水汚泥は、肥料や土壌改良剤として全量が緑農地還元されている。下水道の整備
推進による流入汚水量の増加に備え、汚水処理能力確保に努めるなど、下水汚泥の安定的な有効利用環境を整えた。 
・再生水の有効利用については、県那覇浄化センターの再生水設備は、供用開始から20年以上経過しており、機械・電気設備の耐用
年数経過に伴い、順次更新が必要となっている。 
②他の実施主体の状況 
・島しょ型資源循環社会構築事業については、県内の多くの市町村で資源ごみであるプラスチック（ペットボトルを除く。）、バイ
オマス（主に厨芥類）は分別収集されておらず、燃えるごみとして処理されており、リサイクルが推進されていない。また、資源循
環モデル事業の実施にあたっては、他市町村への水平展開につながり、それによりリサイクル率の向上となるよう、効果的な実施方
法を検討する必要がある。 
・市町村産廃対策支援事業については、当事業を開始した平成19年度以降、応募市町村が減少傾向にあるため、今後、当事業の効果
的な実施が困難となる可能性がある。 
・家庭系食品廃棄物発生量の調査については、食品廃棄物発生量の精度を高めるため、より多くの市町村で調査を行い、県全体の食
品ロス量をより正確に把握する必要がある。 
・下水汚泥の有効利用については、市町村の処理場においても、肥料や土壌改良剤としてほぼ全量が緑農地還元により有効利用され
ている。 
③他地域等との比較 
・ごみ減量化推進事業については、県民への周知啓発を効果的に行うために、周知啓発用資料の内容について再度検討し、適宜更新
する必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・食品リサイクル法の普及啓発については、県内の食品製造業者における食品リサイクル法の更なる認知向上に向け、引き続き効果
的な普及啓発に取り組む必要がある。 
・建設リサイクル資材認定制度（ゆいくる）活用事業については、廃棄物の有効利用が図られているが、工場閉鎖などにより廃止資
材が多かった。また、新たに過去認定実績がないような製品の認定もあるなどリサイクル資材の変化があった。 
・雨水等の有効利用の促進については、継続して雨水利用の普及啓発活動を行っているが設置コスト等がかかるため容易ではない。
雨水利用による経費削減効果等を具体的に示し、長期的な取り組みを行うことで促進を図る必要がある。 
⑤県民ニーズの変化 
・再生水の有効利用については、既設供給能力の限界が近付いており、新規施設・既存施設へ利用促進について検討が必要となって
いる。また、再生水利用可能地域内で、再生水利用を計画している施設等があり、県と那覇市は利用者のスケジュールを踏まえた施
設整備が必要となる。 
⑥他地域等の動向 
・消化ガスの有効利用については、下水道の整備推進による流入汚水量の増加に合わせて消化ガス発生量も増加する。 
 
 
[成果指標] 
⑥その他個別要因 
・一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイクル率については、産業廃棄物について、排出量全体の約10%を占めかつ再生利用率が比較的高
い品目である「動植物性残さ」の排出量が減少している影響があると推察される。 
⑩他の事業主体の取組遅れ等 
・一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイクル率については、ごみ処理の主体である市町村において、リサイクルの取組が遅れている。
プラスチック製容器包装の分別収集に取り組んでいる市町村数は４市町村と少なく、多くの市町村で燃えるごみとして処理されてい
ることが影響していると推察される。 
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・排出事業者及び産業廃棄物処理業者に対する研修会等の開催については、当該業務に係る委託契約を早期に締結することで、受講
者の受講機会の向上を図るとともに、処理業者が受講した場合にはメリットを与えることを検討する等により受講者数の増加を図
る。 
・下水汚泥の有効利用については、下水道の整備推進による流入汚水量の増加に備え、処理場の処理能力の確保に努めるなど、下水
汚泥の安定的な有効利用環境を整える。 
・再生水の有効利用については、安定した再生水の供給を実施するために、施設の適切な維持管理や、計画的な施設改築を実施す
る。 
②連携の強化・改善 
・島しょ型資源循環社会構築事業については、検討委員会においてモデル事業が水平展開されるよう実施方法や効果について検証す
る。 
・下水汚泥の有効利用については、県と市町村が連携して、下水汚泥の有効利用を推進する。 
・消化ガスの有効利用については、県と市町村が連携して、消化ガスの有効利用に関する手法について情報交換し、さらなる活用に
向けた取組を強化する。 
③他地域等事例を参考とした改善 
・ごみ減量化推進事業については、他府県の取組等も参考にしながら、周知啓発用資料の内容の見直しを検討し、県民に対し、ごみ
減量やリサイクル等の取組について効果的に周知啓発が行えるよう改善する。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・島しょ型資源循環社会構築事業については、引き続き、本県に適したリサイクル体制の構築に向け、モデル事業を実施するととも
に、検討委員会において事業効果の検証を行い、モデル事業の水平展開に取り組む。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・食品リサイクル法の普及啓発については、県内の食品製造業者における食品リサイクル法の更なる認知向上に向け、効果的な普及
啓発の方法となるよう工夫する。 
・建設リサイクル資材認定制度（ゆいくる）活用事業については、今後も引き続き過去認定実績がないような資材についても認定で
きるように取り組んでいく。 
・再生水の有効利用については、「再生水利用促進連絡会」を開催し、再生水利用を計画している施設に関する情報を共有する。ま
た、再生水利用を計画している施設整備のスケジュールに合わせて、供給設備整備を実施する。 
・雨水等の有効利用の促進については、引き続き学校施設建設の説明会や子ども向け自由研究イベント、シンポジウムなどで、雨水
有効利用に関するチラシ配布などを行い、普及啓発活動を実施する。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・産業廃棄物発生抑制・リサイクル等推進事業については、当該補助金交付要綱を改正し、補助事業対象者に産業廃棄物の処理を行
う離島市町村を追加する。 
・市町村産廃対策支援事業については、引き続き、市町村の要望調査や、県ＨＰや市町村が参加する会議等で当事業の周知を行うと
ともに、必要に応じ補助対象事業の見直しを検討する。 
・家庭系食品廃棄物発生量の調査については、これまで実施していない規模の市町村で調査を行い、食品廃棄物発生量の精度向上に
取り組む。 
 
[成果指標] 
・一般廃棄物及び産業廃棄物のリサイクル率については、一般廃棄物の処理を担う市町村において取組が進んでいない品目（プラス
チック製容器包装等）のリサイクルに対する課題の把握に努め、各課題に応じた対応の検討や市町村への情報提供、普及啓発を行う
必要がある。 
・産業廃棄物のリサイクル率を注視していく。また、即効性は乏しいものの、将来的なリサイクル率の向上を図るべく、産業廃棄物
の適正処理に関する環境教育等を実施して普及啓発に取り組んでいく。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○海洋ごみの処理体制整備促進

4
海岸漂着物等地域対策推
進事業
(環境部環境整備課)

150,193

市町村への補助金活用の説明回数（累
計） 　令和６年５月28日の市町村向け会議において

補助金活用の説明を実施、令和５年８月26日に
令和６年度の補助金要望額調査と併せ未実施の
市町村に対し補助金活用の検討を促した。

２回（６
回）

2回 順調

3

公共関与による産業廃棄
物管理型最終処分場を活
用した環境教育の実施
(環境部環境整備課)

3,498

講習会開催回数（累計）
　講習会、見学会等を18回行うとともに普及啓
発動画の視聴を呼びかけ、延べ703名が参加し
た。

20回（45
回）

18回 順調

順調

○公共関与最終処分場を活用した廃棄物適正処理の推進

2

公共関与最終処分場周辺
地域における協議会の開
催
(環境部環境整備課)

2,395

開催回数（累計）

　会議を３回開催し、地域振興事業について協
議した。

４回（12
回）

3回 概ね順調

実績 進捗状況

○廃棄物の適正かつ効率的な処理体制構築

1
ごみ処理の広域化とあわ
せ処理の促進
(環境部環境整備課)

―

市町村説明会等開催数（累計） 　市町村廃棄物主管課長及び一部事務組合事務
局長会議を開催し、市町村等の職員に対して、
ごみ処理の広域化とあわせ処理の推進に向けた
説明を行った。

１回（３
回）

1回

施策の方
向

・数多くの島々からなる本県の島しょ性は廃棄物処理コストが高くなる構造を抱えていることから、複数市町村間での処
理の広域化、産業廃棄物のあわせ処理など、発生した廃棄物等を適正かつ効率的に処理する体制構築に取り組みます。

・民間の産業廃棄物管理型最終処分場の残余容量が限られていることから、県内の安定的な処理体制を確保するため、公
共関与による産業廃棄物管理型最終処分場の適正な運営及び同処分場を活用した廃棄物の適正処理の促進に取り組みま
す。

・海洋ごみについては、効率的な回収体制の構築、継続的な回収処理の実施、回収されたごみの再資源化に向けた研究開
発・実用化等に取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（１）－イ 社会生活における資源循環の推進

施策 １－（１）－イ－② 効率的な廃棄物処理体制の推進
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

担当部課名 環境部環境整備課

達成状況の説明

　・広域的処理を行う市町村数は、実績値が27市町村となっており、令和６年度の計画値を達成できた。 
・あわせ処理を行う市町村数は、実績値が４市町村となっており、令和６年度の計画値を達成できた。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・公共関与による産業廃棄物管理型最終処分場を活用した環境教育の実施については、より多くの県民が参加する方法や環境教育の
内容等を検討する必要がある。 
・海岸漂着物等地域対策推進事業については、市町村に海岸漂着物の回収処理事業への参加を促すため、事業参加検討に資する資料
を配布するなど工夫が必要である。 
②他の実施主体の状況 
・ごみ処理の広域化とあわせ処理の促進については、各市町村及び一部事務組合が所有する焼却施設の更新時期を見据え、ごみ処理
の広域化に取り組む必要があることから、メリットやコスト低減等について長期的視点で情報提供し続けることが必要である。ま
た、あわせ処理は離島において、産業廃棄物の処理が停滞した際に有効な手法であることから、県内の事例を市町村に情報共有する
ことが必要である。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・公共関与最終処分場周辺地域における協議会の開催については、地域振興推進事業の変更協議等、会議を緊急で行わなければなら
ない場合がある。 
 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・広域的処理を行う市町村数及びあわせ処理を行う市町村数については、令和６年度は新たに１村が広域的処理を行っており、目標
値を上回っている状況にある。ごみ処理の広域化は、焼却施設の更新時期を見据えた検討が必要であることから、メリットやコスト
低減等について長期的な視点で情報提供し続けることが必要である。また、目標値は達成しているが、マンパワー不足やコストが課
題となり、近年あわせ処理を行う市町村数が伸び悩んでいる状況にある。あわせ処理は、産業廃棄物の処理が停滞した際に有効な手
法であることから、県内の事例を市町村に情報共有することが必要である。 
 

3 達成 目標達成
計画値

2 2 3

広域的処理を行う市町村数及びあわ
せ処理を行う市町村数(あわせ処理を

行う市町村数)
市町村 1

4 4 4

達成率 達成状況
R4 R5 R6 R6年度

26

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

27

26 達成 目標達成
計画値

26 26

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

広域的処理を行う市町村数及びあわ
せ処理を行う市町村数(広域的処理を

行う市町村数)
市町村 26

26 26

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・海岸漂着物等地域対策推進事業については、市町村に海岸漂着物の回収処理事業への参加を促すため、引き続き、事業参加検討に
資する資料を配布するなど工夫を行う。 
②連携の強化・改善 
・ごみ処理の広域化とあわせ処理の促進については、引き続き、市町村廃棄物主管課長及び一部事務組合事務局長会議等において、
ごみ処理の広域化の推進に向けた説明を行い、施設の更新時期に向けて検討を促していく。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・ごみ処理の広域化とあわせ処理の促進については、引き続き、市町村廃棄物主管課長及び一部事務組合事務局長会議等において、
あわせ処理の推進に向けた説明を行い、あわせ処理の実施に向けた検討を促していく。 
・公共関与による産業廃棄物管理型最終処分場を活用した環境教育の実施については、環境教育内容の見直しや効果的な情報発信
で、参加者の増加を目指す。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・公共関与最終処分場周辺地域における協議会の開催については、地域振興推進事業の変更協議等、会議を緊急で行わなければなら
ない場合は、説明資料や同意書等をメールで送付し、速やかに意思確認を図る。 
 
[成果指標] 
・広域的処理を行う市町村数及びあわせ処理を行う市町村数については、引き続き、市町村向けの会議において、ごみ処理の広域化
の推進に向けた説明を行い、施設の更新時期に向けて検討を促すとともに、令和７年度の目標達成に向けて取り組んで行く。 
・引き続き、市町村向けの会議において、あわせ処理の推進に向けた説明を行い、あわせ処理の実施に向けた検討を促すとともに、
令和７年度の目標達成に向けて取り組んで行く。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○未利用食品を活用したフードバンクの取組の推進

4
災害備蓄食料の有効活用
(生活福祉部生活安全安心
課)

―

消費期限が残り１年を切る災害備蓄食
料の内、フードバンク等へ提供する食
料の割合 　フードバンクへ約１万３千本を提供したほ

か、防災訓練や災害対策啓発のため約１万２千
本を活用した。

100％ 82％ 概ね順調

3

商慣習等見直し取組の促
進（食品流通段階での納
品期限３分の１ルールの
緩和等）
(生活福祉部生活安全安心
課)

8,814

商慣習見直し等に係る実務者会議・担
当者会議の開催回数（累計） 　食品ロス削減の取組について各業界団体と協

議を行うため、実務者会議２回、県民会議を１
回開催した。

３回（９
回）

3回（11回） 順調

概ね順調

2

食品ロス削減月間（10
月）等の取組
(生活福祉部生活安全安心
課)

8,814

食品ロス削減月間におけるイベントの
実施回数（累計） 　食品ロス削減に対する意識向上のため、パネ

ル展示や、デジタルサイネージを活用した普及
啓発、県庁内でフードドライブ等を実施した。

２回（６
回）

4回（９回） 順調

実績 進捗状況

○サプライチェーン全体での食品ロス削減及び県民運動としての推進

1

家庭における食品ロス削
減の普及啓発の推進
(生活福祉部生活安全安心
課)

8,814

食品ロス問題を認知し削減に取り組む
県民の割合 　県民の食品ロス削減に対する意識向上のた

め、小売事業者と連携した普及啓発、デジタル
サイネージを活用した広報啓発を実施した。

83.6％ 74％

施策の方
向

・食品ロスは、製造、物流、販売、消費など様々な段階で発生することから、サプライチェーン全体でその削減に取り組
む必要があるため、多様な主体が連携した県民運動として施策を推進します。

・未利用食品の効果的な活用に向けて、市町村・事業者等との関係機関と連携し、子どもの居場所や生活困窮者等への支
援等にもつながるフードバンクの取組を推進します。

関係部等 生活福祉部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（１）－イ 社会生活における資源循環の推進

施策 １－（１）－イ－③ 食品ロス削減等の推進
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・災害備蓄食料の有効活用については、希望数が提供予定数に達しない場合、別の提供方法を検討し対応できる体制整備を図る。 
②連携の強化・改善 
・商慣習等見直し取組の促進（食品流通段階での納品期限３分の１ルールの緩和等）については、県民会議及び実務者会議を開催
し、各業界団体の意見を踏まえつつ、連携・協力して食品ロス削減の取組を実施する。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・食品ロス削減月間（10月）等の取組については、未利用食品有効活用のための広報ツールを作成し、食品ロス削減月間等で配布す
る。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・家庭における食品ロス削減の普及啓発の推進については、集客イベントへのブース出展や食品ロス削減の取組やアイデアを募集
し、ホームページやSNS等で発信することで家庭等における取組の促進を図る。 
 
[成果指標] 
・食品ロス量については、今後も各関係機関と連携し、県内の食品ロス量の削減に向けて取組を推進する。

58,315

担当部課名 生活福祉部生活安全安心課

達成状況の説明

　県内における食品ロス量の推計については毎年は実施しておらず、次回は令和７年度に実施を予定している。 
（令和４年度の実績値54,322トン→53,966トン）

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
②他の実施主体の状況 
・商慣習等見直し取組の促進（食品流通段階での納品期限３分の１ルールの緩和等）については、県全体で食品ロス削減の取組を推
進していくためには、各業界団体と協議を行い、連携して取り組んでいく必要がある。 
 
　外部環境の分析 
⑤県民ニーズの変化 
・災害備蓄食料の有効活用については、物資提供の公募に対して、応募が提供予定数に達しない場合の対応を検討する必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・家庭における食品ロス削減の普及啓発の推進については、県民の食品ロス削減への意識を醸成し、家庭で取組を実践できるような
啓発活動に取り組む必要がある。 
・食品ロス削減月間（10月）等の取組については、広く県民に周知するために効果的な広報啓発の手法を検討する必要がある。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・食品ロス量については、沖縄県食品ロス削減推進計画に沿って、各課や関係団体と連携し施策を進めており、令和４年度に実施し
た調査においては、目標値を達成している状況にある。今後も引き続き食品ロス削減に向けた普及啓発等に取り組む。 

53,966

58,315 238.7% 目標達成(R4年度） (R4年度）

計画値

60,406 59,359

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

食品ロス量 トン 61,450

54,332 53,966

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

33



様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○ごみのポイ捨て防止の推進

5
ちゅら島環境美化促進事
業（全県一斉清掃）
(環境部環境整備課)

743

一斉清掃の呼びかけ回数（累計） 　全県一斉清掃は夏季（6月～8月）、年末（12
月）の２回呼びかけを行ったところ、県民、事
業者等の参加を得て、各地域での参加者数は延
べ14,565人となった。

２回（６
回）

2回 順調

○プラスチック資源の循環的利用の促進

4

プラスチック資源循環法
に基づくプラスチック製
品リサイクルの促進
(環境部環境整備課)

11,290

プラスチック資源循環促進法に関する
啓発活動の実施回数（累計） 　集客が見込める県内の商業施設等でプラス

チック問題に関する普及啓発イベントを計７回
開催した。また、小学校３～４年生を対象とし
た、啓発動画を作成した。

２回（６
回）

7回 順調

3

環境保全啓発事業（出前
講座等による環境保全活
動の促進）
(環境部環境再生課)

18,116

出前講座等の活動回数（累計） 　沖縄県地域環境センターにおいて、県内全域
を対象に学校や地域等での出前講座や自然観察
会、啓発イベント等の環境保全啓発活動を年間
を通して実施した。また、センターのHPやセン
ター情報誌で環境情報を発信した。70回（202

回）
97回 順調

順調

2
プラスチック問題に関す
る万国津梁会議
(環境部環境整備課)

11,290

取組回数（累計） 　プラスチック問題に関する万国津梁会議にお
ける提言内容の具体化に向けて、指針の策定に
あたり、県庁各課、市町村、事業者、関係団体
等に意見聴取を行った。書面による方法を含め
計4回実施した。４回（８

回）
4回 順調

実績 進捗状況

○使い捨てプラスチック製品等の使用削減

1
プラスチックごみ削減の
推進
(環境部環境整備課)

11,290

レジ袋削減協定締結事業者との連絡会
議等開催数（累計） 　「プラスチック問題の取組に関する指針」等

の作成に向けた関係事業者調整会議を開催し、
意見交換を行った。

１回（３
回）

1回

施策の方
向

・地球規模でのプラスチックによる海洋汚染が懸念されていることから、脱プラスチック社会への変革に向けて、使い捨
て容器包装等の削減などプラスチック製品の県内使用の低減化、プラスチック素材から自然素材への転換、自然環境に優
しい生分解性プラスチックなど新しい代替素材の研究開発、低コスト化の促進、普及啓発等に取り組みます。

・プラスチック資源循環戦略やプラスチック資源循環促進法等の国の施策を踏まえ、プラスチック資源の循環的利用の促
進にも取り組みます。

・プラスチック等による海洋汚染につながる陸域でのポイ捨て行為の防止対策に取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（１）－イ 社会生活における資源循環の推進

施策 １－（１）－イ－④ 脱プラスチック社会の推進
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

担当部課名 環境部環境整備課

達成状況の説明

　・一般廃棄物プラスチック排出量は、実績値が122,286トンとなっており、R６計画値118,733トンを達成できなかった。 
・産業廃棄物廃プラスチック類排出量は実績値が25,364トンとなっており、R６計画値を達成できた。なお、目標値（R６年度27,137
トン）については、沖縄県廃棄物処理計画（第五期）の目標値（R１年度排出量に対し、R７年度時点で増加を１％以内に抑制する）
から計算して設定した。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成の見込み」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・プラスチックごみ削減の推進については、「沖縄県プラスチック問題の取組に関する指針」等を推進するにあたり、庁内外の関係
者、県民等に周知・啓発する必要がある。 
・プラスチック問題に関する万国津梁会議については、「沖縄県プラスチック問題の取組に関する指針」を推進するため、県庁各
課、市町村、事業者、関係団体等の各主体が一体となって取り組む必要がある。 
・環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）については、地域に根差した啓発活動を展開するためには、沖縄県地
域環境センターを中核に据えた事業を継続して実施する必要がある。 
・プラスチック資源循環法に基づくプラスチック製品リサイクルの促進については、効果的な啓発活動となるよう、実施内容や開催
方法を検討する必要がある。 
②他の実施主体の状況 
・ちゅら島環境美化促進事業（全県一斉清掃）については、一斉清掃の通知や実績報告の依頼について電子メールや郵便で行ってい
るが、特に実績報告の提出については積極的な働きかけやフォローが必要である。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）については、啓発活動の多様化（リモートやオンライン開催等）や社
会情勢を踏まえて事業展開を継続して行う必要がある。 
 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・一般廃棄物・産業廃棄物プラスチック排出（リサイクル含む）量については、産業廃棄物廃プラスチック類排出量について、令和
６年度計画値を達成している状況にある。今後も引き続き、排出量を注視するとともに、産業廃棄物の適正処理に関する普及啓発等
に取り組む。 
⑭県民ニーズ・ライフスタイルの変化 
・一般廃棄物・産業廃棄物プラスチック排出（リサイクル含む）量については、一般廃棄物プラスチック排出量については、令和６
年度計画値を達成できなかった。要因の一つに観光産業の回復に伴い、プラスチックごみの排出量も増加したものと推測することか
ら、使い捨てプラスチック製品の使用削減等の普及啓発に取り組む必要がある。 

27,137 達成 目標達成
R3年度 R3年度 R4年度

計画値

26,872 27,005 27,137

一般廃棄物・産業廃棄物プラスチッ
ク排出（リサイクル含む）量 

(産業廃棄物廃プラスチック類排出
量)

トン 26,740

26,061 26,061 25,364

達成率 達成状況
R4 R5 R6 R6年度

118,733

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

122,286

118,733 33.5%
達成に努め

る
R3年度 R4年度 R5年度

計画値

122,294 120,511

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

一般廃棄物・産業廃棄物プラスチッ
ク排出（リサイクル含む）量 

(一般廃棄物プラスチックごみ排出
量)

トン 124,072

112,945 119,969

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）については、対象者のニーズや満足度等を把握するため、アンケート
調査等を行うことで、各種啓発活動の向上につなげる。 
②連携の強化・改善 
・プラスチックごみ削減の推進については、「沖縄県プラスチック問題の取組に関する指針」等を推進するため、レジ袋削減協定締
結事業者及びその他関連事業者も含めて、関係事業者調整会議を開催して意見交換を行う。 
・プラスチック問題に関する万国津梁会議については、指針の推進にあたり、県庁各課、市町村、事業者、関係団体等と連携して取
り組む。 
・ちゅら島環境美化促進事業（全県一斉清掃）については、実績報告のない市町村及び関係団体には、清掃実績の有無を電子メール
や電話等で確認するなど積極的な働きかけやフォローを行い、実施結果の把握に努める。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・プラスチック資源循環法に基づくプラスチック製品リサイクルの促進については、効果的な啓発活動となるよう、実施内容や開催
方法を検討する。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）については、リモートやオンラインによる啓発活動の体制を継続する
とともに、対象者のニーズや社会情勢を踏まえて啓発活動を展開する。 
 
[成果指標] 
・一般廃棄物・産業廃棄物プラスチック排出（リサイクル含む）量については、一般廃棄物プラスチック排出量について、使い捨て
プラスチック製品使用削減・プラスチック資源の循環利用の促進に向けて取り組んでいく。 
・産業廃棄物の適正処理に関する研修会の開催を通して産業廃棄物廃プラスチック類の排出削減についての普及啓発等を図る。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
次世代自動車普及に向け
た啓発活動
(環境部環境再生課)

0

普及啓発イベントの実施件数（累計） 　街頭キャンペーン（参加者：223名）などの
環境月間行事及び県民環境フェア（参加者：
3,933名）において次世代自動車の普及を含む
啓発活動を行った。

２件（６
件）

2件 順調

○次世代自動車の普及促進

3
電動車転換促進事業
(環境部環境再生課)

246,773

県公用車（普通乗用車）の電動車導入
率

　令和６年度は県公用車51台を電動車に転換し
た。充電設備の設置工事は入札不調となったた
め、設置は１基となった。次年度計画と併せて
設置予定である。 
また、民間のEVバス２台の導入を支援した。

32％ 30％ 順調

順調

2

TDM重点エリアにおける
MaaS社会実装に向けた取
組（シームレスな陸上交
通体系構築事業）
(企画部交通政策課)

73,829

市町村及び大学担当者とのワーキング
の開催数（累計）

　令和６年５月及び８月、11月に関係市町村や
大学担当者とのワーキングを開催した。

２回（６
回）

3回 順調

実績 進捗状況

○自動運転等の新技術導入に向けた取組の促進

1
自動運転移動サービスの
導入促進
(土木建築部土木総務課)

―

市町村向け意見交換会の開催数及び情
報発信回数（累計） 　自動運転移動サービス導入に向けて、各市町

村の現状把握等をするために実施したアンケー
トにおける総括版の共有等の市町村向けの情報
発信を実施した。

２回（６
回）

2回（10回）

施策の方
向

・人々のライフスタイルの変化に対応するため、自動運転技術、MaaS、ドローン等の新技術の導入を促進するとともに、
新技術等の基盤となる公共交通情報等のオープンデータを継続的に利用できる環境の構築に取り組みます。

・脱炭素型の交通環境を推進するため、電気自動車（EV）等の環境に優しい次世代自動車の普及促進、EV利用環境の充実
に取り組みます。

・本県の地域実情に応じたスマートシティの形成を念頭に、SDGsやSociety5.0に対応する地域と交通のあり方の調査研究
について、公・民・学が連携する体制を構築し、包括的・継続的に取り組みます。

・人口が集中する本島中南部地域においては、公共交通利用や多様なモビリティを利用するライフスタイルへの転換に向
けて、バス、モノレール、カーシェアリング、自転車利用、コミュニティバス、福祉交通等の移動抵抗の小さい交通手段
の導入やパーク・アンド・ライドの利用の促進等に取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（１）－ウ 人と環境に優しいまちづくりの推進

施策 １－（１）－ウ－① 次世代型交通環境の形成
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

1.016

担当部課名 環境部環境再生課

達成状況の説明

　世界的な半導体不足等による自動車の減産の影響を受け、計画値の達成に至っていない。一方で、新車販売台数（乗用車）に占め
る電動車の割合は令和４年の1.83%（18,654台中342台）から、令和５年の2.9%（23,477台中682台）と増加しており、国が実施してい
るクリーンエネルギー自動車導入補助金や、本県の電動車転換促進事業、普及啓発の取組等が寄与していると思料される。

0.34

1.016 15.0%
達成に努め

る

R3年度

計画値

0.486 0.751

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

電動車（EV・PHV）普及率 ％ 0.221

0.249 0.28

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

7

パーク・アンド・ライド
駐車場の利用促進
(土木建築部都市計画・モ
ノレール課)

0

パンフレット配布回数（累計）
　R６年度はパンフレットを１回配布予定で
あったが、パンフレットに代わりデジタルサイ
ネージによる周知活動を行った。

１回（３
回）

1回 順調

○脱炭素社会に向けた多様なモビリティの利用促進

6

多様なモビリティの充実
に向けた環境整備（交通
体系整備推進事業）
(企画部交通政策課)

37,139

シェアサイクルへの乗り換え施設の設
置数（累計）

　県管理施設にシェアサイクルステーションを
２箇所設置した。

２箇所（６
箇所）

2箇所 順調

○公・民・学連携によるまちづくりの促進

5

公・民・学の連携による
交通・まちづくりの取組
促進
(土木建築部土木総務課)

―

参画する取組等の数（内訳） 　PFI制度の活用検討をしているマリンタウン
MICEエリアにおいて、「大型MICEエリア振興に
関する協議会」の協議会員等として、取組に参
画した。

１件（継続
１件）

1件 順調
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・TDM重点エリアにおけるMaaS社会実装に向けた取組（シームレスな陸上交通体系構築事業）については、関連するキャンパスMaaSの
実証実験について、連携して取り組む必要がある。 
・多様なモビリティの充実に向けた環境整備（交通体系整備推進事業）については、人々の移動に関する「行動変容」を促すマネジ
メントを推進するため、継続的なデータの収集を行い、事業主体と連携し、シェアサイクル等の利用を促す。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・自動運転移動サービスの導入促進については、当該取組の機運醸成に向けて、各市町村が抱える課題等に関連する情報発信等の強
化を図る。 
・次世代自動車普及に向けた啓発活動については、県の所有する電動車の活用や県内自動車メーカーとの協力等によって、県民環境
フェア等各種イベントにおいて次世代自動車の展示等を行う。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・TDM重点エリアにおけるMaaS社会実装に向けた取組（シームレスな陸上交通体系構築事業）については、新たなバス路線の検討にあ
たっては、観光二次交通拠点とも連携し、需要を喚起するような取り組みを図る必要がある。 
・パーク・アンド・ライド駐車場の利用促進については、利用者の増加に対応するため、駐車場情報（満車空車情報）の提供を実施
する。 
⑧その他 
・電動車転換促進事業については、電動車への転換を促進するため、引き続き電動車への転換や電動車充電設備の導入を支援する必
要がある。また、世界経済を注視し、自動車メーカー等から最新の情報を収集する。 
・公・民・学の連携による交通・まちづくりの取組促進については、将来的なSociety5.0等に対応する地域等の構築に際して、想定
される課題等の解決に向けて、既存の公・民・学の連携による取組に参画し、関連する情報収集等の強化を図る。 
 
[成果指標] 
・電動車（EV・PHV）普及率については、国が実施しているクリーンエネルギー自動車導入補助金の周知などの普及啓発を推進する。
また、引き続き県公用車の率先的な電動車への転換を図る。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「達成に努める」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
②他の実施主体の状況 
・TDM重点エリアにおけるMaaS社会実装に向けた取組（シームレスな陸上交通体系構築事業）については、関連するキャンパスMaaSの
実証実験について、取り組みが進められている。 
・多様なモビリティの充実に向けた環境整備（交通体系整備推進事業）については、首里杜地区内等のシェアサイクルポートの追加
設置に向け、事業主体との連携が必要。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・次世代自動車普及に向けた啓発活動については、国が中心となり推進しているデコ活の趣旨を踏まえつつ、普及啓発を推進する必
要がある。 
⑤県民ニーズの変化 
・パーク・アンド・ライド駐車場の利用促進については、利用者の増加に伴い、満車となる日が出てきている。駐車場に来たものの
駐車ができないということが続けば、パークアンドライドを諦め、最初から車で中心部へ向かうことを考える利用者が出る可能性が
ある。 
⑥他地域等の動向 
・TDM重点エリアにおけるMaaS社会実装に向けた取組（シームレスな陸上交通体系構築事業）については、移転後の琉球大学病院に近
接する北谷町において、観光二次交通拠点に向けた取り組みが進められている。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・自動運転移動サービスの導入促進については、令和６年度までの進捗状況が順調であることから、取組に対するさらなる効果の発
現を促すべく、各市町村が抱える課題等の解決手法を検討する。 
・電動車転換促進事業については、本県では運輸部門の二酸化炭素排出量が高い割合を占めており、電動車への転換を進めていく必
要がある。取組を推進するため、世界経済を注視し、自動車産業の最新の情報を収集する必要がある。 
・公・民・学の連携による交通・まちづくりの取組促進については、令和６年度までの進捗状況が順調であることから、将来的な
Society5.0等に対応する地域等の構築に際して、想定される課題等の収集とその解決手法を検討する。 
 
[成果指標] 
⑤周知・啓発不足等 
・電動車（EV・PHV）普及率については、国が実施しているクリーンエネルギー自動車導入補助金による購入費用の支援などにより、
新車販売台数に占める電動車の割合は増加しているものの、計画値の達成に至っておらず、電動車の普及促進に向け、様々な角度か
らの情報発信の強化が必要である。 
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4

地域公共交通計画の策定
促進（交通体系整備推進
事業）
(企画部交通政策課)

0

地域公共交通計画（県、市町村）の策
定件数（累計）

　多良間村で地域公共交通計画が策定された。

３件（17
件）

１件（16
件）

大幅遅れ

○効率的で利便性の高い公共交通体系の形成

3

基幹バスシステムの導入
（交通体系整備推進事
業）
(企画部交通政策課)

37,139

協議会の開催回数（累計）

　令和６年９月及び令和７年３月に協議会を開
催した。

２回（６
回）

2回 順調

順調

○有機的な公共交通ネットワークの構築

2

鉄軌道を含む新たな公共
交通システムの導入促進
事業（市町村連携交通会
議）
(企画部交通政策課)

51,458

交通会議の開催回数（累計）
　市町村連携交通会議を北部圏域、中部圏域、
南部圏域で各４回実施し、各圏域での交通課題
等について協議した。

４回（12
回）

4回（12回） 順調

実績 進捗状況

○沖縄都市モノレールの輸送力増強

1

沖縄都市モノレール輸送
力増強事業
(土木建築部都市計画・モ
ノレール課)

4,982,360

３両編成車両運行開始数（累計） 　令和６年度は、３両編成車両２編成を追加で
運行開始し、輸送力を増強することで、利用者
における定時定速性の確保および利便性の向上
に取り組んだ。

２編成（４
編成）

2編成（４編
成）

施策の方
向

・過度な自家用車利用から公共交通利用への転換を図るため、定時速達性に優れた幹線公共交通機関としてモノレールの
輸送力の増強に取り組みます。

・今後の制度改革や新たな技術開発等の動きも捉えながら、「速達性」、「定時性」等の機能を備えた基幹的な公共交通
システムとして期待される鉄軌道の導入の実現に向けて取り組むとともに、県民や観光客の利便性の向上に資する交通結
節点やフィーダー（支線）交通の機能強化に取り組み、北部・中部・南部の有機的な公共交通ネットワークの構築を図り
ます。

・慢性的な交通渋滞への対応が求められる中南部地域においては、減少に歯止めがかかりつつある路線バス利用者の増加
への転換に向けて、路線再編・ダイヤ見直し、ICT技術を活用したシームレスな移動環境の検討、自動運転技術の応用な
ど、効率的で利便性の高い公共交通体系の形成に取り組みます。

関係部等 企画部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（１）－ウ 人と環境に優しいまちづくりの推進

施策 １－（１）－ウ－② 公共交通システムの戦略的再編
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・沖縄都市モノレール輸送力増強事業については、運行事業者と連携を密にし、新車両基地の運航開始に係るリスク要因の把握に努
めるとともに、３両編成車両の重要点検に影響が生じないよう、工事工程の短縮に向けた調整等を行う。 
・鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入促進事業（市町村連携交通会議）については、圏域毎の市町村連携交通会議や既存の
ワーキンググループでの協議だけではなく、市町村のみを集めたワーキングを行うなど、各圏域での交通課題の解決に向けた取り組
みを推進する。 
・地域公共交通計画の策定促進（交通体系整備推進事業）については、圏域別の市町村連携交通会議への参加を促すとともに、各市
町村の地域公共交通会議等に積極的に参加し意見交換・助言を行い、他市町村の情報提供を行うことで、市町村の地域公共交通計画
の策定を支援する。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・基幹バスシステムの導入（交通体系整備推進事業）については、協力型バスレーンの実証実験について、候補路線・区間の精査や
事業計画の検討を行う。 
 
[成果指標] 
・公共交通利用者数については、バス事業者や関係機関と連携し、公共交通の利用促進や生活バス路線の維持、運転手不足への対応
等を行い、今後の乗客数の回復状況を注視する必要がある。

48,000

担当部課名 企画部交通政策課

達成状況の説明

　直近の令和５年度の数値として、運転手不足等により目標値は達成していないが、基準値となる令和２年度から約５割増加してい
る。コロナ禍前の乗客数は45,791千人（R元年度）であり、コロナ禍による乗客数の落ち込みからの回復が確認できる。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成の見込み」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
②他の実施主体の状況 
・沖縄都市モノレール輸送力増強事業については、現在、導入済みの３両編成車両の重要点検が令和８年度に控えており、それまで
に新車両基地の運航開始が必要となるが、工程に若干の遅れが発生しており、リスク要因の把握に時間を要している。 
・鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入促進事業（市町村連携交通会議）については、将来のフィーダー交通ネットワークの
構築を見据え、各圏域における交通の課題等を踏まえた公共交通の充実について、まちづくりの主体である市町村等と協働で検討を
進める必要がある。 
・地域公共交通計画の策定促進（交通体系整備推進事業）については、市町村の地域公共交通会議等に積極的に参加し意見交換・助
言を行うことで、計画策定の支援に取り組む必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・基幹バスシステムの導入（交通体系整備推進事業）については、協議会において、協力型バスレーンの実証実験に向けた検討内容
に関する意見が示された。 
 
 
[成果指標] 
⑨人手・人材不足 
・公共交通利用者数については、コロナ禍による県民等の移動需要の縮小に伴い、公共交通利用者数が減少しており、運転手不足に
よる輸送力の低下等が課題となっている。 

43,055

48,000 73.2%
目標達成の

見込み
R3年度 R4年度 R5年度

計画値

35,701 41,860

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

公共交通利用者数 千人 29,561

29,960 38,248

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○魅力的な農村地域の整備

3

農村集落基盤再編・整備
事業
(農林水産部農地農村整備
課)

129,787

整備地区数（内訳）

　真壁西地区（糸満市）ほか１地区において、
農業生産基盤および農村生活環境の整備に対し
補助した。４地区（新

規２地区、
継続２地

区、累計４
地区）

2地区 大幅遅れ

順調

○世界水準の観光地に相応しい沿道景観の形成

2
沖縄フラワークリエイ
ション事業
(土木建築部道路管理課)

563,827

草花等による緑化・重点管理路線数
（内訳）

　国際通りや首里城等の観光地へアクセスする
43路線について、緑化（草花等）・重点管理を
実施した。

41路線（継
続41路線）

43路線 順調

実績 進捗状況

○全島緑化の推進

1
全島緑化活動の推進
(環境部環境再生課)

61,794

緑化活動件数（累計） 　「沖縄県全島緑化県民運動推進会議」の開催
を始め、県植樹祭等の緑化関連行事13件、地域
や各団体への講習会や活動支援72件、市町村へ
の病害虫防除支援29件、学校や各団体による緑
化活動が126件行われた。250件（750

件）
240件

施策の方
向

・郊外及び農山村については、良好な自然環境、営農環境等と調和のとれた集落環境の保全など魅力的な田園農住地域の
整備に取り組みます。

・主要道路及び観光地へのアクセス道路等については、適正な植栽管理、飾花を行い、世界水準の観光地にふさわしい沿
道景観の形成や、周辺環境と調和のとれた沖縄らしい風景づくりに重点的に取り組みます。

・県民一体となった全島緑化の推進については、行政のみならず地域住民、企業等との共同による県民一体となった緑化
を推進するとともに、在来種の活用を推進し、沖縄らしい緑地の創出に取り組みます。

・都市やグラウンド等の日陰づくりを進め、紫外線による健康被害防止及び気候変動の進行に伴う熱中症被害防止を見据
えたまちづくりの整備に取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（１）－ウ 人と環境に優しいまちづくりの推進

施策 １－（１）－ウ－③ 花と緑にあふれる環境づくり
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

670

担当部課名 環境部環境再生課

達成状況の説明

　企業や緑化活動団体に対し、継続した緑化の活動支援や普及啓発を行ったことにより、目標は達成している。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・農村集落基盤再編・整備事業については、事業を実施する上での課題になったこと等が新規地区採択の事業計画担当者へ共有され
ておらず、地区採択の遅れにつながっている。 
②他の実施主体の状況 
・全島緑化活動の推進については、県庁内部においては、緑化活動に対する認識を深め、横断的な取り組みにつながるよう努めてい
るが、未だ取組が十分ではない。また全島緑化事業第６期計画の実施にむけ、計画の周知が必要である。 
・ふるさと農村活性化基金事業については、事業実施市町村においては、高齢化や人口減少に伴う担い手不足が事業継続の課題と
なっている。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・沖縄フラワークリエイション事業については、沖縄観光のイメージアップのため、観光地までの主要アクセス道路について、年間
を通して花と緑のある良好な道路空間を創出し、道路景観の向上と維持させる取り組みが求められている。 
・都市公園整備事業については、公園用地の取得に長時間を要することから、地権者等の同意が早期に得られるよう、市町村を通じ
て地元関係者等の協力を得ながら事業を推進する必要がある。また、整備の効果を早期に発現させるため、部分的な供用開始も含め
た効率的かつ効果的な整備に努める必要がある。 
 
[成果指標] 
②関係機関の調整進展 
・緑化活動団体数については、県全体で横断的な緑化活動の取り組みにつながるよう、「沖縄県全島緑化県民運動推進会議」を開催
するほか、緑化マトリックス会議を開催することで、情報共有や緑化活動に対する認識が深められている。 
③周知・啓発の効果 
・緑化活動団体数については、緑化に関するイベント実施や、普及啓発及び活動支援を継続して行っている。 

687

670 170.8% 目標達成
計画値

654 662

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

緑化活動団体数 団体 646

650 653

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○都市やグランド等の日陰づくり

5
都市公園整備事業
(土木建築部都市公園課)

1,832,568

都市公園の供用面積（整備面積）（累
計）

　県営都市公園及び市町村都市公園において、
災害時の避難場所、緑と触れあう憩いの場、レ
クリエーション活動の場の創出に向けて用地取
得や園路、広場等の整備を行った。12.2ha

（1,589.4ha
）

0ha
（1,555ha）

順調

4

ふるさと農村活性化基金
事業
(農林水産部村づくり計画
課)

16,839

ふるさと農村活性化基金事業支援地区
数（内訳）

　令和６年度は当初16地区を採択後、１地区が
地域リーダーの転出に伴う事業実施不能とな
り、15地区において地域ぐるみの農村環境保全
管理活動や地域イベント等を支援し、地域活動
を推進する人材の育成を図った。

17地区（新
規１地区、

継続16地
区、累計17

地区）

15地区 概ね順調
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・全島緑化活動の推進については、引き続き、緑化を推進する他部局との横断的な連携を積極的に深め、各部局が実施している事業
期間のスケジュールやニーズを共有する。また、全島緑化事業第６期計画の実施にむけ、計画の周知に取り組む。 
・農村集落基盤再編・整備事業については、執行・計画担当者を含む組織全体で適切に情報共有し、次期採択予定地区へ確実に
フィードバックする。 
・都市公園整備事業については、公園用地取得に向け、地権者等の同意が得られるよう粘り強く交渉を続けるとともに、市町村を通
じて地元関係者等の協力を得ながら事業を推進する。 
③他地域等事例を参考とした改善 
・ふるさと農村活性化基金事業については、担い手となる地域リーダー育成のため、実績発表会や意見交換会を開催する。また、課
題解決に向けた情報共有や事業活用の好事例を提供することで、近隣地域への横展開を図り、多様な人材の参画につなげる。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・沖縄フラワークリエイション事業については、年間を通して、生育の状況を継続的に確認し、植栽箇所の環境条件に応じた適切な
花木や草花を各季節で開花できるように管理方法等、各土木事務所や造園業者と連携して改善策を検討しながら品質向上を図る。 
・都市公園整備事業については、整備の効果が早期に発現できるよう部分的な供用開始に取り組む。 
 
[成果指標] 
・緑化活動団体数については、引き続き、緑化推進を図るため、イベント開催による普及啓発や緑化活動に取り組む各種団体を支援
する。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○道路空間の適正な管理

4
主要道路における雑草・
街路樹の適正管理
(土木建築部道路管理課)

1,124,102

年中、安全上支障がない草丈に維持さ
れている路線数（内訳）

　主要道路の111路線において性能規定方式に
よる道路除草管理を実施した。

50路線（新
規５路線、

継続45路
線、累計50

路線）

111路線 順調

○身近な場所で充実した生活環境の創出

3
街路整備事業（県管理道
路）
(土木建築部道路街路課)

1,572,450

整備済延長（累計） 　真地久茂地線外１線（街路工事等）、豊見城
中央線（用地補償等）、那覇内環状線（街路工
事等）、龍潭線（街路工事等）等の整備を行っ
た。

0.02km
（0.76km）

0.04km 順調

順調

2
土地区画整理事業等
(土木建築部都市計画・モ
ノレール課)

2,082,960

土地区画整理事業により整備された宅
地面積（累計）

　浦添南第一地区等13地区の宅地造成、道路築
造および建物の移転補償等を促進した。

10ha
（30ha）

27ha 順調

実績 進捗状況

○コンパクトなまちづくりの促進

1

住民参加型都市計画マス
タープランの策定の促進
(土木建築部都市計画・モ
ノレール課)

―

県・市町村調整会議数（累計）

　３市町と都市計画マスタープラン改定に向け
た調整を行った。

１回（３
回）

1回

施策の方
向

・コンパクトなまちづくりを図るため、都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に集約し、その周辺や公共交通の沿線等に
居住の誘導が図られるよう、市町村の取組を促進します。

・誰もが身近な場所で充実した活動ができるよう、商店街や中心市街地の活性化により賑わいを創出するとともに、土地
区画整理事業、市街地再開発事業、街路整備事業、公園整備事業等により、公共施設や宅地の一体的整備、土地の高度利
用化に取り組みます。

・身体障害者、高齢者、子どもなど誰もが安全で快適に移動できる空間を創出するため、街路樹を含む歩道空間の適正な
管理等に取り組みます。

関係部等 土木建築部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（１）－ウ 人と環境に優しいまちづくりの推進

施策 １－（１）－ウ－④ 歩いて暮らせる環境づくり
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

3

担当部課名 土木建築部都市公園課

達成状況の説明

　歩いていける身近な都市公園について、既存施設改修の需要増加もあり、新規の街区公園設置数は前年に比べ減少し、令和6年度の
実績値は2箇所に留まった。目標値３箇所※に対する達成率は66.7%であるため、概ね達成と判定した。 
※当該成果指標の実際の計画値は、上表記載の計画値ではなく、R4年度３箇所、R5年度３箇所、R6年度3箇所とする。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成の見込み」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・街路整備事業（県管理道路）については、事務所との執行会議等を実施し、計画的な用地取得・街路工事及びこれに伴う資金配分
計画について検討を行った。 
・主要道路における雑草・街路樹の適正管理については、主要道路における雑草・街路樹の適正管理について、土木事務所や造園業
者で知見や技術力を向上させ、効率的・効果的な植栽管理を継続することが求められている。 
②他の実施主体の状況 
・土地区画整理事業等については、換地計画に基づき補償を行うことから、換地先や補償金額に不満がある地権者との交渉を継続的
に実施しているが、不測の時間を要している。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・住民参加型都市計画マスタープランの策定の促進については、マスタープラン等の策定及び改定を検討する際に、立地適正化計画
の策定も同時に進める必要があるため、県内外の良好な事例の周知についてさらに各市町村へ広げていく必要がある。 
⑤県民ニーズの変化 
・土地区画整理事業等については、住民ニーズの高まりにより、区画整理地区内における、無電柱化や擁壁の追加等が発生した場
合、資金計画および事業計画の見直しが必要となり、事業完了が遅れる恐れがある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・土地区画整理事業等については、移転協議が難航している物件がある場合は、直接施行移転（除去）等の検討し、目標とする宅地
面積の達成に向けて施行者と連携を図る必要がある。 
 
[成果指標] 
②関係機関の調整進展 
・歩いていける身近な都市公園（街区公園）箇所数については、公園用地の取得に向けては、地元関係者等と協力しながら、地権者
等に対し事業の必要性を説明する等、市町村に対して公園事業の進捗を図るための助言を行った。また、良好な都市環境や緑と憩い
の場等の提供だけでなく、災害時の防災機能向上にも寄与する場として都市公園の整備を推進するよう、市町村に対して助言を行っ
た。 
⑩他の事業主体の取組遅れ等 
・歩いていける身近な都市公園（街区公園）箇所数については、市町村は、公園整備に必要な用地取得や園路広場等の整備を行って
いるが、既存施設の改修の需要増加に伴い、新規の街区公園設置数は前年に比べ減少したものと思われる。 

2

3 66.7%
目標達成の

見込み

R3年度 R4年度 R5年度

計画値

5 4

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

歩いていける身近な都市公園（街区
公園）箇所数

箇所 6

3 3

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・土地区画整理事業等については、土地区画整理事業については、複数年度継続して行われるため、定期的に住民説明会や個別訪問
など行い、事業内容や必要性等への理解を得ることにより、地権者交渉を円滑に進める。 
・街路整備事業（県管理道路）については、引き続き、執行会議等を実施し、課題や事業工程の共有を図り、早期効果発現に寄与す
るため、目標値の達成に向け工事進捗を図る。 
・主要道路における雑草・街路樹の適正管理については、土木事務所や造園業者と意見交換や植栽管理の知見や技術力向上に資する
研修会を行うことで、さらなる雑草の防除や街路樹の適正な管理のための体制強化を図る。 
②連携の強化・改善 
・住民参加型都市計画マスタープランの策定の促進については、引き続き、マスタープラン等の策定および改定を検討する市町村
と、適宜意見交換を実施し、立地適正化計画を策定している県内外の良好な事例を市町村へ情報共有することで、意識向上を図る。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・土地区画整理事業等については、直接施行を考慮した工程管理の検討を進める。また、保留地を早期処分できるよう、工事および
補償について優先順位を定め、細かな工程管理に留意した工程表に見直すよう施行者に指導を行い、問題意識の共有を図る。 
 
[成果指標] 
・歩いていける身近な都市公園（街区公園）箇所数については、円滑な公園事業用地の取得のためには、地元関係者等と協力しなが
ら地権者等に公園事業の必要性を説明する等、市町村に対して、公園事業の進捗を図るための助言を行う。また、良好な都市環境や
緑と憩いの場等の提供だけでなく、災害時の防災機能向上にも寄与する場として都市公園の整備を推進するよう、市町村に対して助
言を行う。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

70

64.6

70 1.8%
達成に努め

る

R元年度

計画値

66 68

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

公共施設等のバリアフリー化適合率 ％ 64.5

67.1 63.8

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

3

県民のホスピタリティ向
上
(文化観光スポーツ部観光
振興課)

20,963

観光事業者の参加者数（累計）

　高齢者及び障害者等の受入環境整備にかかる
講義を実施し、139人が参加した。

120人（330
人）

139人（459
人）

順調

順調

○安全・安心で快適を提供できる環境の整備

2

観光施設等のバリアフ
リー・ユニバーサルデザ
インの促進
(文化観光スポーツ部観光
振興課)

20,963

アドバイザー派遣件数（累計）
　県内の観光関連事業者を対象に高齢者及び障
がい者等の受入環境整備にかかるセミナー及び
アドバイザー派遣を６回実施した。

７件（18
件）

6件（20件） 概ね順調

実績 進捗状況

○公共施設等におけるバリアフリー化

1
都市公園バリアフリー化
支援事業
(土木建築部都市公園課)

2,025,954

都市公園のバリアフリー化率 　県営都市公園事業において、バリアフリーに
対応した園路等の整備を行った。また、県は、
市町村都市公園事業に対して、バリアフリーに
対応した園路等の整備を行うための補助を行っ
た。

38.0％ 41.5％

施策の方
向

・人と環境に優しいまちづくりを推進するため、公共空間等におけるユニバーサルデザインの導入に取り組む。

・世界から選ばれる「ユニバーサルツーリズム」を推進するため、障害者、高齢者、療養者など多様な観光困難者を円滑
に受け入れ、安全・安心で快適を提供できる環境の整備に取り組みます。

関係部等 生活福祉部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（１）－ウ 人と環境に優しいまちづくりの推進

施策 １－（１）－ウ－⑤ 公共施設等におけるユニバーサルデザインの推進
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・都市公園バリアフリー化支援事業については、施工方法や施工時期について、引き続き早期に地元等の関係者との合意形成を図
り、協力を得ながら事業を推進する。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・都市公園バリアフリー化支援事業については、利用者の多い公園や利用頻度の高い施設を選定して施設整備するほか、更新時期を
迎えた老朽化施設の改築に際しても、緊急度優先度を勘案して、引き続き効率的かつ効果的な整備を推進する。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・観光施設等のバリアフリー・ユニバーサルデザインの促進については、オンラインによるセミナー実施、アーカイブ動画配信、必
要に応じて個別訪問し、事業者の負担を軽減する。また受入環境を整備した事業者については、既存ポータルサイトで表示を差別化
して受講を促進する。 
・県民のホスピタリティ向上については、オンラインによるセミナー開催、YouTubeでアーカイブ動画配信等を行い、事業者の負担軽
減を行いつつ情報発信を行う。また、必要に応じてアドバイザー等を派遣してサポート体制を強化する。 
 
[成果指標] 
・公共施設等のバリアフリー化適合率については、条例の目的である高齢者、障害者等の全ての人が等しく社会に参加することがで
きる地域社会の実現のため、引き続き条例に規定する施設新築等の事前協議において、事業者に対し丁寧な指導、助言を行い、条例
に規定する整備基準への適合を図っていく。

担当部課名 生活福祉部障害福祉課

達成状況の説明

　沖縄県福祉のまちづくり条例に規定する整備基準への適合に対する事業者の理解が深まりつつあるが、建築費高騰などの影響によ
り適合率は例年並みとなっている。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「達成に努める」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
③他地域等との比較 
・県民のホスピタリティ向上については、都市部の観光施設ではバリアフリー対応が進んでいる一方で、離島や地方の観光地で対応
が遅れている。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・観光施設等のバリアフリー・ユニバーサルデザインの促進については、中小規模の宿泊施設や飲食店では、日々の業務に追われる
中でセミナーやアドバイザー派遣を受け入れる余裕がないとの指摘がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・都市公園バリアフリー化支援事業については、バリアフリーに対応する公園施設の整備のほか、老朽化した公園施設の改築、更新
の際にバリアフリーに対応させる等、引き続き効率的かつ効果的な整備が必要である。また、施工方法や施工時期について、引き続
き早期に地元等の関係者と調整を行い、合意形成を図る必要がある。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・公共施設等のバリアフリー化適合率については、建築費高騰の影響により適合率は横ばいだが、条例に規定する施設新築等の事前
協議において、事業者に対し丁寧な指導、助言を行い、条例に規定する整備基準への適合を図っている。 
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
児童生徒への啓発
(環境部自然保護課)

19,400

フィールド観察会の開催数（累計） 　世界自然遺産の価値や保全の重要性につい
て、遺産登録地を含む圏域の小中学生の理解醸
成を図るための環境教育として西表で２回、や
んばるで２回、自然体験学習ツアー（フィール
ド観察会）を開催した。４回（12

回）
4回 順調

15項目

○世界自然遺産の普及啓発・人材育成

3

県民や観光客への生物多
様性の保全やマナー・
ルールの啓発
(環境部自然保護課)

19,400

観光施設等でのマナー・ルールブック
の配布、電子化

　世界自然遺産の概要や遺産としての価値、貴
重な自然環境を次世代へ継承するための取組や
来訪する際のマナー、世界自然遺産フェア等の
イベントについてホームページで情報発信し
た。コンテンツ

の充実
コンテンツ

の充実
順調

順調

2

国、教育機関、研究機関
等と連携したモニタリン
グ調査の実施
(環境部自然保護課)

287,879

世界自然遺産地域モニタリング計画に
基づくモニタリング調査の実施数（調
査項目）（累計）

　県では、モニタリング計画掲げる指標に沿っ
て沖縄島北部と西表島の両地域でモニタリング
調査に取り組んでおり、違法採取トラップ数
や、マングース・ノネコ等の外来種生息状況な
どを調査した。

北部15項目 16項目

順調

西表11項目

実績 進捗状況

○世界自然遺産の保全と適正管理の推進

1

地域社会との協働による
遺産の管理体制の構築及
び運営の支援
(環境部自然保護課)

29,436

行動計画の検証・見直しを行うための
会議の開催数（累計） 　沖縄島北部及び西表島において地域部会を各

２回開催し、地域別行動計画に位置付けられた
各取組について進捗状況を把握するなどして、
同計画の検証や見直しを行った。

２回（６
回）

2回

施策の方
向

・固有性の高い生態系と世界的に見ても生物多様性の保全上重要な地域である沖縄島北部及び西表島の世界自然遺産登録
地においては、その普遍的価値を維持できるよう、鹿児島県の奄美大島、徳之島とともに、自然環境の保全体制の構築及
び適正な観光管理に取り組みます。

・地域住民を含めた県民や観光客に対する生物多様性の保全やマナー・ルールについて、県内外の観光事業者等と連携
し、空港、港湾、地域の観光拠点のみならず、インターネットも活用しながら、啓発に取り組みます。さらに、国、教育
機関、研究機関等と連携し、モニタリングや科学的な管理の基盤整備、自然環境の保全管理等の担い手としての若い世代
や地域の人材育成を促進するとともに、世界自然遺産の次世代への継承を目的とした児童生徒への啓発に取り組みます。

・自然保護地域については、自然環境保全地域、自然公園、鳥獣保護区など、それぞれの区域拡大を含めた適正な地域指
定・管理及び利用促進に取り組みます。

・自然公園施設の適正な管理及び利用増進については、既存施設の計画的かつ効率的な修繕や更新など効果的な施設整備
に取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（２）－ア 自然環境・生物多様性の保全・継承

施策 １－（２）－ア－① 世界自然遺産や自然公園の適正管理
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

―

担当部課名 環境部自然保護課

達成状況の説明

　令和３年７月に沖縄島北部及び西表島が世界自然遺産に登録され、諮問機関であるIUCNの勧告への対応や６年ごとの登録資産の定
期審査も見据えて、引き続き生物多様性の保全と適正利用の両立に向けて取り組む必要がある。また、令和４年12月に世界遺産委員
会からの４つの要請事項に対する「保全状況報告書」を提出しており、令和５年度においても当該報告書に記載の方法により事業
化、検討、対策などを実施した。

ー

令和９年度
の遺産登録
更新に向
け、遺産地
域の保全と
利用の両立
を図り、貴
重な自然環
境を次世代
へ継承する
取組を推進

達成 目標達成

計画値

― ―

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

世界自然遺産登録の更新 －

沖縄島北
部及び西
表島の世
界自然遺
産登録

（令和３
年７月）
（※世界
遺産委員
会に登録
資産の保
全状況等
を６年ご
とに報
告）

ー ー

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○自然公園施設の適正管理と利用増進

8
自然公園施設の整備
(環境部自然保護課)

1,925

自然公園施設整備に係る取組 　大度園地休憩所および公衆トイレの建築工事
が入札不調となり予算の一部は不用、残りは次
年度に繰越した。今後の発注方法等について、
施設建築課と協議を実施した。また、久米島県
立自然公園の歩道修繕を実施した。

設計業務・
関係機関協

議

関係機関協
議、施設修

繕
大幅遅れ

7
鳥獣保護区の指定
(環境部自然保護課)

―

鳥獣保護区の新規指定、更新箇所数
（累計） 　大保鳥獣保護区において、関係者等へ事前説

明等をし、更新を行った。また、既存の鳥獣保
護区等において、鳥類の生息数調査の実施や鳥
獣保護管理員と連携しながら、鳥獣保護区の管
理に取り組んだ。１箇所（３

箇所）
1箇所 順調

6
自然公園区域等の見直し
（沖縄戦跡国定公園）
(環境部自然保護課)

6,992

沖縄戦跡国定公園区域等の見直し

　地元関係者等調整、有識者ヒアリング、見直
し内容の検討・整理等を実施した。

関係機関調
整、地元説

明等

関係機関調
整等

やや遅れ

○自然保護地域の適正な地域指定・管理

5
自然公園区域等の見直し
（伊良部県立自然公園）
(環境部自然保護課)

1,320

伊良部県立自然公園区域等の見直し

　過年度に引き続き、現地調査を実施し、詳細
な公園資質について把握した。

変更計画原
案作成、意

見照会等

地域の現況
調査

やや遅れ
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・鳥獣保護区の指定については、新規指定地区については、鳥獣の生息状況調査の実施または鳥獣保護管理員と連携しながら最新の
情報を収集する。 
・自然公園施設の整備については、発注時や履行中の課題等について、関係機関（土木建築部施設建築課）と連携し、進捗状況の共
有や課題の抽出、解決策の検討により、円滑な執行に努める。 
②連携の強化・改善 
・地域社会との協働による遺産の管理体制の構築及び運営の支援については、「地域別行動計画」を適切に改定するため、遺産地域
の関係機関のみならず、県庁内他部局や鹿児島県、環境省、林野庁などとの連携を強化して、地域別の課題や取組を反映させる。 
・鳥獣保護区の指定については、市町村等関係機関意見との調整を綿密に行い、精査し、必要な対応を検討する。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・国、教育機関、研究機関等と連携したモニタリング調査の実施については、飼い猫の適正管理やロードキル発生防止について、地
域住民や来訪者に対する情報発信等を強化し、状況の改善に寄与するよう取組を継続する。 
・県民や観光客への生物多様性の保全やマナー・ルールの啓発については、ホームページでの情報発信と併せて、地域の児童生徒を
対象とした図画コンクールや環境学習を実施するとともに、パネル展等を通して広く世界自然遺産の認知度向上および理解醸成を図
る。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・自然公園区域等の見直し（伊良部県立自然公園）については、自然的、社会的条件の変化を的確に捉えるため、時季調査（秋
季）、地域の意向確認を行い、有識者等の意見も踏まえて見直し作業を進める。 
・自然公園区域等の見直し（沖縄戦跡国定公園）については、自然的、社会的条件の変化を的確にとらえるため、関係機関との協
議・調整、地元説明を踏まえて指定書・計画書の変更案の作成作業を進める。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・児童生徒への啓発については、地域の状況や行事等を考慮するとともに、自然体験プログラムの内容に適した開催時期を検討す
る。 
 
[成果指標] 
・世界自然遺産登録の更新については、世界遺産委員会に提出した「保全状況報告書」に基づき、関係機関と連携して取組みを推進
する。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・県民や観光客への生物多様性の保全やマナー・ルールの啓発については、世界自然遺産の価値とその保全の重要性等について理解
醸成を図るため、ホームページでの情報発信と併せて、次世代を担う地域の児童生徒の自然環境への理解や関心を高める必要があ
る。 
・児童生徒への啓発については、環境教育の実施にあたっては、地域の状況や行事等を考慮し、児童生徒が参加しやすい開催時期を
検討する必要がある。 
・鳥獣保護区の指定については、鳥獣保護区の新規指定にあたり、鳥獣の生息状況調査等を実施し、最新の情報を持ち合わせる必要
がある。 
・自然公園施設の整備については、設計業務や施設整備の執行にあたっては、関係機関（土木建築部施設建築課）と発注準備段階や
履行段階での連携が必要となる。 
②他の実施主体の状況 
・地域社会との協働による遺産の管理体制の構築及び運営の支援については、世界自然遺産４地域を包括する「包括的管理計画」が
令和７年度に改定されることを踏まえ、同計画に付随する沖縄島北部及び西表島の「地域別行動計画」の改訂を行う必要がある。 
・鳥獣保護区の指定については、自然環境及び指定に対する県民ニーズに変化があることを配慮する必要があり、市町村等関係機関
からの意見を十分に把握し、取り組む必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・自然公園区域等の見直し（伊良部県立自然公園）については、自然的、社会的条件の変化を的確に捉えるため、時季調査（秋季）
を実施し、見直しに反映する必要がある。 
・自然公園区域等の見直し（沖縄戦跡国定公園）については、自然的、社会的条件の変化を的確にとらえ、見直しに反映する必要が
ある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・国、教育機関、研究機関等と連携したモニタリング調査の実施については、飼い猫の管理状況やロードキル発生状況の指標におい
ては、遺産価値に一定の悪影響またはその恐れが認められる、と評価された項目がある。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・世界自然遺産登録の更新については、世界遺産委員会から示された４つの要請事項に対して、保全状況報告書に基づき事業化し、
連絡会議やヒアリング、情報収集を行い、検討や対策などを実施した。 
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
沖縄島北部における希少
種の回復実態調査の実施
(環境部自然保護課)

132,035

希少種回復実態調査の実施種数（内
訳）

　希少な鳥類、哺乳類、両生類、爬虫類の分布
状況調査を実施した。

６種（継続
６種）

12種 順調

3
レッドデータおきなわの
改訂
(環境部自然保護課)

13,653

現地調査の実施数（累計）
　掲載種の評価及び原稿の執筆のため、各生物
分類群の分科会において、現地調査を合計18回
実施した。

１回（３
回）

18回 順調

順調

2
野生鳥獣等生息状況調査
(環境部自然保護課)

10,982

調査実施保護区における調査数（内
訳）

　鳥獣保護管理員を活用して保護区指定候補地
の鳥獣生息状況調査等を行うとともに、保護区
指定候補地の視察した。

５地域（継
続５地域）

5地域 順調

実績 進捗状況

○希少野生動植物の生態、生息域、個体数の現状把握、脅威となる外来種の防除

1
指定希少野生動植物種の
モニタリング
(環境部自然保護課)

15,018

指定希少野生動植物種のモニタリング
地点数（累計） 　希少野生生物保護推進事業において、指定希

少野生動植物種のモニタリング調査を沖縄島、
伊平屋島および久米島で実施した。

30地点（90
地点）

81地点（121
地点）

施策の方
向

・県内に生息する希少生物種の生態、生息域、個体数等の現状を的確に把握するとともに、増減の原因等の分析を行い、
効果的な保護対策に取り組みます。

・アンダーパスの設置や側溝改良、ゼブラ舗装等によるイリオモテヤマネコやヤンバルクイナ等の希少生物種のロードキ
ルを防止するとともに、橋梁など道路構造の改良についての検討に取り組みます。

・外来種の生息状況や外来種による被害状況等の調査を実施し、調査結果に基づく効果的な捕獲手法の実践等を通して、
マングース等の外来種の駆除並びに侵入及び定着の防止を推進するとともに、ノイヌ・ノネコの捕獲と併せて、飼い犬・
飼い猫の野生化防止対策の強化に取り組みます。

・密猟・盗採や廃棄物の投棄など人為的な影響の抑制に向けて、自然保護地域における巡回・巡視の強化に取り組みま
す。

・本県の生物多様性に関する情報の一元化及び充実を図り、生物多様性に関するデータの利活用促進、研究及び普及に取
り組むとともに、ホームページや各広報媒体を活用して、希少種の保護対策、外来種対策、密猟・盗採防止対策等の普及
啓発活動を推進します。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（２）－ア 自然環境・生物多様性の保全・継承

施策 １－（２）－ア－② 希少野生動植物種や沖縄固有種の保護対策、外来生物対策の推進
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様式２（施策）

11

生物多様性地域戦略事業
（生物多様性おきなわ戦
略）
(環境部自然保護課)

18,781

生物多様性おきなわ戦略の改定

　令和５年度に作成した新戦略（素案）の見直
しを行った。また、新戦略（素案）を踏まえ、
生きものいっせい調査等によって生物多様性の
普及啓発等を行った。生物多様性

おきなわ戦
略に基づく

取組推進

生物多様性
おきなわ戦
略の改定作
業・取組推

進

順調

○普及啓発活動

10
外来種対策に係る普及啓
発活動の実施
(環境部自然保護課)

424,608

企画展示、講演会等、普及啓発活動の
実施数（累計） 　夏休みこども自由研究イベントへの出展を１

回、各地域の図書館等においてパネル展の開催
や展示ボックスの設置を12回、環境フェアへの
出展を１回行った。

１回（３
回）

14回 順調

○密猟・盗採等の防止

9
沖縄島北部における密
猟・盗採等の防止
(環境部自然保護課)

61,270

森林内のパトロールの実施数（累計）
　沖縄島北部国頭村の森林内において密猟対策
パトロールを早朝・昼間・夜間の時間帯に計
183回実施した。

180回（540
回）

183回 順調

8
飼い犬・飼い猫の野生化
防止対策
(環境部自然保護課)

24,134

普及啓発イベントの開催数（累計） 　動物愛護週間行事として動物愛護図画コン
クール、動物愛護の集い等を開催するほか、捨
て犬・捨て猫防止キャンペーンを実施してい
る。

５回（15
回）

5回 順調

7
重点予防種のモニタリン
グ実施
(環境部自然保護課)

424,608

重点予防種（ヒアリ）のモニタリング
実施地点数（内訳）

　県内の港湾や空港の周辺等において、ヒアリ
等のモニタリング調査を実施した。

８地点（継
続８地点）

10地点 順調

○外来種の駆除並びに侵入・定着防止、飼い犬・飼い猫の野生化防止対策の強化

6
重点対策種の防除実施
(環境部自然保護課)

556,643

防除実施重点対策種数（内訳）
　重点対策種17種について、トラップを用いた
捕獲やモニタリング、普及啓発等の防除対策を
実施した。

15種（継続
15種）

17種 順調

○希少生物種のロードキルの防止

5
イリオモテヤマネコ等の
交通事故の防止
(環境部自然保護課)

51,161

モニタリング、検討会の開催、工法・
候補地の検討（アンダーパスの設置）

　現在までの取組に関するモニタリングや、有
識者検討委員会の開催、実地調査による優先対
策箇所の選定、工法の検討を行った。

設置工事の
実施

実態調査、
検討会等の

実施
やや遅れ
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

1

担当部課名 環境部自然保護課

達成状況の説明

　国頭村辺戸及び奥地区で生息が確認された重点対策種の「ノヤギ」について、令和５年度まで捕獲を行い、令和６年度のモニタリ
ング調査（自動撮影カメラを同地区の50地点に設置）において一度も確認されていないことから、根絶したとみなした。

1

1 達成 目標達成
計画値

0 1

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

重点対策種等の排除・根絶地域数 地域 0

0 0

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

12

生物多様性地域戦略事業
（生きものいっせい調
査）
(環境部自然保護課)

4,499

生きものいっせい調査の実施数（累
計）

　生物多様性の普及啓発と県内の生物多様性の
状況把握の一助となるよう、県内小学校の４～
６学年全員を対象に「生きものいっせい調
査」、一般を対象に「フォトコンテスト」を実
施した。１回（３

回）
1回 順調
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）
 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・指定希少野生動植物種のモニタリングについては、ナゴランに関して、残存する生育地の保全について、地元との協力体制を構築
する必要がある。また、ヤマタカマイマイ２種については、ヤエヤママドボタルの捕食被害が著しいことから、モニタリング調査を
重点的に実施する必要がある。 
・沖縄島北部における希少種の回復実態調査の実施については、希少種の回復実態を把握するためには、長期間継続してモニタリン
グを実施する必要がある。 
・重点対策種の防除実施については、定着している外来種については、対策を継続しない場合は生息数および生息範囲を拡大させる
恐れがある。 
・外来種対策に係る普及啓発活動の実施については、多くの県民が外来種問題を認識し、外来種被害予防三原則「入れない・捨てな
い・拡げない」の行動を実践するための普及啓発を充実させる必要がある。 
②他の実施主体の状況 
・野生鳥獣等生息状況調査については、本県では平成25年度以降、新規指定は行っていないため、鳥獣保護区等の指定等にあたり、
最新の生息状況について情報収集する必要がある。 
・重点予防種のモニタリング実施については、未定着の外来種は、常に物流等による侵入・定着のリスクがある。 
・飼い犬・飼い猫の野生化防止対策については、県民により広く普及啓発を図るための取組を強化する必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・レッドデータおきなわの改訂については、開発行為や外来種の侵入等により、希少種への影響が考えられる。 
・沖縄島北部における希少種の回復実態調査の実施については、世界自然遺産の登録により、今後も遺産価値の維持・向上が重要で
あり、より一層、マングース等外来種対策に取り組む必要がある。 
・重点対策種の防除実施については、沖縄島北部および西表島が世界自然遺産に登録されたことから、生物多様性を保全するための
外来種対策がより重要となっている。 
・重点予防種のモニタリング実施については、沖縄島北部および西表島が世界自然遺産に登録されたことから、生物多様性を保全す
るための外来種対策がより重要となっている。 
・沖縄島北部における密猟・盗採等の防止については、密猟や人流に関する情報を収集し、効果的な密猟防止対策に繋げる必要があ
る。 
⑤県民ニーズの変化 
・野生鳥獣等生息状況調査については、鳥獣保護区の指定にあたり、第13次鳥獣保護管理事業計画に基づき取り組んでいくこととし
ているが、自然環境及び指定に対する県民のニーズに変化があることを配慮する必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・イリオモテヤマネコ等の交通事故の防止については、既設の排水ボックス等をイリオモテヤマネコの路上進入抑制対策に活用する
ため、現地未確認箇所の既設排水ボックス等の現地踏査を行い、構造や土砂の堆積状況等の現況を把握する必要がある。 
・生物多様性地域戦略事業（生物多様性おきなわ戦略）については、有識者等の意見聴取において、新戦略が県民に正しく伝わるよ
う工夫が必要等の意見があった。 
・生物多様性地域戦略事業（生きものいっせい調査）については、生物多様性の普及啓発を強化するには、本事業の周知が課題とな
る。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・重点対策種等の排除・根絶地域数については、重点対策種等の排除・根絶に向けては、拡散を防止しながらも低密度化を図りなが
ら、粘り強く継続して行う必要がある。 
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・指定希少野生動植物種のモニタリングについては、ヤマタカマイマイ２種のモニタリング調査について重点的に取り組む必要があ
るため、検討委員会において調査地点等を検討し、ヤマタカマイマイ保護施策を推進する。また、残存する生育地を保全するため、
地元でシンポジウムを開催する等、地元協議会との連携に取り組む。 
・沖縄島北部における希少種の回復実態調査の実施については、限られた予算の範囲で調査対象種の選定や調査サイクル等の検討を
行い、効率的に調査を実施していく。また、世界自然遺産地域を含む、第一北上防止柵以北におけるマングースの完全排除等、外来
種対策の取り組みを引き続き推進していく。 
・重点対策種の防除実施については、実施した防除対策について、外部有識者等による評価を行い、より効果的な防除対策を検討・
実施する。また、実施した防除対策について、外部有識者等による評価を行い、より効果的な防除対策を検討・実施する。 
②連携の強化・改善 
・野生鳥獣等生息状況調査については、保護区指定候補地の最新の生息状況に関する情報収集に努める。また、既存の鳥獣保護区を
適正管理するには、鳥獣保護管理員と連携し継続的に生息状況調査を実施していく。 
・重点予防種のモニタリング実施については、ヒアリやヒアリ等疑いのあるアリが発見された場合は、沖縄県ヒアリ対策総合マニュ
アル(ver2.0)に基づき、環境省や港湾管理者等の関係機関と情報共有を図り、早期発見・早期防除に努める。また、ヒアリやヒアリ
等疑いのあるアリが発見された場合は、沖縄県ヒアリ対策総合マニュアル(ver2.0)に基づき、環境省や港湾管理者等の関係機関と情
報共有を図り、早期発見・早期防除に努める。 
・飼い犬・飼い猫の野生化防止対策については、県民により広く普及啓発を図るため、市町村や教育機関等の関係機関との連携を深
める。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・野生鳥獣等生息状況調査については、鳥獣保護区の指定にあたっては、保護区指定候補地の利害関係者と慎重に調整を進め、取り
組む必要がある。 
・沖縄島北部における密猟・盗採等の防止については、沖縄島北部地域の住民等との意見交換や監視カメラの確認等により、密猟行
為や人流に関する最新の情報を掴み、国内外からの来訪者に対する密猟問題に関する情報発信を強化する。 
・外来種対策に係る普及啓発活動の実施については、多様なイベントの開催やより興味を引く展示物の作成、特設サイト「外来
種.com」の充実など、普及啓発の取組を引き続き行っていく。 
・生物多様性地域戦略事業（生きものいっせい調査）については、本事業の周知については、他事業と連携し、周知機会を増やすこ
とを検討する。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・レッドデータおきなわの改訂については、希少種の生息・生育状況の変化を把握するため、文献調査や現地調査を実施し、情報収
集を継続する。また、保全が必要な生息地等を選定する必要がある。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・イリオモテヤマネコ等の交通事故の防止については、現地未確認箇所の既設排水ボックス等の現地踏査を行い、構造や土砂の堆積
状況等を把握し、イリオモテヤマネコの利用頻度が向上するように検討・対策を行う。 
⑧その他 
・生物多様性地域戦略事業（生物多様性おきなわ戦略）については、新戦略が県民に正しく伝わるよう、評価方法等の精査や図や表
等を適切に使用するよう取り組む。 
 
[成果指標] 
・重点対策種等の排除・根絶地域数については、重点対策種等の排除・根絶に向け、拡散を防止しながらも低密度化を図り、粘り強
く継続して防除に取り組む。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

30

29

30 未達成 達成は困難
計画値

29 30

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

国立沖縄自然史博物館の誘致活動の
認知度

％ 29

29 21

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

3
経済団体等への説明会・
講演会の開催
(環境部自然保護課)

31,584

説明会等の開催数（累計）

　県選出国会議員、経済団体等に説明をした。

１回（３
回）

2回 順調

順調

2
国への要請
(環境部自然保護課)

31,584

国への要請回数（累計）
　骨太の方針への要請、沖縄および北方対策担
当大臣への要望など、国への要請を２回行っ
た。

１回（３
回）

2回 順調

実績 進捗状況

○国立沖縄自然史博物館の設置促進

1
国立沖縄自然史博物館誘
致に係るイベント開催
(環境部自然保護課)

31,584

シンポジウム等周知啓発イベントの開
催数（累計） 　県内シンポジウム（沖縄市）を11月10日に実

施した。また県内５圏域（７ヵ所）で企画展を
実施した。

５回（15
回）

8回

施策の方
向

・「国立沖縄自然史博物館」については、東アジア、東南アジア全体の自然史科学を支える研究及び人材育成の拠点とな
るばかりでなく、本県の生物多様性の豊かさやその重要性をより多くの人に発信し、自然環境の保全や沖縄観光の魅力の
強化につながることや、県内の子どもたちの自然科学に対する関心を高め学力向上にも資することから、今後あらゆる機
会を捉えて県内誘致に努めます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（２）－ア 自然環境・生物多様性の保全・継承

施策 １－（２）－ア－③ アジアの自然史科学の拠点「国立沖縄自然史博物館」の設置促進
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・国立沖縄自然史博物館誘致に係るイベント開催については、県内市町村等に協力いただき、大型イベントと連携した展示や大型商
業施設における開催など、普及啓発方法を工夫しながら、さらなる認知度の向上および機運醸成を図る。 
・国への要請については、誘致実現に向けて、国等への働きかけや関係者との意見交換等を行う。 
・経済団体等への説明会・講演会の開催については、関係団体等に対する説明の機会を捉え、有識者と連携して認知度の向上および
機運醸成を図る。 
 
[成果指標] 
・国立沖縄自然史博物館の誘致活動の認知度については、大型商業施設などでのイベントを行うなど、普及啓発方法を工夫し、さら
なる認知度向上に取り組む。

担当部課名 環境部自然保護課

達成状況の説明

　R6年度に実施した企画展（５圏域）におけるアンケート調査では、国立沖縄自然史博物館の誘致活動の認知度が29％であった。今
後もシンポジウム、企画展等の開催に継続的に取り組む必要がある。 
なお、R4年度実績値は、アンケート母数の異なる５圏域の認知度の割合を単純平均で算出したため、改善が必要な数値となってお
り、アンケート総数で算出した認知度の割合は20.5％となっている。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「達成は困難」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
②他の実施主体の状況 
・国立沖縄自然史博物館誘致に係るイベント開催については、県内市町村等に協力を仰ぎ、引き続き普及啓発に取り組み、さらなる
認知度の向上および機運醸成を図っていく必要がある。 
・国への要請については、誘致実現に向けて、国等への働きかけや関係者との意見交換等を行う必要がある。 
・経済団体等への説明会・講演会の開催については、引き続き、認知度の向上および機運醸成を図り、説明の機会をとらえることで
賛同者（団体等）を広げていく必要がある。 
 
 
[成果指標] 
③周知・啓発の効果 
・国立沖縄自然史博物館の誘致活動の認知度については、シンポジウムや企画展の開催等により普及啓発を行っているが、目標達成
には及ばず、さらなる認知度向上に取り組む必要がある。目標未達成の要因としては、アンケート実施母数に観光客を含んでいるこ
とが考えられるが、継続して周知を図っていく。 
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
浄化槽管理対策事業
(環境部環境整備課)

2,668

浄化槽に関する普及啓発活動の実施数
（累計） 　浄化槽の適正な維持管理および合併処理浄化

槽への転換の普及啓発のため、浄化槽の日に係
るパネル展示、県内情報誌等による広報、新聞
広告の掲載を実施した。

１回（３
回）

1回 順調

3

漁港漁村環境整備事業
（漁業集落環境整備事
業）
(農林水産部漁港漁場課)

0

整備数（改築・機能保全工事）（内
訳）

　新規地区の調査・検討を実施した。

１地区（継
続１地区）

0地区 大幅遅れ

順調

2

農業集落における汚水処
理施設の整備
(農林水産部農地農村整備
課)

2,740,504

整備地区数（内訳）

　恩納第２地区（恩納村）ほか13地区におい
て、農業集落排水施設の整備または更新に対し
補助した。19地区（新

規３地区、
継続16地

区、累計19
地区）

14地区 やや遅れ

実績 進捗状況

○各種汚水処理施設の整備推進

1
下水道事業
(土木建築部下水道課)

11,589,189

下水道整備進捗率 　県の処理場等において、施設の増設および、
老朽化した施設の改築・更新をした。また、23
市町村において、汚水管渠等の整備を推進し、
下水道の普及を図った。

86.02％ 85.86％

施策の方
向

・下水道、農業・漁業集落排水施設、合併処理浄化槽など、地域の実情に応じた各種汚水処理施設の計画的かつ効率的な
整備を推進するとともに、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換、浄化槽の適正な維持管理、公共下水道への接続
等について、地域住民の水質保全及び浄化に関する意識の向上に取り組みます。

・河川、海域等の公共用水域や地下水等の水質調査を実施し、水質汚濁の原因究明や発生源となり得る流域内の事業者に
対する監視指導の強化に取り組みます。

・地下水の適正な保全及び利用を図るため、特に生活用水に利用する等の地域の実情に応じ、関係団体において情報の収
集並びに当該情報の整理、適正な保全及び利用に関する協議を行う組織の設置など必要な措置を講ずるよう努めます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（２）－イ 水域・陸域・大気・土壌環境の保全・再生

施策 １－（２）－イ－① 水質汚濁対策及び地下水の保全・利用
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

95

担当部課名 環境部環境保全課

達成状況の説明

　令和６年度、62事業場の排水検査を行ったところ、５事業場の排出水が基準値を超過したことから、実績値は91.9%となり、達成率
は、96.7％であった。

91.9

95 -210.0% 達成は困難
計画値

94 95

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

特定事業場排水基準の達成率（検査
時）

％ 94

95.3 95.1

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○地下水の保全・利用

7

地下水利用に係る水循環
基本法の理念について市
町村、県民等への普及啓
発
(企画部地域・離島課)

0

リーフレット等の配布部数（累計）
　令和4年度に作成したリーフレットの内容を
見直し県ホームページに掲載するとともに市町
村等にリーフレットを配布した。

1,000部
（2,000部）

1,050部 順調

6
水質汚濁防止法に基づく
事業場等の監視・指導
(環境部環境保全課)

1,688

水質汚濁防止法に係る特定事業場等へ
の立入検査数（累計） 　水質汚濁防止法に係る特定事業場108か所に

立入検査を行い、排出水の水質検査を62事業場
に行ったところ、５事業場の排出水が基準値を
超過したことから、改善指導を行った。

100件（300
件）

108件 順調

○公共用水域や地下水等の水質調査の実施及び事業者に対する監視指導の強化

5
公共用水域及び地下水の
水質調査
(環境部環境保全課)

21,583

調査地点数（累計） 　河川66地点、海域54地点の水質の測定、地下
水水質の概況調査８地点、継続監視調査7地
点、継続監視調査地点の周辺調査5地点、計140
地点の測定・調査を実施した。

100地点
（300地点）

140地点 順調
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）
 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「達成は困難」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・公共用水域及び地下水の水質調査については、県全域の公共用水域及び地下水の水質汚濁の状況を効率的かつ適切に把握する必要
がある。 
・水質汚濁防止法に基づく事業場等の監視・指導については、県内には約2,000件以上の特定施設があることから、限られた担当職員
で効果的かつ効率的に立入検査等を行う必要がある。 
②他の実施主体の状況 
・下水道事業については、市町村の財政事情等により、下水道事業に充てられる予算や人員が限られている中、老朽化した施設の増
加や自然災害への対応が増加している。　また、他事業の進捗に合わせた整備を実施する必要がある。 
・浄化槽管理対策事業については、浄化槽設置者講習会や浄化槽の普及啓発に係るイベントの開催等については、各保健所や（公
社）沖縄県環境整備協会との連携が不可欠であることから、今後も引き続き連携を図っていく必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・公共用水域及び地下水の水質調査については、環境問題の変化や科学的知見の集積を踏まえ、新たな項目についての環境基準の設
定や基準値の改定が行われる可能性がある。 
・水質汚濁防止法に基づく事業場等の監視・指導については、水質汚濁防止法施行令が一部改正され、排水基準のうち、「大腸菌群
数」が 「大腸菌数」に改められ、令和７年４月１日より施行されたため、事業者に対し周知を行う必要がある。 
⑤県民ニーズの変化 
・地下水利用に係る水循環基本法の理念について市町村、県民等への普及啓発については、令和６年度は少雨傾向が続き、節水の呼
びかけ等、渇水対策に取り組んでおり、今後も渇水となる場合があることから、地下水等の利用について県民の関心を高めるため、
その利用を促進する必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・農業集落における汚水処理施設の整備については、沖縄振興予算の確保のため補正予算を要望したが、希望する事業費が確保でき
ない。 
・漁港漁村環境整備事業（漁業集落環境整備事業）については、事業主体において漁村インフラの管理、整備に関する体制を明確に
する必要がある。 
・浄化槽管理対策事業については、合併処理浄化槽の普及のため、国庫による補助事業（循環型社会形成推進交付金および地方創生
汚水処理推進交付金）を積極的に周知する必要がある。また、浄化槽の適正な維持管理を推進するため、浄化槽設置者講習会で使用
するスライド内容を効果的な普及啓発となるよう見直す必要がある。 
 
[成果指標] 
⑮その他個別要因 
・特定事業場排水基準の達成率（検査時）については、過年度検査結果や周辺公共用水域の水質測定結果等をもとに、基準超過が疑
われる特定事業場への立入及び排水検査を重点的に実施したため、特定事業場排水基準の達成率が例年より低くなり、目標未達成と
なった。 
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・公共用水域及び地下水の水質調査については、県全域の公共用水域及び地下水を効率的かつ適切に把握できるよう、調査に携わる
各関係機関と調整するとともに、過年度調査の結果等を踏まえた上で、測定計画を策定する。 
・水質汚濁防止法に基づく事業場等の監視・指導については、立入検査等を効果的かつ効率的に実施するため過年度検査結果等を踏
まえ立入検査等監視計画を策定し、実施する。 
②連携の強化・改善 
・下水道事業については、下水道事業を実施している市町村に対して、新規整備や改築に関する今後の所要額の確認、費用対効果の
高い地区の洗い出し、整備の優先度の検討状況など、ヒアリングを実施する。 
・漁港漁村環境整備事業（漁業集落環境整備事業）については、漁村インフラを計画的かつ効率的に整備するため、他地区の整備事
例について情報発信を行うなど、関係機関との連携の強化に努める。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・浄化槽管理対策事業については、浄化槽担当者会議において、浄化槽設置者講習会で使用するスライドの内容更新について検討す
る。また、引き続き、浄化槽担当者会議で各保健所や（公社）沖縄県環境整備協会と浄化槽の日のイベント内容について検討し、効
果的な普及啓発となるよう調整を行う。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・浄化槽管理対策事業については、市町村廃棄物主管課長・一部事務組合事務局長会議において、各市町村に浄化槽設置整備事業の
交付金活用を促す。 
・水質汚濁防止法に基づく事業場等の監視・指導については、県ホームページへの情報掲載や立入検査時の指導を通じて、事業者へ
の周知徹底を図る。 
・地下水利用に係る水循環基本法の理念について市町村、県民等への普及啓発については、継続的な取り組みが必要であることか
ら、引き続きリーフレットの配布や地下水有効利用チラシの配布等を実施するとともに、普及啓発効果の高い方法について検討し、
周知活動する。 
⑧その他 
・農業集落における汚水処理施設の整備については、沖縄振興予算減額影響事例として継続地区を挙げ、予算確保に取り組む。 
・公共用水域及び地下水の水質調査については、測定計画の策定にあたり、適宜環境問題の変化を踏まえた測定項目の見直しを行
う。新たに定められた環境基準の項目や基準値の達成状況を把握できるよう、職員の水質測定技術などの向上を図る。 
 
[成果指標] 
・特定事業場排水基準の達成率（検査時）については、計画的に水質汚濁防止法に係る特定事業場への立入検査及び排出水の水質検
査を行い、基準値不適合の事業場に対して改善命令や指導等を徹底して行う。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

100

担当部課名 環境部環境保全課

達成状況の説明

　指定区域内の土地の形質変更や汚染土壌の除去に係る飛散防止対策等の実施計画について、適正に確認・審査等を実施し、汚染土
壌の適正管理及び適正処理の確保を図った。

100

100 達成 目標達成
計画値

100 100

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

土壌汚染対策法に基づく汚染土壌の
適正処理率

％ 100

100 100

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

順調

○土壌調査や汚染土壌の適正管理・処理に関する監視指導の強化

2

指定調査機関及び汚染土
壌処理業者に関する監視
指導
(環境部環境保全課)

1,688

指定調査機関及び汚染土壌処理業者へ
の立入件数（累計） 　指定調査機関、汚染土壌処理業者に対し立入

検査等を４件実施し、土壌汚染状況調査の公正
性、調査結果の品質管理に関する確認、汚染土
壌の適正処理の確認を実施した。

４件（12
件）

4件 順調

実績 進捗状況

○汚染状況調査の迅速化のための土壌汚染に関する情報や届出等の収集・蓄積

1
土壌汚染に関する情報や
届出等の収集・蓄積
(環境部環境保全課)

1,688

土壌汚染対策法に基づく届出等の期限
内の適正処理率 　土壌汚染対策法に基づく届出を処理期限内に

適正に処理した。また、全ての届出を管理台帳
に登録した。

100％ 100％

施策の方
向

・事業者による土壌調査の実施や汚染土壌の適正管理及び適正処理に関する監視指導等の強化に取り組みます。

・土壌汚染対策については、土壌汚染判明時において、土地周辺の地下水脈及び地質構造が不明な場合が多いことから、
土壌汚染に関連する情報や届出等を収集・蓄積し、各種届出への対応や土壌汚染判明時の汚染状況調査の迅速化に取り組
みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（２）－イ 水域・陸域・大気・土壌環境の保全・再生

施策 １－（２）－イ－② 土壌汚染対策
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・土壌汚染に関する情報や届出等の収集・蓄積については、国等が実施するセミナー等を受講し、また、担当者会議を開催し、職員
間における情報の共有、業務で発生する疑義への方針等の共有を行い、職員の法令知識の向上及び監視指導業務等の能力向上を図
る。 
・指定調査機関及び汚染土壌処理業者に関する監視指導については、国が実施する土壌環境に関連する研修等を受講し、職員の知
識、能力の向上を図るとともに、立入時のチェックリスト等を整備し、指定調査機関等への適切な指導の実施を図る。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・土壌汚染に関する情報や届出等の収集・蓄積については、区域指定された土地の汚染状況について、広く情報提供するため、ホー
ムページ情報を随時更新する。 
 
[成果指標] 
・土壌汚染対策法に基づく汚染土壌の適正処理率については、引き続き、関係機関との連携、土地所有者等へ必要な情報の提供を実
施し、汚染土壌の飛散・拡大防止を図る。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・土壌汚染に関する情報や届出等の収集・蓄積については、複雑化、多様化している土壌汚染調査や対策等に対応するため、職員の
知識、能力の向上を図る必要がある。 
・指定調査機関及び汚染土壌処理業者に関する監視指導については、複雑化、多様化している土壌汚染調査や対策等に対応し、適切
な監督指導を実施するため、職員の知識、能力の向上を図る必要がある。 
 
　外部環境の分析 
⑤県民ニーズの変化 
・土壌汚染に関する情報や届出等の収集・蓄積については、土地取引行う際のリスク管理の一環として、土壌汚染に関する情報の照
会や開示請求等が増加している。 
 
 
[成果指標] 
③周知・啓発の効果 
・土壌汚染対策法に基づく汚染土壌の適正処理率については、土壌汚染の発覚後、関係市町村との連携、土地所有者や事業者等との
調整・意向確認等を密に行うことで、必要となる届出を事前に案内することができ、必要な届出の徹底、汚染土壌の飛散や拡大防止
に関する計画の事前確認により、適正処理が図られた。 
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
悪臭防止法に基づく規制
地域の指定
(環境部環境保全課)

7,803

指定済町村数（内訳）
　各種事業場及び家畜飼育場等から発生する悪
臭公害を防止するため、悪臭防止法に基づく規
制地域の指定及び規制基準の設定を行い、悪臭
物質の排出を規制し、県民のよりよい生活環境
の保全を図る。12町村（継

続12町村）
12町村 順調

○騒音・悪臭防止対策

3
自動車騒音の常時監視
(環境部環境保全課)

7,803

道路区間数（累計）

　自動車騒音常時監視計画を策定し、自動車騒
音の常時監視を実施した。

12区間（35
区間）

13区間 順調

順調

2
事業者の監視・指導
(環境部環境保全課)

32,341

工場・事業場等の立入件数（累計） 　大気汚染防止法、沖縄県環境保全条例に基づ
くばい煙発生施設等や粉じん発生施設、特定粉
じん排出等作業の届出受理、現場確認及び改善
指導を行う。

100件（300
件）

1,591件 順調

実績 進捗状況

○大気環境の常時監視及び事業者の監視・指導の強化

1
大気環境の常時監視
(環境部環境保全課)

31,815

測定局数（内訳）
　沖縄県で設置している大気測定局８局で大気
環境の常時監視を行い、地域における大気汚染
状況等を把握した。

８局（継続
８局）

8局

施策の方
向

・大陸からの越境汚染物質の飛来状況にも注目しつつ、大気環境の常時監視や発生源となる事業所等の監視指導等の強化
に取り組みます。

・騒音や悪臭の防止対策については、航空機騒音や自動車騒音の常時監視を実施するとともに、法に基づく規制地域の指
定及び見直しを行うなど、発生源の規制強化に取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（２）－イ 水域・陸域・大気・土壌環境の保全・再生

施策 １－（２）－イ－③ 大気環境保全
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

100

担当部課名 環境部環境保全課

達成状況の説明

　光化学オキシダントを除く４項目（二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質、PM2.5）について、大気環境基準を達成した。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・大気環境の常時監視については、測定機器が老朽化しており、計画的に機器の更新を行う必要がある。また、微小粒子状物質
(PM2.5)の発生源対策を行う必要があるが、国外で排出されたPM2.5が気流に運ばれ越境してきたものが主なのか、県内発生が主なの
か推定が必要である。 
・事業者の監視・指導については、大気汚染を防止し、生活環境を保全するためには発生源対策が重要であることから、法令に基づ
く届出審査や工場・事業場への立入・監視パトロールを強化するため、執行体制を整備する必要がある。 
・自動車騒音の常時監視については、現体制ではこれまでの監視区間をすべてカバーすることは困難であり、効果的な監視が行える
よう監視区間の見直しが必要。 
②他の実施主体の状況 
・悪臭防止法に基づく規制地域の指定については、悪臭の苦情件数は県内の公害苦情の中で依然として最も多いことから、県内町村
における規制状況等を把握し、規制地域の見直しが必要な自治体には働きかけを行う必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・大気環境の常時監視については、大気汚染物質の低減は、発生源対策が有効であるが、大気汚染物質が越境による影響の場合、直
接的な対策が困難である。 
・自動車騒音の常時監視については、自動車騒音常時監視については、道路交通量の変化や道路の開通によって、環境基準の達成状
況に変化を生じさせる可能性がある。また、都市計画法に基づく用途地域の変更や地域の実情等が変化していることから、規制地域
の見直しが必要。 
・悪臭防止法に基づく規制地域の指定については、嘉手納飛行場周辺では、航空機からの排ガスが原因と推定される悪臭が問題と
なっていることから、悪臭発生の実態について把握し、国に対し対策等を要請する必要がある。 
 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・大気環境基準の達成率（光化学オキシダントを除く）については、県民の健康の保護及び生活環境の保全を図るため、大気汚染物
質の測定を実施した結果、光化学オキシダントを除く４項目で大気環境基準を達成しており、計画通りに進捗している。 

100

100 達成 目標達成
計画値

100 100

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

大気環境基準の達成率（光化学オキ
シダントを除く）

％ 100

100 100

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・大気環境の常時監視については、測定機器が老朽化したことから、整備計画に基づき効率的な機器の更新を行う（令和７年度は石
垣局の二酸化硫黄計・SPM計を更新予定）。また、光化学オキシダント等の大気汚染物質の濃度が上昇した際に県民への周知を図ると
ともに注意報等発令等の対応を適切に実施できるよう、大気常時監視情報から大気汚染状況の把握に努める。また、PM2.5の発生源割
合の推定に向けPM2.5成分分析を実施する。 
・事業者の監視・指導については、法令に基づく審査や工場・事業場への立入・監視パトロールを強化するため、引き続き環境保全
指導員を確保し保健所に配置していく。また、石綿作業主任者講習等の講習を活用し、職員の技術向上を図る。 
・自動車騒音の常時監視については、自動車騒音については効果的な監視が行えるよう監視区間の見直しを行う。 
②連携の強化・改善 
・悪臭防止法に基づく規制地域の指定については、環境省の実施する施行状況調査等を通じて県内町村の状況を確認し、必要に応じ
て規制地域の見直しを働きかける。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・自動車騒音の常時監視については、地域の実情等を踏まえた規制地域の見直しを実施する。また、次回の自動車騒音常時監視計画
策定に向け、道路状況の変化を適宜確認する。 
⑧その他 
・悪臭防止法に基づく規制地域の指定については、嘉手納飛行場周辺で悪臭実態調査を実施し、国に対し対策等を要請する。 
 
[成果指標] 
・大気環境基準の達成率（光化学オキシダントを除く）については、県民の健康の保護及び生活環境の保全を図るため、引き続き、
大気汚染状況の測定を実施する。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○環境配慮型資材の開発と実用化に向けた実証

4

環境配慮型資材の開発の
推進
(商工労働部ものづくり振
興課)

12,183

技術支援件数（累計）

　環境配慮型資材に関する技術支援として、技
術相談４件を行った。

３件（９
件）

4件 順調

○自然環境再生に取り組む市町村等の活動支援

3
沖縄県自然環境再生指針
の普及啓発
(環境部環境再生課)

0

自然環境再生事業に取り組む地域数
（内訳）

　地域主導の自然環境再生事業の取組について
指針に基づき技術的な助言を行うため、大宜味
村の設置する塩屋湾水環境再生事業検討委員会
に委員として参加した。

６地域（継
続６地域）

7地域 順調

やや遅れ

○自然石等を用いた河川の整備

2
自然環境に配慮した河川
の整備
(土木建築部河川課)

2,218,000

整備延長（累計）
　安里川ほか１７河川にて、環境・景観に配慮
した多自然川づくりにむけた用地取得および護
岸工事等を行った。

0.3km
（0.9km）

0.3km 順調

実績 進捗状況

○自然環境に配慮した海岸の整備

1
自然環境に配慮した海岸
の整備
(土木建築部海岸防災課)

429,600

整備延長（累計）
　伊佐海岸等において、自然環境に配慮し地域
の特性に応じた海岸保全施設の整備を実施した
（Ｌ=約0.18km）。

0.3km
（0.8km）

0.18km

施策の方
向

・自然環境及び生物相互のバランスに配慮しつつ、沖縄らしい砂浜の創出や海浜緑地の創出など、地域の特性に応じた海
岸の整備に取り組みます。

・自然石等を用いた河川護岸の整備や景観・環境に配慮した多自然川づくりにより、河川の水辺環境の保全・再生に取り
組みます。

・自然環境再生に取り組む市町村や団体の活動を支援し、県内の自然環境の保全・再生を促進します。

・環境配慮型資材の開発と実用化に向けた実証に取り組みます。

関係部等 土木建築部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（２）－イ 水域・陸域・大気・土壌環境の保全・再生

施策 １－（２）－イ－④ 自然環境再生の推進
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

14

担当部課名 土木建築部河川課

達成状況の説明

　平成24年度以降に県管理河川（二級河川）の整備が必要な延長に対する自然環境に配慮した河川整備の割合を成果指標としてい
る。令和6年度は0.37kmの自然石護岸を整備し、5.26km（累計整備延長）／36.3km（整備が必要な延長）＝14.5%となっていることか
ら、令和6年度目標は達成している。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
②他の実施主体の状況 
・沖縄県自然環境再生指針の普及啓発については、自然環境再生事業の推進にあたり、地域主導で取組を行う市町村を増やしていく
ため、県が市町村を支援する仕組みを検討する必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・自然環境に配慮した海岸の整備については、建設業者の技術者不足が一つの要因となり、入札不調が生じたことから、技術者が比
較的確保しやすい時期（年度当初等）に工事等を契約できるよう、発注計画を立てる必要がある。 
・自然環境に配慮した河川の整備については、米軍提供施設内での作業許可や用地取得の難航等により、事業進捗に遅れが生じてい
る。 
⑤県民ニーズの変化 
・環境配慮型資材の開発の推進については、環境問題が継続的に発生していることを踏まえ、環境課題に対応するための技術ニーズ
に関する情報収集する。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・自然環境に配慮した海岸の整備については、本取組を実施する際は、引き続き、十分な施工計画等を検討した上で、発注計画を立
てる必要がある。 
・自然環境に配慮した河川の整備については、河川整備は、軟弱地盤対策や下流側から整備するという事業の特殊性から、他事業に
比べ事業効果をあげるためには多大な期間を要する。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・自然環境に配慮した河川整備率については、計画値である自然石護岸の整備延長0.3km／年を計画どおり着実に実施することで、目
標を達成することができた。 

14

14 100.0% 目標達成
計画値

12 13

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

自然環境に配慮した河川整備率 ％ 11

12 13

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・沖縄県自然環境再生指針の普及啓発については、自然環境再生事業を市町村が地域主導で実施できるよう、県と市町村の連携を強
化し、支援する仕組みを検討する。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・自然環境に配慮した河川の整備については、河川事業では河川の拡幅に伴い、多くの橋梁の掛け替え等に期間を要することから、
道路橋の占用者である関係市町村に事業スケジュールなど早めに協議を行い、事業の進捗を図る。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・環境配慮型資材の開発の推進については、環境問題は多岐にわたり生じていることから、大学等の専門家や環境関連企業を訪問す
ることで情報収集し、製品解決課題に応じた技術支援を実施する。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・自然環境に配慮した海岸の整備については、建設業者の技術者不足が一つの要因となり、入札不調が生じたことから、技術者が比
較的確保しやすい時期（年度当初等）に工事等を契約できるよう発注計画を立てる。 
・自然環境に配慮した河川の整備については、河川整備は、下流側から整備するという事業の特殊性から、事業効果をあげるために
は計画的かつ難航事案早期解決などの用地取得を工夫する。 
⑧その他 
・自然環境に配慮した海岸の整備については、本取組を実施する際は、引き続き、十分な施工計画等を検討した上で、工事等の発注
を行う。 
 
[成果指標] 
・自然環境に配慮した河川整備率については、目標に設定している0.3km／年の自然石護岸の整備を継続的に実施することで、環境・
景観に配慮した多自然川づくりにより、河川の水辺環境の保全・再生に取り組む。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

―

担当部課名 環境部環境政策課

達成状況の説明

　令和６年度は、事業者から環境影響評価法に基づく計画段階配慮書の送付が１件あり、同計画段階環境配慮書に対する知事意見を
述べた。

100％

100％ 達成 目標達成
計画値

― ―

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

配慮書に対する知事意見を述べた割
合

％
100％ 

（R２年
度）

- -

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

順調

○簡易な環境影響評価手法の導入

2

小規模開発に対する簡易
な環境影響評価手法の導
入
(環境部環境政策課)

0

小規模開発における簡易な環境配慮指
針（仮称）の検討状況 　小規模開発を対象とした簡易的な環境影響評

価手法を示した「小規模事業を対象とした環境
配慮の手引き」を作成した。

指針の策定
手引きを作

成した
順調

実績 進捗状況

○対象事業の早期段階における環境保全の適正な配慮

1
環境影響評価審査調整事
業
(環境部環境政策課)

109

専門家等意見を聴取した配慮書の割合
　事業者から送付のあった１件の計画段階配慮
書について、13名の専門家等から意見聴取を実
施した。

100％ 100％

施策の方
向

・海洋島しょ圏である本県の脆弱な自然環境を保全するため、環境影響評価法及び条例の対象とならない小規模開発に対
して簡易な環境影響評価手法の導入に取り組みます。

・規模が大きく環境影響の程度が著しいものとなるおそれがある公共工事・民間事業について、環境保全の適正な配慮が
なされるよう、環境影響評価及び事後調査の適切かつ円滑な実施に取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（２）－イ 水域・陸域・大気・土壌環境の保全・再生

施策 １－（２）－イ－⑤ 環境影響評価制度の推進
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
⑤情報発信等の強化・改善 
・小規模開発に対する簡易な環境影響評価手法の導入については、令和６年度に作成した「小規模事業を対象とした環境配慮の手引
き」について、沖縄県ホームページや環境部が実施する講習会等において効果的に周知を行う。 
⑧その他 
・環境影響評価審査調整事業については、事業者から計画段階環境配慮書が送付された際には、環境保全の適正な配慮がなされるよ
う、同配慮書の選定事項（重大な環境影響を与えるおそれがある環境要素）等を踏まえ意見聴取を行う専門家等を選定する。 
 
[成果指標] 
・配慮書に対する知事意見を述べた割合については、今後も、事業者から環境影響評価法および沖縄県環境影響評価条例に基づく計
画段階配慮書の送付がなされた場合は、同計画段階環境配慮書を審査するとともに専門家等への意見聴取を実施し、計画段階環境配
慮書に対する知事意見を述べる。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・環境影響評価審査調整事業については、事業者から計画段階環境配慮書が送付された際には、環境保全の適正な配慮がなされるよ
う、同配慮書の選定事項（重大な環境影響を与えるおそれがある環境要素）等に係る分野の専門家等から意見聴取を行う。 
・小規模開発に対する簡易な環境影響評価手法の導入については、令和６年度に作成した「小規模事業を対象とした環境配慮の手引
き」について、効果的に周知を行う必要がある。 
 
[成果指標] 
⑮その他個別要因 
・配慮書に対する知事意見を述べた割合については、令和６年度は、事業者から環境影響評価法に基づく計画段階配慮書の送付が１
件あり、同計画段階環境配慮書に対する知事意見を述べた。 
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

31,600

22,901

31,600 未達成 達成は困難
計画値

50,337 40,954

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

環境啓発活動参加延べ人数 人 59,691

13,458 12,819

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○県民参画の仕組みづくり

3

環境保全啓発事業（環境
ボランティアマッチング
の促進）
(環境部環境再生課)

18,166

ボランティアマッチングの実施件数
（累計）

　沖縄県地域環境センターのホームページ上
で、環境保全活動を希望するボランティアと地
域のニーズ（各種団体等の要望）をマッチング
するため、年間を通して、環境保全活動団体の
活動情報等を発信した。15件（30

件）
8件 大幅遅れ

順調

2
生物多様性に係る情報公
開の促進
(環境部自然保護課)

4,499

情報の公開及びデータの更新数（累
計）

　おきなわ生物多様性情報プラットフォームを
更新した。また、生物多様性保全利用指針
OKINAWA（正式版）の公開に向けて取り組むと
ともに、引き続きレッドデータおきなわをホー
ムページで公開した。

1回（３回） 1回 順調

実績 進捗状況

○産学官の連携・協働ネットワークの構築及び指針や調査結果等の情報公開

1
連携・協働ネットワーク
づくりの推進
(環境部環境再生課)

3,733

環境教育等推進行動計画推進協議会の
開催数（累計）

　令和５年度の環境教育等推進行動計画の実施
状況を取りまとめ、進捗管理を行った。

１回（３
回）

1回

施策の方
向

・県内の環境教育・環境保全活動に携わる県民、事業者、NPO、研究機関、行政が一体となった産学官の連携・協働ネット
ワークを構築し、各主体の情報交換や相互交流の場の創出に取り組むとともに、「生物多様性保全利用指針OKINAWA」や
「レッドデータおきなわ」など県が策定した指針や調査結果を積極的に公開し、県民が容易にアクセスできるよう取り組
むことで県民参画を促し、自然環境の保全等に関する計画づくりを推進します。

・県内企業・団体・個人による環境保全活動の促進及びボランティア支援を推進するとともに、生物多様性の保全をはじ
めとする社会課題解決に多くの県民が参画できる仕組みの構築に取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（２）－ウ 多様な主体による環境保全等に向けた活動の推進

施策 １－（２）－ウ－① 環境保全等に対する県民参画の推進
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・連携・協働ネットワークづくりの推進については、県民一体となった環境保全体制の構築に向け、企業、大学、NPO、自治体など産
学官の連携・協働のネットワークづくりに努める。 
②連携の強化・改善 
・連携・協働ネットワークづくりの推進については、本協議会を通じて、引き続き関係機関と環境教育に関する連携や情報共有を図
る。 
・環境保全啓発事業（環境ボランティアマッチングの促進）については、沖縄県地域環境センターのホームページを活用した情報発
信を継続して行うとともに、対象者のニーズに合ったマッチングを展開する。 
⑧その他 
・生物多様性に係る情報公開の促進については、生物多様性保全利用指針OKINAWAが適切に利用されるよう、わかりやすい内容になっ
ているかなど、公開内容を検討し、完成版を公開する。 
 
[成果指標] 
・環境啓発活動参加延べ人数については、活動参加者の更なる増加を目指し、活動内容の工夫を行いつつ、活動に関する周知拡大を
図る。

担当部課名 環境部環境政策課

達成状況の説明

　新型コロナウイルス感染症の影響も明け、市町村・団体等にこれまで以上に研修や清掃活動について周知を行った。 
その結果、昨年度より参加人数は大幅に増加したものの、目標値には届かなかった。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「達成は困難」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・連携・協働ネットワークづくりの推進については、豊かな自然環境を次世代に継承するため、引き続き自然環境保全に対する県民
参画の推進に努めるとともに、環境保全の重要性など環境問題に対する県民の意識向上に取り組む必要がある。 
・環境保全啓発事業（環境ボランティアマッチングの促進）については、県民による地域に根差した環境保全活動への参画を促進す
るため、沖縄県地域環境センターを中核に据えた事業を継続して実施する必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・連携・協働ネットワークづくりの推進については、持続可能な社会の担い手づくりに通じる環境教育の取組は、ＳＤＧｓの達成に
向けて、必要不可欠である。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・生物多様性に係る情報公開の促進については、生物多様性保全利用指針OKINAWAの暫定版のみの公開となっており、完成版の公開に
いたっていない。 
 
[成果指標] 
③周知・啓発の効果 
・環境啓発活動参加延べ人数については、県広報誌や関係者へのこまめな連絡等、周知方法の強化を行い、さらにイベント内容の工
夫を行ったことで、参加者が昨年度に比較して大幅に増となった。 
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
県民参加型外来種防除の
実施
(環境部自然保護課)

424,608

外来種防除イベントの実施回数（累
計） 　外来植物防除イベント1回に36名、グリーン

アノール防除イベント５回に153名の参加が
あった。

３回（９
回）

6回 順調

○環境保全意欲の醸成に向けた普及・啓発

3
ちゅら島環境美化促進事
業（普及啓発）
(環境部環境整備課)

2,672

環境美化に関する啓発活動の実施数
（累計）

　強化月間・各種イベント数については、県庁
ホール及び県立図書館でパネル展を開催し、11
月の「県民環境フェアin北中城」でも普及啓発
を行い、計画どおり３回実施することができ
た。２回（６

回）
3回 順調

順調

○環境保全意欲の醸成に向けた環境教育の充実

2

環境保全啓発事業（出前
講座等による環境保全活
動の促進）
(環境部環境再生課)

18,116

出前講座等の活動回数（累計） 　沖縄県地域環境センターにおいて、県内全域
を対象に学校や地域等での出前講座や自然観察
会、啓発イベント等の環境保全啓発活動を年間
を通して実施した。また、センターのHPやセン
ター情報誌で環境情報を発信した。70回（202

回）
97回 順調

実績 進捗状況

○保全利用協定の締結促進

1
自然環境の保全利用協定
締結推進事業
(環境部自然保護課)

5,788

保全利用協定新規締結地区数（累計）

　保全利用協定の新規締結に向けてヒアリング
や申請補助による支援を実施した。

１地区（３
地区）

2地区

施策の方
向

・環境保全型自然体験活動に係る事業者が、環境保全と利用に関するルールを事業者間で自主的に策定・締結する保全利
用協定の締結促進に取り組みます。

・環境保全活動の啓発に向けて、広く県民を対象とした「おきなわ環境教育プログラム集」の普及・活用等を推進すると
ともに、学校教育においては、自然環境に親しむための体験学習や総合学習等を通して、次代を担う子どもたちの環境保
全の意欲の醸成に取り組みます。

・ごみのポイ捨て・不法投棄の防止、海浜の節度ある利用等について、広く県民の環境保全意欲の醸成に取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（２）－ウ 多様な主体による環境保全等に向けた活動の推進

施策 １－（２）－ウ－② 環境保全の意欲の醸成
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

担当部課名 環境部環境再生課

達成状況の説明

　沖縄県地域環境センターにおいて、県内全域を対象に学校や地域等での出前講座や自然観察会、啓発イベント等の環境保全啓発活
動を年間を通して実施した結果、順調に推移している。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成の見込み」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）については、地域に根差した啓発活動を展開するためには、沖縄県地
域環境センターを中核に据えた事業を継続して実施する必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）については、啓発活動の多様化（リモートやオンライン開催等）や社
会情勢を踏まえて事業展開を継続して行う必要がある。 
・ちゅら島環境美化促進事業（普及啓発）については、各種イベント等について、多くの県民へ関心を持ってもらえるよう、より効
果的な啓発が可能な手法や場所等を検討する必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・自然環境の保全利用協定締結推進事業については、保全利用協定の締結を推進するうえで、協定制度の更なる認知度向上を図る必
要がある。 
・県民参加型外来種防除の実施については、多くの県民が本県の豊かな生物多様性を認識し、外来種と在来種の区別や外来種対策の
必要性について理解を深め、県民一丸となった取組に繋げていくため、県民参加型の取組を充実させる必要がある。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・①沖縄県地域環境センターの来場者数（講習会受講者数を含む）    
②①のうち教育委員会等と連携して実施する講習会受講者数については、県地域環境センターのHPやSNS等を活用し、出前講座等の周
知を図り順調に推移した。センター来場者数等は、出前講座において感染症対策のため少人数での開催要望等があり人数の目標値に
達しなかったが、講座開催数は目標値70回に対して97回であった。 

3,616 177.3% 目標達成
計画値

2,479 3,049 3,616

①沖縄県地域環境センターの来場者
数（講習会受講者数を含む）    

②①のうち教育委員会等と連携して
実施する講習会受講者数 

(②①のうち教育委員会等と連携して
実施する講習会受講者数)

人 1,912

5,108 2,709 4,933

達成率 達成状況
R4 R5 R6 R6年度

10,587

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

9,824

10,587 83.6%
目標達成の

見込み計画値

7,488 9,040

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

①沖縄県地域環境センターの来場者
数（講習会受講者数を含む）    

②①のうち教育委員会等と連携して
実施する講習会受講者数 

(①沖縄県地域環境センターの来場者
数（講習会受講者数を含む） )

人 5,941

10,016 8,026

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）については、対象者のニーズや満足度等を把握するため、アンケート
調査等を行うことで、各種啓発活動の向上につなげる。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・ちゅら島環境美化促進事業（普及啓発）については、各種イベント等については、多くの県民へ関心を持ってもらえるよう、県民
ホールや県立図書館以外の場所でも実施する等の場所を検討するほか、啓発内容についても工夫して実施していく。 
・県民参加型外来種防除の実施については、防除イベントにおいて外来種と在来種の特徴等に関する教育を実施するとともに、防除
の表彰制度を取り入れ、より効率的な実施を図るなど、多様なイベントの開催や効果的な情報発信を行っていく。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・自然環境の保全利用協定締結推進事業については、観光事業者等や来訪者にも協定内容が認知されるよう、観光事業者等とのマッ
チングや協定締結事業者への補助金交付による協定締結地域の活動支援を通じて、協定制度の認知度向上を図る。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）については、リモートやオンラインによる啓発活動の体制を継続する
とともに、対象者のニーズや社会情勢を踏まえて啓発活動を展開する。 
 
[成果指標] 
・①沖縄県地域環境センターの来場者数（講習会受講者数を含む）    
②①のうち教育委員会等と連携して実施する講習会受講者数については、引き続き、広く県民に周知を図り、環境保全の意欲の醸成
に取り組む。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○環境調査結果に基づく地域特性に応じた海岸整備

3
自然環境に配慮した海岸
の整備
(土木建築部海岸防災課)

429,600

整備延長（累計）
　伊佐海岸等において、自然環境に配慮し地域
の特性に応じた海岸保全施設の整備を実施した
（Ｌ=約0.18km）。

0.3km
（0.8km）

0.18km やや遅れ

順調

○海洋保護区の指定

2
鳥獣保護区（海域を含む
もの）の指定
(環境部自然保護課)

―

指定地域数（累計） 　大保鳥獣保護区において、関係者等へ事前説
明等をし、更新を行った。また、既存の鳥獣保
護区等において、鳥類の生息数調査の実施や鳥
獣保護管理員と連携しながら、鳥獣保護区の管
理に取り組んだ。１箇所（３

箇所）
1箇所 順調

実績 進捗状況

○海洋環境の保全・再生、持続的な利活用

1
サンゴ礁保全再生地域協
議会の設置
(環境部自然保護課)

78,092

サンゴ礁保全再生地域協議会の設置地
域（内訳）

　地域が主体となってサンゴ礁保全再生活動を
実施する協議会について、新たに地域協議会を
立ち上げる候補地域の選定を行った。４地域（新

規１地域、
継続３地

域、累計４
地域）

4地域

施策の方
向

・海洋環境の保全・再生、持続的な利活用に向けて、市町村と連携し、総合的な沿岸管理に取り組みます。

・海域及び沿岸の生物多様性が周辺よりも高いレベルで保護されている区域については、海洋生物の保護強化に向けて、
新たな海洋保護区の指定に取り組みます。

・自然豊かな海岸を有する地域の海岸整備においては、防災機能の発揮に加え、生物の多様性や環境の保全・再生に視点
を置きつつ、環境調査結果に基づく地域特性に応じた整備に取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（３）－ア 海洋島しょ圏としてのSDGｓへの貢献

施策 １－（３）－ア－① 海洋保護区と総合的な沿岸管理の推進
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・鳥獣保護区（海域を含むもの）の指定については、新規指定地区については、鳥獣の生息状況調査の実施または鳥獣保護管理員と
連携しながら最新の情報を収集する。 
②連携の強化・改善 
・鳥獣保護区（海域を含むもの）の指定については、鳥獣保護区の新規指定にあたり、鳥獣の生息状況調査等を実施し、最新の情報
を持ち合わせる必要がある。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・自然環境に配慮した海岸の整備については、建設業者の技術者不足が一つの要因となり、入札不調が生じたことから、技術者が比
較的確保しやすい時期（年度当初等）に工事等を契約できるよう発注計画を立てる。 
⑧その他 
・サンゴ礁保全再生地域協議会の設置については、各市町村や漁協等のサンゴ保全活動への関心や実績、サンゴ養殖の実施条件、そ
の他環境保全活動の実施状況や地域指定状況などを整理し、サンゴ保全再生活動を展開する新規候補地を検討する。 
・自然環境に配慮した海岸の整備については、本取組を実施する際は、引き続き、十分な施工計画等を検討した上で、工事等の発注
を行う。 
 
[成果指標] 
・自然保護区域面積（海域）については、今後も引き続き、鳥獣保護管理員を配置し、管理および最新の鳥獣の情報を収集してい
く。

0.21

担当部課名 環境部自然保護課

達成状況の説明

　大保鳥獣保護区において、利害関係者（市町村、主な土地所有者、自治会等）への事前説明と意見交換等を行い承認を得て、更新
を行った。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・鳥獣保護区（海域を含むもの）の指定については、鳥獣保護区の新規指定にあたり、鳥獣の生息状況調査等を実施し、最新の情報
を持ち合わせる必要がある。 
②他の実施主体の状況 
・サンゴ礁保全再生地域協議会の設置については、新規の地域協議会を設置するにあたり、地域ごとのサンゴ保全活動に対する関心
や実績、サンゴ養殖漁業権の有無などの条件を把握する必要がある。 
・鳥獣保護区（海域を含むもの）の指定については、自然環境及び指定に対する県民ニーズに変化があることを配慮する必要があ
り、市町村等関係機関からの意見を十分に把握し、取り組む必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・自然環境に配慮した海岸の整備については、建設業者の技術者不足が一つの要因となり、入札不調が生じたことから、技術者が比
較的確保しやすい時期（年度当初等）に工事等を契約できるよう、発注計画を立てる必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・自然環境に配慮した海岸の整備については、本取組を実施する際は、引き続き、十分な施工計画等を検討した上で、発注計画を立
てる必要がある。 
 
[成果指標] 
②関係機関の調整進展 
・自然保護区域面積（海域）については、利害関係者（市町村、主な土地所有者、自治会等）の意見が十分に反映されるよう調整を
行い、慎重に取り組むことができた。 

0.2

0.21 達成 目標達成
計画値

0.2 0.21

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

自然保護区域面積（海域） 万㎢ 0.2

0.2 0.2

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○海岸清掃活動の促進

4

OCCN（沖縄クリーンコー
ストネットワーク）にお
ける活動
(環境部環境整備課)

0

海岸清掃実施の呼びかけ回数（累計）
　令和６年度においてはOCCN事務局主催の海岸
清掃活動を２回（７月６日及び11月２日）実施
した。

１回（３
回）

2回 順調

○海洋ごみの効果的な回収処理

3

軽石を含む海岸漂着物の
県及び市町村による回
収・処理
(環境部環境整備課)

150,193

回収・処理を行う回収区域数（累計）
　国の補助金を活用して県（海岸管理者）及び
市町村において海岸漂着物の回収・処理等を実
施した。

50区域（150
区域）

50区域 順調

順調

2

海洋ごみ発生抑制にむけ
た国際的取組への協力
（海岸漂着物等地域対策
推進事業）
(環境部環境整備課)

150,193

交流回数（累計） 　国の補助金を活用し「令和６年度沖縄県海岸
漂着物発生抑制対策検討・実施業務」を委託に
て実施し、海洋ごみ問題に取り組む人材育成資
料を作成するとともに海外諸団体と人材育成に
係る情報交流を実施した。１回（３

回）
1回 順調

実績 進捗状況

○海洋ごみの調査・回収、発生防止対策等

1

海洋ごみに関する調査・
研究（海岸漂着物等地域
対策推進事業）
(環境部環境整備課)

150,193

調査実施件数（累計） 　令和６年度において委託により「令和６年度
沖縄県海岸漂着物モニタリング調査等業務」を
実施し、座間味村（座間味島・阿嘉島）、伊平
屋村（伊平屋島）及び伊是名村（伊是名島）に
おいて調査を実施した。２件（６

件）
2件

施策の方
向

・県が実施した調査の結果、海岸の生物がマイクロプラスチック及び海洋ごみに由来する有害化学物質を取り込んでいる
ことが判明しており、生態系への影響等をより詳細に把握するため、人の立ち入らない海岸や100を超える無人島について
も海洋ごみの調査、回収等に取り組むとともに、発生防止については、国際的な協力体制の充実に向けた取組を推進しま
す。

・海岸漂着物については、海岸管理者による処理を強化するとともに、市町村に対しては継続的に適正処理できる環境づ
くりに向けた支援や効果的な回収処理体制の構築に取り組みます。

・事業者、県民など様々な主体が海洋ごみ対策に取り組むという意識の向上を図るため、県民や事業者に対する普及啓発
を行うとともに、ボランティアによるビーチクリーン活動や企業のCSR活動も含めた海岸清掃活動の促進に取り組みます。

・本県及びその近海に海底火山の噴火による大量漂流・漂着した軽石等については、国、市町村、学術研究機関、県民、
NPO等の様々な機関・関係者と連携し、利活用の方法を検討しつつ、回収・処理を推進します。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（３）－ア 海洋島しょ圏としてのSDGｓへの貢献

施策 １－（３）－ア－② 海洋ごみ問題等への対応
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・軽石を含む海岸漂着物の県及び市町村による回収・処理については、引き続き、事業の進捗管理により予算不足や残余が見込まれ
る箇所を早期に把握し、効率的な予算配分に努める。 
②連携の強化・改善 
・海洋ごみ発生抑制にむけた国際的取組への協力（海岸漂着物等地域対策推進事業）については、諸外国に対しては国の働きかけが
重要であることから、引き続き、あらゆる機会を通して国へ要望するとともに、県においても継続的に国際交流を行う。 
③他地域等事例を参考とした改善 
・OCCN（沖縄クリーンコーストネットワーク）における活動については、OCCNにおいて、他府県の取組等も参考にしながら、海岸清
掃活動の機運が高まるよう工夫する。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・海洋ごみに関する調査・研究（海岸漂着物等地域対策推進事業）については、海岸漂着物の県内の発生状況を把握できるよう、対
象地域を変えることや過去の調査結果との比較をするなど効果的な取組内容となるよう検討する。 
 
[成果指標] 
・海岸漂着物回収・処理量については、令和７年度以降も効率的な回収・処理となるよう市町村等関係機関と連携し目標値達成に向
け着実に取り組んでいく。

400

担当部課名 環境部環境整備課

達成状況の説明

　海岸漂着物回収・処理量は実績値461トンであり、令和６年度の計画値を達成できた。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・軽石を含む海岸漂着物の県及び市町村による回収・処理については、回収・処理事業の進捗管理に努めることで、効率的な予算配
分が実施でき、多くの区域で事業を行うことができたため、継続して事業の進捗管理に努め効率的な予算配分を行う。 
②他の実施主体の状況 
・OCCN（沖縄クリーンコーストネットワーク）における活動については、より効果的な海岸清掃活動実施の呼びかけとなるよう、
OCCNにおいて呼びかけ方法を検討する必要がある。 
③他地域等との比較 
・海洋ごみに関する調査・研究（海岸漂着物等地域対策推進事業）については、海岸漂着物の県内の発生状況及び経年変化を的確に
把握できる取組内容となるよう検討する必要がある。 
 
　外部環境の分析 
⑥他地域等の動向 
・海洋ごみ発生抑制にむけた国際的取組への協力（海岸漂着物等地域対策推進事業）については、海岸漂着物の大半は海外由来であ
ることから、県レベルの取組では限界があるものの継続した取組を実施することや、関係国が批准する条約づくり等の国が実施する
国際的な取組も必要である。 
 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・海岸漂着物回収・処理量については、令和６年度においては、回収・処理事業の進捗管理を行い、市町村への追加配分等を実施し
たことから海岸漂着物の効率的な回収・処理がなされ、目標達成したと考える。 

461

400 達成 目標達成
計画値

489 444

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

海岸漂着物回収・処理量 トン 533

12,422 471

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○県民等への普及啓発

4

環境保全啓発事業（出前
講座等による環境保全活
動の促進）
(環境部環境再生課)

18,116

出前講座等の活動回数（累計） 　沖縄県地域環境センターにおいて、県内全域
を対象に学校や地域等での出前講座や自然観察
会、啓発イベント等の環境保全啓発活動を年間
を通して実施した。また、センターのHPやセン
ター情報誌で環境情報を発信した。70回（202

回）
97回 順調

○藻場や干潟等の水辺環境の保全・再生

3
沖縄県自然環境再生指針
の普及啓発
(環境部環境再生課)

0

自然環境再生事業に取り組む地域数
（内訳）

　地域主導の自然環境再生事業の取組について
指針に基づき技術的な助言を行うため、大宜味
村の設置する塩屋湾水環境再生事業検討委員会
に委員として参加した。

６地域（継
続６地域）

7地域 順調

未着手

2
サンゴ礁保全対策に係る
調査研究
(環境部自然保護課)

78,092

調査研究の実施数（累計） 　サンゴ群集の再生及び高水温による白化対策
に関する調査研究や、オニヒトデ対策として稚
ヒトデモニタリングトレーニング及び予察体制
の構築などについて検討を行った。

１回（３
回）

1回 順調

実績 進捗状況

○総合的なサンゴ礁保全・再生活動

1
サンゴ礁保全海域の選定
(環境部自然保護課)

―

サンゴ礁保全海域の選定数

　サンゴ礁現況調査の実施に向け、調査規模や
調査内容の検討・整理を行った。

30海域
調査に向け
た整理作業

施策の方
向

・サンゴ礁生態系の保全・再生を図るため、海水の高水温による白化、陸域からの栄養塩類・赤土等の流入、日焼け止め
クリームの中の化学物質等による影響、オニヒトデの大量発生抑制及び駆除等について、情報収集・調査研究・対策を推
進するとともに、国内外の知見の蓄積や国のモニタリング結果による情報把握、サンゴの植付け・再生技術の普及促進、
海岸等の陸域における自然環境の再生など、総合的なサンゴ礁保全・再生活動に取り組みます。

・野生生物にとって住み良い環境や県民の憩いの場、災害リスクの低減など、多様な機能を有する自然環境を確保するた
め、藻場や干潟等の水辺環境の保全・再生活動に取り組みます。

・海洋環境再生に取り組む市町村や団体への支援、国内外の研究機関と連携した調査研究等に取り組むとともに、調査研
究の結果等を踏まえ、藻場やサンゴ礁生態系の保全と再生に関して、県民や観光客への普及啓発に取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（３）－ア 海洋島しょ圏としてのSDGｓへの貢献

施策 １－（３）－ア－③ サンゴ礁、藻場、干潟等の保全と再生
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

55

担当部課名 環境部自然保護課

達成状況の説明

　環境省が実施しているモニタリングサイト1000における令和６年度サンゴ礁の調査結果において、沖縄島西岸においては、夏季高
水温が原因と考えられる白化現象が多くの地点で観察され、ほとんどの地点でサンゴが死亡し、令和２年度の調査結果と比較してサ
ンゴ被度が減少した。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「達成は困難」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）については、地域に根差した啓発活動を展開するためには、沖縄県地
域環境センターを中核に据えた事業を継続して実施する必要がある。 
②他の実施主体の状況 
・沖縄県自然環境再生指針の普及啓発については、自然環境再生事業の推進にあたり、地域主導で取組を行う市町村を増やしていく
ため、県が市町村を支援する仕組みを検討する必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）については、啓発活動の多様化（リモートやオンライン開催等）や社
会情勢を踏まえて事業展開を継続して行う必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・サンゴ礁保全海域の選定については、沖縄県沿岸域全域のサンゴ調査を行う場合、多額の予算確保が必要となる。 
・サンゴ礁保全対策に係る調査研究については、オニヒトデ対策やサンゴの白化対策について、検討のみではなく、調査研究結果を
県民に還元するための情報発信・普及啓発を行うことが必要である。 
・サンゴ礁保全活動プログラムの周知については、サンゴ礁の適正利用についてターゲット層を明確化して周知を図る必要がある。
また、持続可能なマリンレジャーの概念を広く普及し、意識を高める必要がある。 
 
[成果指標] 
⑬天候・自然災害 
・沿岸域におけるサンゴ被度（沖縄島西岸）については、令和６年度に発生したサンゴの白化については、夏季の台風襲来が少な
く、海水温が高止まりしたことが影響したものと考えられ、石西礁湖や沖縄本島周辺の海域におけるサンゴの死亡及び被度の低下に
つながったと考えられる。 

40

55 未達成 達成は困難
R3年度 R3年度 R6年度

計画値

52 53

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

沿岸域におけるサンゴ被度（沖縄島
西岸）

％ 50

50 50

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

5
サンゴ礁保全活動プログ
ラムの周知
(環境部自然保護課)

34,278

プログラムの更新数（累計） 　プログラム集の更新のため、サンゴ礁保全を
目的とした係留ブイの設置モデル事業の実施、
日焼け止めクリーム等化学物質によるサンゴへ
の影響の把握、観光客・レジャー事業者向け普
及啓発方法の検討を行った。２件（３

件）
1件 大幅遅れ
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）については、対象者のニーズや満足度等を把握するため、アンケート
調査等を行うことで、各種啓発活動の向上につなげる。 
②連携の強化・改善 
・沖縄県自然環境再生指針の普及啓発については、自然環境再生事業を市町村が地域主導で実施できるよう、県と市町村の連携を強
化し、支援する仕組みを検討する。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・サンゴ礁保全活動プログラムの周知については、持続可能なマリンレジャーの必要性やマリンレジャー事業者や観光客ができるこ
との具体的な啓発方法について検討を行うとともに、発信するサンゴ保全に関する有益な参考情報を発信していく。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・サンゴ礁保全対策に係る調査研究については、調査研究について、県民に成果を還元することを意識したとりまとめを行い、情報
発信・普及啓発するための資料作成を行う。オニヒトデ対策について、県民に周知する情報発信の方法を検討する。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・環境保全啓発事業（出前講座等による環境保全活動の促進）については、リモートやオンラインによる啓発活動の体制を継続する
とともに、対象者のニーズや社会情勢を踏まえて啓発活動を展開する。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・サンゴ礁保全海域の選定については、国や県の他部局、研究機関などが行っているサンゴ礁調査のデータを参考にして、県内のサ
ンゴ礁の現況を把握できる調査手法について検討を行う。 
 
[成果指標] 
・沿岸域におけるサンゴ被度（沖縄島西岸）については、天候や自然災害によるサンゴ礁への影響については直接的な対策を実施す
ることは難しいため、サンゴ礁現況調査の実施及び保護海域の選定、サンゴ礁保全に係る調査研究及び高水温による白化やオニヒト
デ対策の検討、サンゴ礁保全再生プログラムの周知及び内容の更新などに取り組むことにより、サンゴ礁の保全を図っていく。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○農地からの赤土等流出防止対策

3
赤土等流出防止営農対策
促進事業
(農林水産部営農支援課)

171,846

市町村（地域協議会）の活動支援数
（内訳）

　地域協議会（12組織）の赤土等流出防止対策
（グリーンベルト等）に係る活動を支援した。
赤土等流出防止活動資金の確保に係る制度の実
証や関係機関との連携、メディア媒体の活用
等、普及啓発を実施した。

13カ所（新
規２カ所、

継続11カ
所、累計13

カ所）

12カ所 順調

順調

2
赤土等流出防止活動促進
事業
(環境部環境保全課)

163,373

赤土等流出防止活動への支援団体数
（累計）

　赤土等流出防止対策に取り組む３団体の活動
に対して補助金を交付する。

７団体（21
団体）

3団体 大幅遅れ

実績 進捗状況

○各種発生源対策に係る普及啓発の強化

1
赤土等流出防止対策推進
事業
(環境部環境保全課)

14,621

赤土等流出防止対策交流集会及び講習
会の開催数（累計） 　県民を対象とした赤土等流出防止対策に係る

交流集会を１回、土木業者等を対象とした講習
会を中部地区及び北部地区で各１回（計２回）
実施した。

３回（９
回）

3回

施策の方
向

・「沖縄県赤土等流出防止対策基本計画」に基づき、地域団体やNPO等の活動を支援するなど、流出防止に向けた地域住民
の主体的な取組を推進するとともに、市町村、関係団体と連携し、各種発生源対策に係る普及啓発活動の強化に取り組み
ます。

・農地等の対策については、赤土等流出の実態に応じ、営農支援の強化、ほ場勾配の抑制、グリーンベルトの設置など各
種発生源対策の強化に取り組むとともに、流下する排水経路上では、沈砂池等の設置や施設に堆積した土砂の適切な除去
を進めるなど、新たな取組を含め、総合的な赤土等流出防止対策の強化に取り組みます。

・農地以外においても、流出防止対策の遵守・徹底に向けて、普及啓発及び監視指導を強化するとともに、砂防ダム等の
既存施設の改修、浚渫、清掃等の維持管理、堆積赤土等の除去、流出防止に関する調査研究など、赤土等流出防止対策の
強化に取り組みます。

・「沖縄県赤土等流出防止条例」の成果について検証し、必要に応じて見直しに取り組みます。

関係部等 環境部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（３）－ア 海洋島しょ圏としてのSDGｓへの貢献

施策 １－（３）－ア－④ 赤土等流出防止に向けた総合対策
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

126,500

担当部課名 環境部環境保全課

達成状況の説明

　監視地域（海域）における赤土等年間流出量の推計は毎年実施しておらず、次回は令和８年度に推計する予定としている。

141,172

126,500 -% 達成は困難
計画値

136,286 131,386

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

監視海域における赤土等年間流出量 トン 141,172

141,172 141,172

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○「沖縄県赤土等流出防止条例」の成果検証

6
赤土等流出防止対策検証
事業
(環境部環境保全課)

163,373

対策状況の把握・赤土等堆積状況等モ
ニタリング地域数（内訳） 　県内22海域の赤土等堆積状況や赤土等流出状

況の把握に係るモニタリング調査、衛星画像や
ドローン撮影画像を用いた調査を実施した。農
地からの赤土等流出量推定方法等に係るマニュ
アル（案）を作成した。20海域（継

続20海域）
22海域 順調

○農地以外における赤土等流出防止対策

5
赤土等流出防止施設機能
強化事業
(環境部環境保全課)

160,425

既存施設の改修、浚渫、清掃等の機能
改善（実証試験）の実施数（累計）

　既存施設（沈砂池等）の情報を収集し、堆積
状況等の管理実態を把握した。また、沈砂池お
よび砂防ダムの浚渫による赤土等流出防止に係
る実証試験３件の実施、堆積赤土等の有効活用
について検討した。３件（９

件）
3件 順調

4

水質保全対策事業（耕土
流出防止型）
(農林水産部農地農村整備
課)

654,183

対策地区数（内訳）

　伊是名村第2地区（伊是名村）ほか８地区に
おいて流出防止対策および発生源対策の整備を
した。18地区（新

規７地区、
継続11地

区、累計18
地区）

8地区 大幅遅れ
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）
 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「達成は困難」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・赤土等流出防止対策推進事業については、現場ごとに異なる赤土等流出防止対策について状況に応じた適切な監視・指導を行うた
め、本庁及び出先機関の担当者の技術的な知識の向上及び担当者間の情報共有が必要である。 
・赤土等流出防止営農対策促進事業については、農地における赤土等流出防止対策を継続するための支援体制が構築されていない。 
・水質保全対策事業（耕土流出防止型）については、事業を実施する上で実情に沿った予算推移の新規採択地区目標値になっていな
い。 
・赤土等流出防止対策検証事業については、第２次沖縄県赤土等流出防止対策基本計画で設定した目標を達成するため、調査結果を
関係各課へ共有する必要がある。 
②他の実施主体の状況 
・赤土等流出防止営農対策促進事業については、継続年数等の差により、農業環境コーディネーターの農業に関する知識や技術など
の水準にバラツキがある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・赤土等流出防止対策推進事業については、県全域で年間約２５万トンの赤土等が流出しており、赤土等流出防止対策技術の更なる
向上及び対策技術の周知を図る必要がある。また、無届事案を減らすため、届出等手続の周知を図る必要がある。 
・赤土等流出防止営農対策促進事業については、農家の高齢化や兼業化、問題への関心の状況により、赤土等流出防止対策にかける
労力や経費については、優先順位が低い状況にある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・赤土等流出防止活動促進事業については、赤土等流出防止のためには、地域における団体等による普及啓発活動や赤土等流出防止
対策活動が重要であり、取組団体を増やす必要がある。 
・水質保全対策事業（耕土流出防止型）については、事業執行担当者の地区予算について、次年度予算要求と実際に実施していく中
で事前準備が出来ておらず施工箇所変更等があり、予算の増減が顕著な地区がある。 
・赤土等流出防止施設機能強化事業については、浚渫による継続的な赤土等流出防止効果を確認することが必要である。また、今
後、施設管理者が適切な維持管理を継続的に行うため、具体的な手法や手順を示す必要がある。 
・赤土等流出防止対策検証事業については、モニタリング調査では県内22海域の赤土等堆積状況を測定しているが、それ以外の地点
を広域的・経年的に把握できていない。 
 
[成果指標] 
⑥その他個別要因 
・監視海域における赤土等年間流出量については、監視地域（海域）における赤土等年間流出量は５年おきに推計を行うこととして
おり、次回は令和８年度に推計する。 
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・赤土等流出防止対策推進事業については、担当者会議や合同パトロールを実施し、担当者間の情報共有及び意見交換を行うこと
で、職員の知識の向上を図るとともに、日ごろから意見交換を行いやすい雰囲気を作る。 
・赤土等流出防止営農対策促進事業については、持続的な赤土等流出防止対策の体制について、関連機関と連携し、普及活動を推進
する。 
・水質保全対策事業（耕土流出防止型）については、事業を実施する上で実情に沿った予算推移の新規採択計画を作成し、事業執行
担当者だけでなく事業計画担当者とも共有し、次期採択予定地区へフィードバックする。 
②連携の強化・改善 
・赤土等流出防止営農対策促進事業については、農業環境コーディネーターの知識及び技術の向上に向けた研修とコーディネート業
務に活用出来るような講習会等の情報提供を行っていく。 
・赤土等流出防止対策検証事業については、継続的なモニタリング調査を実施し、海域における赤土等堆積状況および陸域の赤土等
流出削減状況等を庁内会議等により共有し、関係各課における事業等の促進に資する。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・赤土等流出防止施設機能強化事業については、実証試験等による効果検証を踏まえ、既存施設の維持管理に係るマニュアルを作成
する。また、過年度に実証試験を行った施設において継続調査を実施し、浚渫等による継続的な効果を検証する。 
・赤土等流出防止対策検証事業については、モニタリング調査地点以外について、人工衛星画像を用いた赤土等堆積量推定手法を確
立することで、赤土等堆積量を広域的・経年的に推定する。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・赤土等流出防止対策推進事業については、赤土等流出防止対策技術交流集会を開催し、事業現場や農地等における対策技術の周知
等を行うとともに、赤土等流出防止対策講習会を実施し、届出等手続の徹底を図る。 
・赤土等流出防止活動促進事業については、赤土等流出防止対策に係るこれまでの団体等の活動実績や補助金事業に係る情報を県HP
に掲載し広く周知を図る。 
・赤土等流出防止営農対策促進事業については、赤土等流出について広く認知を獲得するため、メディア媒体の活用等、活動状況を
ＰＲする。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・水質保全対策事業（耕土流出防止型）については、次年度予算要求資料の段階で、用地買収や保安林解除申請等の事前準備はどこ
まで済ませているのか等の確認を行い、実情に沿った予算要求のフォローを行う。 
 
[成果指標] 
・監視海域における赤土等年間流出量については、令和４年度に策定した県の赤土等流出防止対策の総合な計画である「第２次赤土
等流出防止対策基本計画」に基づき赤土等流出防止対策を推進する。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

担当部課名 商工労働部産業政策課

達成状況の説明

　海洋再生エネルギーでの展開(実証事業を含む)を検討する企業に対し、課題やニーズに関するヒアリング調査を１件実施すること
で、目標の１件を達成した。

1 100.0% 目標達成
計画値

2 2 1

海洋再生可能エネルギーの商用実装
化を行う可能性のある企業等の発掘

数（累計）
件 3

3 2 1

達成率 達成状況
R4 R5 R6 R6年度

順調

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

実績 進捗状況

○海洋環境を活用した再生可能エネルギーの将来的な導入拡大

1

海洋環境を活用した再生
可能エネルギーの導入促
進
(商工労働部産業政策課)

9,761

ターゲットとして抽出した企業等（国
の研究機関を含む）への誘致活動回数
（累計） 　参入可能性のある企業等へヒアリング調査を

行うとともに、県内海域における洋上風力発電
設備の導入可能性を調査した。

２件（６
件）

3件

施策の方
向

・海に囲まれた本県において、導入ポテンシャルが大きいとされる海洋環境を活用した再生可能エネルギーの将来的な導
入拡大のため、実用化に向けた技術の確立に向けて、洋上風力発電をはじめ、海洋温度差、潮流、波力等を活用した発電
等における研究機関や民間事業者等の研究開発の促進に取り組みます。

関係部等 商工労働部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（３）－イ ブルーエコノミーの先導的な展開

施策 １－（３）－イ－① 海洋環境を活用した再生可能エネルギーの導入促進
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・海洋環境を活用した再生可能エネルギーの導入促進については、調査エリア内において、住民への景観や騒音影響の懸念など、地
域関係者の理解不足が課題。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・海洋再生可能エネルギーの商用実装化を行う可能性のある企業等の発掘数（累計）については、県内海域において海洋再生エネル
ギーにおける発電事業の展開を検討する企業等に対し、ヒアリングにより周辺環境調査を実施したことで、適切な立地を選定しやす
くなったことから、計画通りの進捗となった。 

[主な取組] 
⑦取組の時期・対象の改善 
・海洋環境を活用した再生可能エネルギーの導入促進については、さらなる情報精査や港湾区域における可能性を調査するととも
に、地域関係者の理解促進を図る。 
 
[成果指標] 
・海洋再生可能エネルギーの商用実装化を行う可能性のある企業等の発掘数（累計）については、海洋再生可能エネルギーの商用実
装化を行う可能性のある企業等の発掘するため、引き続き、周辺環境調査などのヒアリングを行い、事業化の課題や企業のニーズを
収集する。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

1

1

1 達成 目標達成
計画値

2 2

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

海洋資源を活用した新事業に参入可
能性のある企業等の発掘数（累計）

件 3

3 4

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○海洋調査・開発の支援拠点形成

3

海洋資源調査・開発支援
拠点形成促進に向けた取
組
(商工労働部産業政策課)

―

ターゲットとして抽出した企業等（国
の研究機関を含む）への誘致活動数
（ヒアリング等）（累計） 　国の海洋研究機関等にヒアリング調査を行

い、海洋資源関連の事業化・産業化に向けた課
題の整理を行った。

５件（15
件）

5件 順調

順調

○国の調査・研究等の情報収集等

2
国の調査・研究等の情報
収集等
(商工労働部産業政策課)

―

国の関係省庁との意見交換回数（累
計） 　国の海洋研究機関等にヒアリング調査を行

い、海洋資源関連の事業化・産業化に向けた課
題の整理を行った。

１回（３
回）

1回 順調

実績 進捗状況

○県内離島への関連施設の設置の検討

1

離島も含めた県内全域に
おける関連施設の設置の
検討
(商工労働部産業政策課)

―

離島も含めた県内全域における関連施
設の設置の検討に向けた可能性調査等
の実施数（累計） 　国の海洋研究機関等にヒアリング調査を行

い、海洋資源関連の事業化・産業化に向けた課
題の整理を行った。

１件（３
件）

1件

施策の方
向

・海洋環境・資源に囲まれる本県の離島は、再生可能エネルギー、メタンハイドレート、海底熱水鉱床等の調査研究拠点
として重要な立地にあり、県内離島への関連施設の設置を積極的に検討する必要があります。

・本県周辺海域に賦存する可能性が高い海底熱水鉱床等の海底資源に関して、将来の産業化を見据え、国の調査・研究の
情報収集を行うなど国や関係機関と連携しながら、海洋調査・開発の支援拠点形成の検討に向けて取り組みます。

関係部等 商工労働部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（３）－イ ブルーエコノミーの先導的な展開

施策 １－（３）－イ－② 海洋調査・開発の支援拠点形成に向けた取組の推進
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
⑥変化に対応した取組の改善 
・離島も含めた県内全域における関連施設の設置の検討については、沖縄近海に賦存する海洋資源について、国の調査や技術革新に
より事業化・産業化への課題が整理された場合に備え、情報の収集を引き続き行っていく。 
・国の調査・研究等の情報収集等については、沖縄近海に賦存する海洋資源について、国の調査や技術革新により事業化・産業化へ
の課題が整理された場合に備え、情報の収集を引き続き行っていく。 
・海洋資源調査・開発支援拠点形成促進に向けた取組については、沖縄近海に賦存する海洋資源について、国の調査や技術革新によ
り事業化・産業化への課題が整理された場合に備え、情報の収集を引き続き行っていく。 
 
[成果指標] 
・海洋資源を活用した新事業に参入可能性のある企業等の発掘数（累計）については、海洋再生可能エネルギーの商用実装化を行う
可能性のある企業等の発掘に向け、事業化の課題や企業のニーズを収集するため、引き続き、ヒアリング調査を行っていく。

担当部課名 商工労働部産業政策課

達成状況の説明

　海洋資源の調査及び開発事業に関連する企業を中心にヒアリングの対象を１社選定し、海洋資源調査・開発事業への参入に向けた
課題やニーズに関するヒアリング調査を実施した。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・離島も含めた県内全域における関連施設の設置の検討については、海洋資源開発について、経済性に課題があることや環境面に関
する法規制が未整備であることから、引き続き、政府や各国の動向を注視する必要がある。 
・国の調査・研究等の情報収集等については、海洋資源開発について、経済性に課題があることや環境面に関する法規制が未整備で
あることから、引き続き、政府や各国の動向を注視する必要がある。 
・海洋資源調査・開発支援拠点形成促進に向けた取組については、海洋資源開発について、経済性に課題があることや環境面に関す
る法規制が未整備であることから、引き続き、政府や各国の動向を注視する必要がある。 
 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・海洋資源を活用した新事業に参入可能性のある企業等の発掘数（累計）については、海洋資源に関する技術開発の検討を行ってい
る事業者について、国立大学の研究者から情報を得ることで、当該事業者に対するヒアリング（企業の発掘）が計画的に実施でき
た。 
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
ブルーカーボンに関する
情報収集
(環境部環境再生課)

0

情報収集結果の整理・公表件数（累
計）

　ブルーカーボンに係る情報収集を行い、ブ
ルーカーボン及びブルーカーボン生態系の特
徴、ブルーカーボンによる吸収量、県内の取組
事例、ブルーカーボン生態系の保全について整
理し、沖縄県のホームページに掲載した。１件（３

件）
1件 順調

3

熱帯性海域における漁場
環境特性を高度に活用し
た生産技術開発
(農林水産部農林水産総務
課)

31,699

水産業の技術開発数（累計） 　海域特性を活用した生産技術開発に向け、漁
場形成、資源管理、魚介藻類の養殖技術、魚
病、漁場保全、海洋深層水の活用等に関する試
験研究を実施した。

３件（８
件）

3件 順調

順調

○海洋環境等の調査研究・ネットワーク形成等の推進

2
海洋に関する研究情報及
び成果情報の共有
(企画部科学技術振興課)

―

会議開催数（累計） 　県内10の機関で構成するおきなわマリンサイ
エンスネットワークの事務局を琉球大学、OIST
と県で持ち回りで行い、海洋に関する研究を発
表するワークショップに参加した。

１回（３
回）

1回 順調

実績 進捗状況

○海洋政策推進の新たな拠点の設置促進

1
国の「海洋政策センター
（仮称）」の設置促進
(企画部企画調整課)

9,460

「海洋政策センター（仮称）」の設置
検討に向けた可能性調査等

　本県におけるブルーエコノミーの発展可能性
について検討するため、産業分野別の将来的な
展望、ブルーエコノミーの産業規模の試算、海
洋政策の推進に向けた課題等について整理し
た。

実施 実施

施策の方
向

・持続可能な海洋島しょ圏の発展、海洋立国と国際社会への貢献を基本方向に、我が国の海洋政策推進の新たな拠点とな
る国の「海洋政策センター（仮称）」の設置を促進し、調査研究体制の充実、海洋環境・資源の利活用、離島地域の活性
化など、ブルーエコノミーを先導する地域として海洋政策を総合的に推進します。

・OISTや琉球大学、研究機関等との国内外のネットワーク形成を視野に入れた産学官の相互連携、海洋生物資源の持続可
能な利活用の共同研究や、ブルーカーボンなど海洋生態系の活用可能性の検討等に取り組むとともに、持続可能な海洋島
しょ圏を支えていく海洋人材の育成・確保を推進します。

・海洋に関する理解を深め、本県の豊かな海への関心をより一層高めるため、美ら海水族館等の社会教育施設、研究機
関、関係団体等と連携した海洋教育を推進するとともに、「海の日」等の機会を通じた海洋に関するイベントの開催等に
よる情報発信に取り組みます。

関係部等 企画部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（３）－イ ブルーエコノミーの先導的な展開

施策 １－（３）－イ－③ 海洋政策の総合的推進
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

36

担当部課名 企画部企画調整課

達成状況の説明

　海洋政策事業に係る関係団体数については、令和５年度末時点で36団体となり、目標値を達成することができた。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・国の「海洋政策センター（仮称）」の設置促進については、令和６年は海洋政策に関する新たな拠点の設置可能性を調査としてい
たため、今後設置に向け本県の海洋施策の内容を整理するため、関係課へヒアリングを行う必要がある。 
 
　外部環境の分析 
⑥他地域等の動向 
・ブルーカーボンに関する情報収集については、収集した情報を整理・分類し、県民に分かりやすいよう沖縄県のホームページ上で
公表した。 
・水産業の振興のための普及活動等の実施については、海洋への理解・関心を更に高めていくために、興味を惹きつけられるよう、
沖縄県青壮年・女性漁業者交流大会の内容を工夫する必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・海洋に関する研究情報及び成果情報の共有については、事務局内での意見交換を行い、ワークショップの報告書は、紙ベースで次
回開催事務局へ手渡しし、引継ぎを行っていたものを、電子ファイルで共有し、引継ぎすることとした。 
・熱帯性海域における漁場環境特性を高度に活用した生産技術開発については、ソデイカ等の水産資源の減少が懸念されており、適
切な資源評価と資源管理策の高度化が求められている。また、沿岸環境の悪化や気象変動の影響により海藻類の養殖生産が不安定と
なる状況が頻発しており、その改善に向けた優良種苗の供給や養殖技術の開発が強く求められている。また、県内の魚介類養殖にお
いては、新型の細菌病、ウィルス病の発生が安定生産の大きな障害となっており、その対策が求められている。 
・海洋に関するイベントの開催については、港湾事業等の円滑な推進のため、県民に対し、港湾行政に関する関心喚起や理解向上を
図る必要がある。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・海洋政策事業に係る関係団体数（事業者、研究機関等）については、海洋政策の総合的な推進にあたり、関係部局や関係機関と連
携した効果的な情報収集・情報発信の取り組みが求められる。 

36

36 100.0% 目標達成
計画値

35 35

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

海洋政策事業に係る関係団体数（事
業者、研究機関等）

団体※ 34

34 36

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

6
水産業の振興のための普
及活動等の実施
(農林水産部水産課)

3,398

参加人数（累計） 　水産教室の実施やＪＩＣＡ研修への講義等に
対応した。沖縄県青年･女性漁業者交流大会を
開催し、漁村青壮年・女性漁業者及び研究グ
ループ等の自主的な活動実績の発表により、相
互間の知識交流が図られた。110人（315

人）
159人 順調

○豊かな海への関心を高める情報発信

5
海洋に関するイベントの
開催
(土木建築部港湾課)

0

イベントを開催した港湾数（内訳）
　「海の日」等の機会に、海洋に関する理解を
深め、関心をより一層高めるイベント等を開催
した。

４港（継続
４港）

4港 順調
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・国の「海洋政策センター（仮称）」の設置促進については、７年度はブルーエコノミーに関する関係課に対し、現在の取組状況、
今後の方向性、取組を推進するにあたっての課題等についてヒアリングを実施する。 
・熱帯性海域における漁場環境特性を高度に活用した生産技術開発については、資源調査を継続して実施するとともに、調査の高度
化・効率化に向けて、大学等の研究機関や生産者等との連携を強化する。また、海藻養殖の生産安定に向けた技術開発を継続すると
ともに、その実用化に向け、関係機関や生産者等との連携を強化する。また、魚介類養殖の疾病対策の技術開発を継続するととも
に、技術開発の促進に向け、大学等の研究機関や生産者等との連携を強化する。 
・水産業の振興のための普及活動等の実施については、各地区の担当普及員が、関係機関や漁協及び漁業者と密に連携することで、
時宜に即した優良な取り組み事例を抽出し、時事的な課題に関する発表を増やして興味を惹きつけられるよう発表内容を工夫する。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・海洋に関するイベントの開催については、県民に対し港湾行政に対する理解の向上を図るため、引き続き関係者と連携、協働し、
イベント等を行う。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・ブルーカーボンに関する情報収集については、引き続き情報収集を行い、収集した情報を整理し、沖縄県ホームページ内のブルー
カーボンのページに掲載し、情報発信していく。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・海洋に関する研究情報及び成果情報の共有については、円滑な運営ができるよう、おきなわマリンサイエンスネットワークの事務
局内（沖縄県、OIST、琉大）で意見交換を行う。 
 
[成果指標] 
・海洋政策事業に係る関係団体数（事業者、研究機関等）については、海洋政策の総合的な推進に向けて、関係部局や関係機関と連
携した効果的な情報収集・情報発信を図ることで、海洋政策事業に係る関係団体数の増加につなげる。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4

しまくとぅば出前講座の
実施
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

71,073

しまくとぅば関連講座への講師等派遣
件数（累計）

　しまくとぅば普及センターにおいて、人材バ
ンクを活用し、小学校のクラブ活動や、しまく
とぅば関連講座等に講師を派遣するとともに、
しまくとぅばの普及継承に寄与するモデル事業
を実施した。15件（45

件）
17件（60

件）
順調

○各地域のしまくとぅば養成講座や出前講座の実施

3

しまくとぅば講師養成講
座の実施
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

71,073

しまくとぅば講師養成講座の実施回数
（累計）

　しまくとぅば普及センターにおいて、宮古後
期講座及び沖縄中南部前期講座を実施した。

60回（180
回）

58回（167
回）

順調

順調

2

しまくとぅばに関する各
種啓発の実施
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

71,073

しまくとぅば功労者表彰者数（累計）
　地域における「しまくとぅば」の普及に功績
のあった個人及び団体に対して、その功績をた
たえ、しまくとぅば普及功労者表彰を令和６年
９月15日の県民大会（第一部）で実施した。10個人・団

体（30個
人・団体）

８個人・１
団体（26個

人、３団
体）

順調

実績 進捗状況

○各地域のしまくとぅばの保存及び継承

1

「しまくとぅばアーカイ
ブ」の作成
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

20,361

しまくとぅばによる文法調査票の収集
地域数（累計） 　文法調査票90地域、教材の作成１セット、歌

50曲、文学的文章50編、自然談話２話を収集・
収録した。

88地域（220
地域）

90地域（222
地域）

施策の方
向

・言葉が生活又は文化芸術の基層をなし、文化そのものであることに鑑み、「しまくとぅばアーカイブ」の作成等によ
り、消滅の危機にある各地域のしまくとぅばの保存及び継承に取り組みます。

・しまくとぅば普及の中核的機能を担う「しまくとぅば普及センター」を中心に、関係機関や関係団体と連携を図りなが
ら、各地域のしまくとぅば養成講座や出前講座の実施に取り組みます。

・小・中学校や高等学校でのしまくとぅば教材を活用した学習活動への支援など、しまくとぅばの普及を推進するととも
に、各地域でしまくとぅばの普及に取り組む団体や民間企業等への支援を通して、県民のしまくとぅばを聞く機会や話す
機会の創出に取り組みます。

関係部等 文化観光スポーツ部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－ア 沖縄文化の継承・発展・普及

施策 １－（４）－ア－① 各地域におけるしまくとぅばの保存・普及・継承の促進
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

35

担当部課名 文化観光スポーツ部文化振興課

達成状況の説明

　令和６年度のしまくとぅば県民意識調査では、「しまくとぅば」の使用頻度について、挨拶程度以上使うとした人の割合は42.5％
であり、令和５年度の36.8％から増加しており、目標値の35.0％を上回った。

42.5

35 217.2% 目標達成
計画値

30.7 32.9

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

しまくとぅばを挨拶程度以上使う人
の割合

％ 28.6

39 36.8

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

7

しまくとぅば普及セン
ターによる相談業務の実
施
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

74,197

普及団体や民間企業等からの相談対応
件数（累計） 　しまくとぅば普及への意見・提案、県の施策

に対する苦情、人材派遣の依頼、しまくとぅば
の表現に対する質問等の総合窓口として、幅広
い主体・年齢層に対応した。

120件（360
件）

99件（382
件）

概ね順調

○県民のしまくとぅばを聞く機会や話す機会の創出

6

普及に取り組む団体等へ
の支援
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

74,197

しまくとぅば普及促進事業費補助金の
交付団体数（累計）

　しまくとぅば普及継承の取組に対する補助事
業の公募を行ったところ、９団体の応募があっ
た。 
　審査の結果、８団体が採択され、しまくとぅ
ばの講座や公演、大会・コンテスト等の事業が
展開された。

８団体（24
団体）

8団体（24団
体）

順調

5
しまくとぅば検定の実施
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

71,073

しまくとぅば検定受検者数（累計） 　しまくとぅば普及センターにおいて、4級～6
級に相当する上級者層向けに会場検定を実施し
た。あわせて７級～９級に相当する初心者層向
けに３地域のしまくとぅばを学べるEラーニン
グを実施した。1,000人

（3,000人）
5,474人

（6,870人）
順調
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・「しまくとぅばアーカイブ」の作成については、予定していた調査地点での調査が困難となった場合にも、早急に新たな調査地点
を選定し、調査担当者や対象地域の話者と綿密な調査を行うことにより、円滑な事業の実施が見込まれる。 
・普及に取り組む団体等への支援については、補助金交付決定後は、各団体が補助事業を円滑に執行できるよう、経理上の留意点な
どを周知するなど丁寧なサポートを行う。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・しまくとぅば出前講座の実施については、「しまくとぅば講師派遣」の認知度を上げるため、これまで実施した講師派遣実績やモ
デル事業の内容を取りまとめ、対応できる事例をHPで紹介する。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・しまくとぅばに関する各種啓発の実施については、さらにしまくとぅば県民大会の来場者数を増加するため、広報活動を工夫した
り、関連イベントを実施するなど県民に興味関心を持ってもらう取組を進める。 
・しまくとぅば講師養成講座の実施については、新たに講師養成講座を実施する際には、講座認定者の実績を紹介するとともに幅広
く関係機関に周知するなど、効果的に広報活動を行い、講座の認知度を上げる。 
・しまくとぅば検定の実施については、Ｅラーニングで学べる地域を増やすとともに、周知のための普及啓発物を活用し、視聴者数
を増加させる。 
・普及に取り組む団体等への支援については、補助事業に関する周知を図るため、離島などでしまくとぅばの取組を実施している普
及団体等へ広報を行う。 
・しまくとぅば普及センターによる相談業務の実施については、県民のしまくとぅばへの関心を高めてもらうとともに、しまくとぅ
ば普及センターの認知度を高めるため、Webサイトの充実を図るとともに、しまくとぅば県民大会などのイベントを活用した広報活動
も行う。 
 
[成果指標] 
・しまくとぅばを挨拶程度以上使う人の割合については、令和７年度以降もしまくとぅば普及の中核的機能を担う「しまくとぅば普
及センター」を中心に、関係機関や関係団体と連携を図りながら、県民のしまくとぅばを聞く機会や話す機会の創出に取り組む。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
②他の実施主体の状況 
・普及に取り組む団体等への支援については、補助事業者は、事務作業そのものについても不慣れな団体が多く、補助事業制度その
ものの理解が難しいことから、事業の執行の際には寄添い型の支援を実施する必要がある。 
③他地域等との比較 
・「しまくとぅばアーカイブ」の作成については、話者が減少しつつある現状では、言語学者を中心に地域との信頼関係に基づき、
早期に詳細な調査が求められる。 
・普及に取り組む団体等への支援については、県内団体で応募する団体や地域（中南部が主）に偏りがあり、特に離島からの応募を
増やすための周知が必要。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・しまくとぅば検定の実施については、令和６年度のしまくとぅば県民意識調査によると、「しまくとぅば検定」の認知度は21.4%で
あり、令和５年度（20.8%）から増加している。ひ引き続き認知度向上に取り組む。 
⑤県民ニーズの変化 
・しまくとぅばに関する各種啓発の実施については、令和６年度のしまくとぅば県民大会の来場者数は、1,180名で令和５年度（680
名）より増加してしている。引き続き来場者数の増加に向け県民に興味関心を持ってもらう取組を実施する。 
・しまくとぅば講師養成講座の実施については、令和６年度のしまくとぅば県民意識調査によると、「しまくとぅば講師養成講座」
の認知度は、6.0%であり、令和５年度（5.6%）から増加している。引き続き認知度の向上に取り組む必要がある。 
・しまくとぅば出前講座の実施については、令和６年度のしまくとぅば県民意識調査によると、「しまくとぅば講師の派遣」の認知
度は2.7%と低いため、認知度の向上に取り組む必要がある。 
・しまくとぅば普及センターによる相談業務の実施については、しまくとぅば普及センターへの相談については、県民のしまくとぅ
ばへの関心度が表れているものと考えられる。　しまくとぅば普及センターの認知度向上に取り組む必要がある。 
 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・しまくとぅばを挨拶程度以上使う人の割合については、「各地域におけるしまくとぅばの保存・普及・継承の促進」の施策に係る
「主な取組」において、計画で掲げた目標値をほぼ達成していることから、各種取組を多角的に推進した結果、「しまくとぅばを挨
拶程度以上使う人の割合」の計画値達成に繋がっている。 
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○伝統芸能の世代継承

4
伝統芸能公演への支援
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

54,577

かりゆし芸能公演への入場者数（累
計） 　県民及び来県者に伝統芸能の鑑賞機会を提供

するとともに若手実演家の育成を図るため、若
手実演家等の公演及び国の重要無形文化財保持
者の公演を実施する。

1,683人
（5,049人）

1,194人
（4,345人）

やや遅れ

3
伝統芸能の海外公演
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

43,573

文化芸術団体による海外公演の開催数
（累計）

　令和６年度は、現地の方々が参加できるコン
テスト形式の舞台とし、交流推進課が実施する
「県人会サミット」と連携する形で開催予定で
あったが、自然災害の影響により中止となっ
た。１公演（２

公演）
0公演（2公

演）
未着手

順調

2
伝統芸能の県外公演
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

8,000

文化芸術団体による県外公演の開催数
（累計）

　令和６年度は予定通り事業を実施し京都市及
び金沢市で各１公演を開催した。

１公演（３
公演）

2公演（４公
演）

順調

実績 進捗状況

○伝統芸能の継承と発展

1

国立劇場おきなわの伝統
芸能県外公演
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

5,640

国立劇場おきなわ運営財団による伝統
芸能の県外公演の開催数（累計）

　京都府における公演や、ワークショップ（２
回）を開催した。

１公演（３
公演）

1公演（５公
演）

施策の方
向

・組踊、三線を伴奏楽器とする三線音楽、琉球舞踊その他の伝統芸能等を県民向けに披露する機会の創出や、広く国内外
に向けた鑑賞機会の提供と情報発信を通して、伝統芸能の継承と発展に取り組みます。

・各地域の伝統芸能の担い手となる若手実演家等の公演機会の充実を図り、本県の伝統芸能の世代継承に取り組みます。

関係部等 文化観光スポーツ部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－ア 沖縄文化の継承・発展・普及

施策 １－（４）－ア－② 伝統芸能の継承・発展
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・伝統芸能の県外公演については、公演内容や出演者について、スタッフ等と事前に綿密な調整を行う等により、限られた予算の範
囲内でも内容の充実化を図る。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・伝統芸能公演への支援については、SNS等を活用した広報を強化すると共に、子供達が沖縄の伝統芸能に触れる機会の創出を図るた
め、小中学生を対象としたワークショップ等を実施する。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・伝統芸能の海外公演については、現地の事情により中止となった場合でも、次年度以降の公演が継続できるよう、関係者と連携を
とっていく。 
⑧その他 
・国立劇場おきなわの伝統芸能県外公演については、令和７年度は開催時期を年度の後半に見直し、観光コンテンツの紹介も強化す
る。 
 
[成果指標] 
・県の支援した伝統芸能関係団体が実施したイベント（公演等）の参加者数については、伝統芸能関係団体が実施する公演に対する
支援を積極的に行い、手続きについて適切に案内するなどし、イベント参加者の増加を目指す。

12,000

担当部課名 文化観光スポーツ部文化振興課

達成状況の説明

　伝統芸能関係団体が実施する公演に対し県が支援を行うことで、魅力ある伝統芸能公演の開催につながり、令和６年度は目標を大
幅に超える約30万人の参加者数となった。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・伝統芸能の県外公演については、出演者、スタッフアンケートを行ったところ、委託料の予算が少額であるため、出演者や公演内
容が限られてしまうとの意見があった。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・国立劇場おきなわの伝統芸能県外公演については、伝統芸能を上演し、来場者に沖縄の魅力を発信するとともに、誘客につなげる
ため、観光コンテンツをＰＲする必要があるが、公演の開催時期が６月であったことから、観光分野との連携が弱くなった。 
・伝統芸能の海外公演については、自然災害の影響により中止となった。次年度、仕切り直しとしたが、次年度開催に向けた関係者
調整など対応を検討する余地があった。 
・伝統芸能公演への支援については、国立劇場おきなわでの公演への入場者が減少しており、特に次世代を担う子供達が沖縄の伝統
芸能に触れる機会の減少が懸念される。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・県の支援した伝統芸能関係団体が実施したイベント（公演等）の参加者数については、各種公演が開催されることにより、伝統芸
能の魅力発信、鑑賞機会の提供、若手実演家の育成等を通じた、伝統芸能の継承と発展に寄与することができた。 

308,940

12,000 4,195.7% 目標達成
計画値

7,164 9,586

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

県の支援した伝統芸能関係団体が実
施したイベント（公演等）の参加者

数
人 4,750

35,783 368,318

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

　沖縄の伝統的な食文化の保存・普及・継承を
図り次世代へ継承するため、地域住民、食関連
事業者、修学旅行関係者及び学校関係者向けに
琉球料理伝承人出前講座を実施した。

100人（300
人）

94人（336
人）

順調

70人（210
人）

169人（397
人）

順調

4

伝統的食文化のユネスコ
無形文化遺産登録に向け
た県民の気運醸成
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

17,073

琉球料理伝承人出前講座の参加者数
（累計）

　地域の祭等で披露される伝統芸能５団体を集
め国立劇場おきなわで「第10回特選　沖縄の伝
統芸能」として開催した。

３回（９
回）

1回（4回） 大幅遅れ

○独特な食文化の保存・普及・継承及び魅力の発信

3

琉球料理伝承人の育成・
フォローアップ
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

17,073

講座参加人数（累計）
　沖縄の伝統的な食文化の保存・普及・継承を
図り次世代へ継承するため、担い手育成講座及
びフォローアップ講座を実施した。

順調

５地域
5地域（15地

域）

2

地域や島でのシンポジウ
ムや座談会の開催
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

6,050

地域や離島でのシンポジウム・座談会
の開催回数（累計）

実績 進捗状況

○地域や島の伝統行事の伝承・復元等

1

地域伝統芸能を集めた公
演
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

6,050

国立劇場おきなわにおける伝統芸能を
集めた公演数、１公演あたりの取り扱
い地域数（累計）

　地域の祭等で披露される伝統芸能５団体を集
め国立劇場おきなわで「第11回特選　沖縄の伝
統芸能」として開催した。１公演

1公演（３公
演）

施策の方
向

・地域や島によっては、伝統行事をはじめ伝統的な生活文化が失われつつあることから、シンポジウムや公演等を通して
伝統行事等を見直すきっかけをつくり、地域や島の伝統行事の伝承・復元等に向けた取組を推進します。

・本県の文化や歴史の中で培われてきた伝統的な食文化である琉球料理や琉球泡盛については、琉球料理伝承人の養成や
ユネスコ無形文化遺産登録に向けた県民の気運醸成を図り、独特な食文化の保存・普及・継承及び魅力の発信に取り組み
ます。

関係部等 文化観光スポーツ部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－ア 沖縄文化の継承・発展・普及

施策 １－（４）－ア－③ 伝統文化の保存・継承・発展
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
⑦取組の時期・対象の改善 
・地域伝統芸能を集めた公演については、次世代への継承の課題に積極的に取組む団体の掘り起こしを行う。 
・琉球料理伝承人の育成・フォローアップについては、令和７年度については、既存の琉球料理伝承人に対するフォローアップ講座
のほか、講師養成講座を実施し、指導者の育成にも取り組む。 
⑧その他 
・地域や島でのシンポジウムや座談会の開催については、継承の問題に取組む各団体の事例を聞き取り、事例紹介として広く情報発
信をする。 
・伝統的食文化のユネスコ無形文化遺産登録に向けた県民の気運醸成については、琉球料理伝承人出前講座について、これまで委託
事業として実施してきたが、令和７年度は補助事業として実施し、組織的な活動のノウハウの蓄積等を図る。 
 
[成果指標] 
・市町村文化協会会員数については、今後も高齢化等により担い手の減少が見込まれることから、コロナ禍前（令和元年度）の活動
水準を維持することを最優先に取り組む。文化協会の活性化を図り、県内各地域における次世代の担い手の育成や伝統文化の魅力を
再認識させる取組を行うことで、伝統的な文化の継承を図る。

14,000

担当部課名 文化観光スポーツ部文化振興課

達成状況の説明

　目標値に対する達成率は－２６．６となったが、昨年度の達成率－４３．１％と比較すると１６．５ポイントの上昇となった。市
町村文化協会会員数は、会員の高齢化により年々減少傾向にあることに加え、近年では新型コロナウイルス感染症の影響により、会
員数が大幅に減少し、その後会員数の戻りが鈍化している状況がある。今後は、コロナ禍前（令和元年度）の水準に戻し、活動水準
を維持することを最優先に取り組む。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「達成は困難」である。 
 
[主な取組] 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・地域伝統芸能を集めた公演については、来場者アンケートの結果回答者の約8割が50代以上となっており、40代以下の若い層に興味
や関心を持ってもらう必要がある。 
・地域や島でのシンポジウムや座談会の開催については、次世代への継承が大きな課題であり、効果的な手段が何か、結論が出ない
状況である。取組を続けることが、消滅に歯止めをかけているのが現状である。 
・琉球料理伝承人の育成・フォローアップについては、沖縄の伝統的な食文化の保存・普及・継承を図るため、琉球料理伝承人を指
導できる者の育成にも取り組む必要がある。 
・伝統的食文化のユネスコ無形文化遺産登録に向けた県民の気運醸成については、琉球料理伝承人の活動母体となる団体の自走化を
促すため、組織的な活動のノウハウの蓄積及び事務局機能の強化を図る必要がある。 
 
[成果指標] 
⑪高齢化・後継者不足 
・市町村文化協会会員数については、会員の高齢化により年々減少傾向にある。 
⑫社会経済情勢 
・市町村文化協会会員数については、新型コロナウイルス感染症の影響による地域の文化活動の休止に伴い、更にその会員数を減少
させている。 

11,271

14,000 -26.6% 達成は困難
計画値

12,562 13,282

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

市町村文化協会会員数 名 11,844

10,737 11,224

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○無形文化財の記録保存

4
無形文化財記録作成事業
(教育庁文化財課)

613

保持者調査に関する冊子の作成件数
（累計） 　琉球舞踊の保持者記録（聞き取り調査、演舞

記録）を作成。また、無形文化財を保存継承す
るための基礎・基本を示す教則的なものとして
活用した。

１件（３
件）

1件 順調

3
組踊等教育普及啓発事業
(教育庁文化財課)

1,553

組踊・沖縄伝統芸能ワークショップの
実施回数（累計） 　組踊ワークショップを計画通り3回実施し

た。内訳は組踊ワークショップが2校（馬天小
学校，西原中学校）、沖縄芝居ワークショップ
が1校（諸見小学校）である。

３回（９
回）

3回 順調

順調

2
史跡等の保存活用計画、
整備、買い上げ事業
(教育庁文化財課)

403,498

文化庁補助による整備事業件数（累
計）

　国指定史跡等で20件の保存修理事業を実施し
石積みの修復工事、災害復旧工事、調査測量、
史跡公園整備等を行った。また、各事業の整備
委員会で整備方法や整備基本計画、基本設計の
策定について指導助言を行った。26件（78

件）
20件 概ね順調

実績 進捗状況

○文化財の保存・活用

1
民俗文化財の保存・継承
(教育庁文化財課)

1,500

民俗文化財の保存・継承に向けた取組
支援件数（累計）

　令和6年11月に熊本県で開催された九州地区
民俗芸能大会に首里王府阿波連路次楽御座楽保
存会（那覇市）の出演・記録集作成を支援し
た。県指定有形民俗文化財1件の修理を実施し
た。１件（３

件）
2件

施策の方
向

・無形文化財については、保存会等が行う取組への支援や映像資料・報告書等の記録保存に取り組みます。

・沖縄の先人たちの英知が刻まれた貴重な文化財の適切な保護と保存状態を考慮した効果的な利活用を推進するととも
に、地域に残る伝統行事等の民俗文化財の調査や映像・記録作成等に係る関係機関への支援を通して、文化財の保存・活
用に取り組みます。

・文化財の新たな指定に向けた調査、米軍基地内を含む埋蔵文化財の各種調査と保存・活用、在外文化財の調査、戦災文
化財の復元等を進め、貴重な文化遺産の後世への継承に取り組みます。

関係部等 教育庁

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－ア 沖縄文化の継承・発展・普及

施策 １－（４）－ア－④ 文化財の保存・活用
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

1,458

担当部課名 教育庁文化財課

達成状況の説明

　市町村等の関係機関と連携しながら、文化財指定に向けた取組を推進した成果により、目標値である国・県・市町村指定の文化財
件数も増加傾向にあり、令和６年度の実績値も目標値に近接し概ね達成と評価できることから、「目標達成の見込み」があると判断
した。

1,451

1,458 70.8%
目標達成の

見込み計画値

1,442 1,450

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

文化財の指定件数（累計） 件 1,434

1,440 1,447

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

7

戦災等により失われた琉
球王国時代の文化遺産の
調査研究
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

73,870

調査研究等の監修者委員会の開催回数
（累計）

　戦災等によって失われた琉球王国の文化遺産
に係る模造復元品製作と発信業務の９分野の監
修者会議を実施し、復元製作業務では科学分
析、材料調達、試作等を行った。発信業務では
ＳＮＳ等により情報発信等を行った。16回（40

回）
18回（54

回）
順調

6
基地内埋蔵文化財分布調
査事業
(教育庁文化財課)

31,848

文化庁補助による分布調査、試掘・確
認調査事業件数（内訳） 　普天間飛行場に所在する伊佐上原南遺跡の確

認調査を実施した。また、今後の報告書刊行に
向けて、過去の調査で得られた資料の整理作業
も行った。

５件（継続
５件）

5件 順調

○貴重な文化遺産の後世への継承

5
埋蔵文化財の発掘調査
(教育庁文化財課)

403,532

文化庁補助による埋蔵文化財緊急調査
事業件数（累計）

　令和６年度は25件の事業で埋蔵文化財の表面
踏査や試掘・確認調査及び記録保存調査を実施
した。また、報告書等の刊行で各種開発事業者
や県民へ周知を図るとともに、協議・調整等の
資料に資することができた。25件（75

件）
25件 順調
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）
 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成の見込み」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・基地内埋蔵文化財分布調査事業については、跡地利用計画の策定に先立ち埋蔵文化財の調査が必要だが、県・基地所在市町村とも
に諸開発に伴う調査も多いため、基地内調査に対応可能な埋蔵文化財専門職員が不足している。 
②他の実施主体の状況 
・史跡等の保存活用計画、整備、買い上げ事業については、文化財担当職員数を含む文化財保護行政のスキルに対して事業内容が負
担過重となっている市町村があるので、整備の方針や申請書等の文書について特に留意して指導助言を行う。また、整備事業は委員
会において整備の方針を決定していくが、その内容が指定文化財の整備として適切なものであるよう留意する。 
・無形文化財記録作成事業については、これまで作成した琉球舞踊の映像記録集は、保持者の経歴・実演等残す資料として作成して
いるが記録資料は時間が経つにつれ価値が増すものである為、現時点では作成した映像記録の活用は十分されていない。また、九州
地区民俗芸能大会で上演した民俗芸能の記録（映像を含む）を作成しているが、活用についての周知が十分ではない。 
・埋蔵文化財の発掘調査については、市町村の埋蔵文化財専門職員は、現場件数に対して少数であることに加え、文化財全般の業務
も兼ねるため、緊急の発掘調査が大規模もしくは同時多発的に生じた場合は対応が難しい。また、近年、一部の市町村で埋蔵文化財
専門職員の新規採用が行われているが、大規模調査に際して新規採用職員の経験不足等が懸念される。 
・基地内埋蔵文化財分布調査事業については、跡地利用計画の円滑化には埋蔵文化財の試掘調査が不可欠となるが、米軍施設内は制
約が多く、十分な調査が進んでいないのが現状である。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・史跡等の保存活用計画、整備、買い上げ事業については、国庫補助事業の交付額の割合が減少傾向にあるため、整備計画の事業期
間について見直しが必要となっている。 
・埋蔵文化財の発掘調査については、平成25年の嘉手納飛行場以南の米軍基地14施設と区域の土地返還合意を受け、移転先の施設建
設に伴う発掘調査のほか、関係市町村における跡地利用計画の策定が急務となる。 
・基地内埋蔵文化財分布調査事業については、毎年のように米軍施設内での調整条件が変更となるため、その調整に時間を要するこ
とで、調査期間の短縮等の影響が懸念される。 
・戦災等により失われた琉球王国時代の文化遺産の調査研究については、燃料高騰に留意した県外・離島調査および製作者との調整
が必要である。 
⑤県民ニーズの変化 
・無形文化財記録作成事業については、映像、記録集等は、保持者の経歴・実演等残す資料として作成されているが、伝承者研修は
実際に保持者の指導のもと研修を実施しているため、資料活用の機会が少ない。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・民俗文化財の保存・継承については、九州地区民俗芸能大会への派遣や補助事業の取り組み事例を紹介し、地域の伝統文化の保存
継承に対しての同事業の有用性について、市町村担当者への周知を図る必要がある。また、九州地区民俗芸能大会の派遣団体が所在
する市町村担当者にも民俗芸能をじかに見る機会を作り、大会参加が各地域の民俗芸能の保存・継承に対する意欲向上に寄与できる
ことを理解してもらう必要がある。 
・組踊等教育普及啓発事業については、児童生徒がより意欲的に取り組めるよう、解説と体験活動のバランスを重視したワーク
ショップの実施に取り組む必要がある。 
・無形文化財記録作成事業については、保存会等において、映像や記録の作成にとどまり、成果物の効果的な活用方法について検証
されないケースもあると考えられることから、継続してその活用に助言する必要がある。 
・戦災等により失われた琉球王国時代の文化遺産の調査研究については、令和６年度に立ち上げたSNSを用いた製作工程等の発信の工
夫が必要である。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・文化財の指定件数（累計）については、目標達成に向けては、市町村等の関係機関との連携が不可欠であることから、文化財指定
に向けた取組への指導・助言に引き続き取り組んでいく必要がある。 
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・史跡等の保存活用計画、整備、買い上げ事業については、整備委員会の議事の内容について事前に市町村から情報を提供頂き、適
切な指導助言ができるように準備を進める。また、委員会で決定した事項は市町村、県、文化庁で情報を共有し、事業の円滑化を図
る。また、市町村の担当職員との連携を密にし、事業が遅滞なく年度内に完了できるよう目を配る。 
・無形文化財記録作成事業については、保存会等へ成果物の活用について、適宜助言する。また、他機関等へ記録の周知と活用を促
していく。 
・埋蔵文化財の発掘調査については、特に嘉手納飛行場以南の米軍基地返還に伴う土地利用計画等の円滑化及び、埋蔵文化財の調査
体制強化については、綿密な情報収集を図りつつ、市町村に対して体制強化に関する助言を継続して行う。また、市町村との連携を
強化するため、市町村が実施する現場の現地指導を積極的に行い、綿密な情報共有を図る。 
・基地内埋蔵文化財分布調査事業については、基地内調査とその他開発に伴う調査の双方に対応し得る埋蔵文化財専門職員を確保す
るため、跡地利用計画に関する情報収集を進めつつ、関係機関への丁寧な説明を継続して行う。また、基地内調査について、可能な
限り早期の調査着手が実現できるよう、引き続き国関係機関や米軍との調整や情報収集等に努める。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・史跡等の保存活用計画、整備、買い上げ事業については、史跡等の整備における最新の技法や施工例等の情報を文化庁及び先進地
域から収集し、県内の整備事業に反映させる。 
・組踊等教育普及啓発事業については、児童生徒がより意欲的に取り組めるよう伝統芸能の解説と体験活動のバランスを重視した
ワークショップの実施に努める。 具体的にはセリフの唱えやすり足体験、音楽体験などを積極的に行う。 
・無形文化財記録作成事業については、直接指導と記録収集した記録集の両輪で伝承者養成研修を行っていく必要がある。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・無形文化財記録作成事業については、これまでに作成した映像や記録集を無形文化財の普及啓発において効果的に活用できるよう
支援する。 
・埋蔵文化財の発掘調査については、県や文化庁等が開催する研修会等への参加を促すために、対面とオンラインの併用等文化財担
当者が参加しやすい環境の整備や、研修内容について検討する。 
・戦災等により失われた琉球王国時代の文化遺産の調査研究については、模造復元の製作工程を広く紹介するため、コンテンツ作り
を進める。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・基地内埋蔵文化財分布調査事業については、調整条件の変更に速やかに対応できるよう、国・米軍・市町村等の関係機関と密に連
携を図る。 
・戦災等により失われた琉球王国時代の文化遺産の調査研究については、県外や離島に在住の製作者との調整等が多くなるため、綿
密に連携し、計画的に調整する。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・民俗文化財の保存・継承については、令和7年度の九州地区民俗芸能大会に向けて派遣団体を早めに募集することで、各市町村担当
者に当該大会について周知するとともに、参加を促す。また、市町村文化財保護行政担当研修会等において、九州地区民俗芸能大会
に関して映像資料や記録集を用い、補助事業は、過去の取組事例や対象事業等の説明をし、これらの事業を活用する有用性等を周知
する。 
 
[成果指標] 
・文化財の指定件数（累計）については、市町村等の関係機関と連携しながら、調査・研究による価値づけ、地権者の同意など、文
化財指定に向けた取組を推進し、文化財の適切な保護を図る。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○沖縄戦及び戦後統治下の記録収集

4
在米沖縄関係資料収集公
開事業
(総務部総務私学課)

11,935

インターネット公開数（累計）
　米国国立公文書館から対象資料3,442点を収
集し、翻訳と目録整理を行い、すべて（3,442
点）をホームページで公開した。

3,000点
（7,200点）

3,442点 順調

○琉球政府関係文書のデジタル・アーカイブ化

3
琉球政府関係文書デジタ
ル・アーカイブ事業
(総務部総務私学課)

103,773

インターネット公開数（累計）
　琉球政府関係文書をデジタル化し、過年度に
デジタル化した分も含め、今年度個人情報の確
認及びマスキング処理を行った5,923簿冊を全
てインターネットで公開した。4,000簿冊

（12,000簿
冊）

5,923簿冊 順調

やや遅れ

2

琉球王国外交文書等の編
集刊行及びデジタル化事
業
(教育庁文化財課)

25,979

事業関連刊行物数（累計）
　「歴代宝案概説」の刊行に向け、原稿執筆依
頼、校正、編集を進めた。デジタルアーカイブ
の公開資料の拡充を図った。

１冊（２
冊）

0冊 順調

実績 進捗状況

○「新沖縄県史」や「歴代宝案」の編集刊行

1
史料編集事業
(教育庁文化財課)

12,537

史料編集刊行物数（累計） 　「新沖縄県史各論編（言語・芸能）」「沖縄
県史ビジュアル版１４沖縄戦」は原稿の校正・
編集等を行い「新沖縄県史図説近現代」は内容
構成の検討する。中国第一歴史𥹥案館とは、研
究者招聘事業を実施した。３冊（８

冊）
2冊

施策の方
向

・沖縄に関する歴史認識・文化意識をより一層深めるため、歴史に関する調査研究、資料収集を行い、ウェブ等を利用し
て県民等が効果的に資料の活用ができるよう取組を推進するほか、本県の自然・歴史・文化を網羅した体系的な歴史書
「新沖縄県史」及び琉球王国の外交文書集「歴代宝案」の編集刊行に取り組みます。

・琉球政府関係文書の貴重な資料を適切に保存し広く県民等の利用に供するため、資料の修復やデジタル化を進め、ウェ
ブ上で閲覧できるデジタル・アーカイブ化及び資料の調査・収集に取り組みます。

・米国国立公文書館に所蔵されている資料や映像の収集・公開など、沖縄戦及び戦後統治下の記録収集に取り組みます。

関係部等 教育庁

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－ア 沖縄文化の継承・発展・普及

施策 １－（４）－ア－⑤ 歴史資料の保存・編集・活用
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

6,400

担当部課名 教育庁文化財課

達成状況の説明

　琉球王国交流史・近代沖縄史料デジタルアーカイブのWebサイトのアクセス数（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）が４２，
０００件に達し、令和６年度の目標値を達成することができた。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・史料編集事業については、新沖縄県史の刊行について、コロナ禍で編集会議が持てない等の要因から（平成３０年度から編集作業
等開始）計画に遅れが出ており、元の計画ペース（令和７年３月刊行）に戻せなかった。また、中国第一歴史𥹥案館と交流事業を行
う際に事務局の執行体制として、通訳（翻訳）する職員の確保が必要。 
 
　外部環境の分析 
⑤県民ニーズの変化 
・琉球王国外交文書等の編集刊行及びデジタル化事業については、琉球史全般への県民の関心は高いが、その多種多様な興味関心に
応えつつ、交流史資料に引きつけた講座や展示等の企画立案が課題である。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・史料編集事業については、公立学校初任者研修等で沖縄県史資料の活用提案を行っているが、資料の活用が難しい等の意見等があ
る。 
・琉球王国外交文書等の編集刊行及びデジタル化事業については、Webサイトの利用状況を分析すると、平日に比べ週末の利用者数が
少ない傾向にある。このことから、研究者や大学等での授業による利用が多く、一般利用者は比較的少ない傾向にあることが予想さ
れる。また、各学校・各校種の、社会科・地理歴史科・総合的な学習（探求）の時間において、年間指導計画の中で無理なく取り組
むことのできる教材を提供することが課題である。 
・琉球政府関係文書デジタル・アーカイブ事業については、琉球列島米国民政府（ユースカー）文書は、統治者側の考えが分かる貴
重な文書だが、英語で書かれていることもあり、一般には利用されにくく利用者層が限られている。 
・在米沖縄関係資料収集公開事業については、公開する資料が充実してきたことから、今後はより一層、利用促進のための取組を強
化していく。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・琉球王国交流史・近代沖縄史料デジタルアーカイブのアクセス数については琉球王国交流史料等のデジタル版の公開を通じて、
アーカイブの魅力向上に努めた結果、目標値を大幅に上回る実績となった。 
⑮その他個別要因 
・琉球王国交流史・近代沖縄史料デジタルアーカイブのアクセス数については、琉球王国時代の貴重な文化遺産（御後絵等）の報道
等を通して、琉球王国時代への興味関心が高まった。 

42,000

6,400 1,901.6% 目標達成
計画値

5,082 5,742

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

琉球王国交流史・近代沖縄史料デジ
タルアーカイブのアクセス数

件 4,424

8,945 18,000

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

109



様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・史料編集事業については、事業を円滑に実施するために、語学に通じた職員の安定した人事配置を引き続き要望する。また沖縄県
のほか機関に所属する通訳（翻訳）のできる職員に協力依頼する。また、事務局内部の業務の割振りを時期に応じて、柔軟に組み替
えできるよう、柔軟な組織体制を作る。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・琉球政府関係文書デジタル・アーカイブ事業については、英語で書かれた文書について、要旨説明やキーワードを設定する等、目
録情報の充実及び文書を理解する上で参考になるガイドコンテンツの充実を引き続き行っていく。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・琉球王国外交文書等の編集刊行及びデジタル化事業については、教育現場の教員のニーズを具体的に把握し、より利用しやすいデ
ジタル教材作りに役立てる必要がある。また、講座や出前授業等のアンケート結果を分析し、配布資料等の解説の改善点などを検討
する必要がある。また、ホームページを訪れた利用者が、アーカイブ内のより多くの記事へと関心を広げ、何度でも訪れたくなるよ
うなコンテンツ作りを進める必要がある。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・史料編集事業については、学校におけるひとり一台PCにて活用しやすい資料を目指し、媒体として創意工夫する。 
⑧その他 
・在米沖縄関係資料収集公開事業については、米国から収集した写真や動画を用いたパネル展･上映会等を県内各地で開催するなど、
利用促進を図る取組を実施する予定である。 
 
[成果指標] 
・琉球王国交流史・近代沖縄史料デジタルアーカイブのアクセス数については、Webサイト利用者数を維持し、かつ利用者層の幅を広
げ、公開するデジタル資料をさらに充実させる必要がある。 
そのため、関係機関と連携を図り、学校現場での沖縄県史資料の活用実践を推進するほか、デジタル資料の定期的な資料公開を目指
し、公開する交流史資料の検討及びデジタル化を計画的に進める。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4

沖縄県立芸術大学におけ
る教育研究活動の推進
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

1,296,996

沖縄県立芸術大学への交付金の交付

　沖縄県立芸術大学に一般運営費交付金を交付
し、大学運営を支援した。

交付 交付 順調

○沖縄県立芸術大学における支援体制の整備やキャリア支援の推進

3

沖縄県立芸術大学におけ
る就職支援
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

―

学内合同企業説明会の実施回数（累
計）

　学内において合同企業説明会２回開催した、

１回（３
回）

2回（７回） 順調

順調

2
おきなわ文学賞の実施
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

54,577

おきなわ文学賞作品応募者数（累計）
　文学活動の推奨及び県民文化の振興を目的と
して、おきなわ文学賞を実施し、40作品38名の
入賞を決定した。

150人（450
人）

202人（614
人）

順調

実績 進捗状況

○新たな文化芸術創出の促進や文化芸術の発展を担う人材の育成

1

九州芸術祭（文学賞）の
実施
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

1,350

応募作品件数（累計）

　九州芸術祭文学賞として未発表の文学作品を
公募し、県内からは28作品の応募があった。

30件（90
件）

28件（77
件）

施策の方
向

・文学、音楽、美術、演劇、舞踊、メディア芸術など、県民の主体的・創造的な芸術文化活動による新たな文化芸術の創
出を促進するとともに、本県の文化芸術の発展を担う人材の育成に取り組みます。

・幅広い芸術を専門的に学ぶ教育機関である沖縄県立芸術大学については、様々な学生が心身ともに充実した学生生活を
送り、意欲的に学修に取り組むことができるよう、学修支援、生活支援等の学生へのきめ細かな支援体制を整備するほ
か、学生が個性や能力を生かし希望した進路に進むことができるよう、キャリア支援を推進します。

関係部等 文化観光スポーツ部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－イ 文化芸術の振興と文化芸術を支える環境づくり

施策 １－（４）－イ－① 創造的文化芸術の発展を担う人材の育成
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
⑤情報発信等の強化・改善 
・九州芸術祭（文学賞）の実施については、応募作品数を増加させるため、幅広い世代へ広報周知を強化する必要があり、多様な媒
体を活用し情報発信を行う。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・沖縄県立芸術大学における就職支援については、初任給の上昇や人手不足など、就職活動状況の把握に努めることで学生の就職を
支援する。 
・沖縄県立芸術大学における教育研究活動の推進については、沖縄県立芸術大学の財政状況について、大学との情報交換などを密に
行うことで、継続した運営を支援していく。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・おきなわ文学賞の実施については、ワークショップの部門、対象者、回数等の拡充を図り、応募者数の増につなげていく。 
 
[成果指標] 
・沖縄県立芸術大学の卒業者数（累計）については、引き続き、大学運営の改善を行うほか施設整備を計画的に実施するなど、良好
な教育環境の確保に努める。

4,542

担当部課名 文化観光スポーツ部文化振興課

達成状況の説明

　計画値を上回る卒業者数となった。引き続き、大学運営の改善を行うほか施設整備を計画的に実施するなど、良好な職場環境の確
保に努める。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
②他の実施主体の状況 
・沖縄県立芸術大学における就職支援については、企業からのニーズや学生の希望などについて分析を行うことで、企業と学生の
マッチング率の向上に努める必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・沖縄県立芸術大学における教育研究活動の推進については、授業料免除対象学生の増加や、人件費・物件費の上昇などの社会・経
済情勢の変化や、沖縄県立芸術大学の財務状況を詳細に把握する必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・九州芸術祭（文学賞）の実施については、ホームページやＳＮＳ等を活用した情報発信を行った結果、目標に近い応募作品数と
なったが、若年層の応募は顕著に増えていない。 
・おきなわ文学賞の実施については、今年度から実施したワークショップの効果により、10代以下の応募が増加したと考えられるた
め、この流れをさらに加速させていく必要がある。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・沖縄県立芸術大学の卒業者数（累計）については、合同企業説明会の開催や運営費交付金の交付を通じて良好な職場環境の確保に
努めた結果、一定程度、卒業者数の増に繋がったものと考えられる。 

4,585

4,542 108.1% 目標達成
計画値

4,188 4,365

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

沖縄県立芸術大学の卒業者数（累
計）

人 4,011

4,303 4,452

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4

九州芸術祭（舞台公演）
の実施
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

1,350

舞台公演数（累計） 　芸術文化の発展を担う人材の育成を図ること
や県民に国の重要無形文化財である組踊や琉球
舞踊等、伝統芸能の鑑賞機会を広く提供するこ
とを目的に、舞台公演として重要無形文化財保
持者等公演を実施している。１公演（３

公演）
1公演（３公

演）
順調

3
沖縄県芸術文化祭の実施
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

7,070

沖縄県芸術文化祭【展示部門】及び
【舞台部門】の観客数（累計）

　沖縄の芸術文化の発展及び発展を担う人材を
育成するため、作品を募集し、審査のうえ直接
文化芸術に触れる機会を創出した。

6,000名
（18,000

人）

6,617名
（19,774

名）
順調

概ね順調

2

北部・離島地域における
文化芸術体験機会の提供
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

3,000

北部・離島地域における文化芸術体験
機会の提供数（累計） 　令和６年度は、北大東村、渡名喜村、国頭村

においてクラシック公演を行い、北大東村で
130人、渡名喜村で46名、国頭村で130人の集客
があった。

２公演（６
公演）

3公演（８公
演）

順調

実績 進捗状況

○文化創造活動の尊さや芸術の感動を体感できる環境づくり

1

国立劇場おきなわ鑑賞層
拡大事業
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

82,425

鑑賞層を拡大するための支援件数（累
計）

　小中学生等次世代の担い手たる若年層を学
校・クラス単位で希望を募り国立劇場おきなわ
へ招待し、10月30日から11月１日の３日間でそ
れぞれ各２回、合計６回の伝統芸能に係る舞台
公演を実施した。40件（120

件）
33件（120

件）

施策の方
向

・高齢者や障害者、青少年をはじめ広く県民が、国内外の優れた文化芸術を鑑賞できる機会を拡充し、文化創造活動の尊
さや芸術の感動を体感できる環境づくりに取り組みます。

・中学校・高等学校の総合文化祭への支援や中学校・高等学校生徒の派遣費支援のほか、こころの芸術・文化フェスティ
バル、身体障害者福祉展等の開催を通して、青少年や障害者等の文化活動の活性化に取り組みます。

・2022年に開催する「美ら島おきなわ文化祭2022」の成功に向けて、市町村、関係機関、県民等一丸となって取り組みま
す。

関係部等 文化観光スポーツ部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－イ 文化芸術の振興と文化芸術を支える環境づくり

施策 １－（４）－イ－② 県民等の文化芸術活動の充実
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

54,800

担当部課名 文化観光スポーツ部文化振興課

達成状況の説明

　令和６年度の入場者数は34,216人であり、目標値に達してはいない。令和５年度と比較して、公演数が減少しているため入場者数
も減少したと思われる。

34,216

54,800 46.7%
達成に努め

る
計画値

29,024 41,932

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

国立劇場おきなわの入場者数 人 16,156

35,608 35,080

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○「美ら島おきなわ文化祭2022」の開催

9

美ら島おきなわ文化祭
2022の開催に向けた取組
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

0

美ら島おきなわ文化祭2022（国民文化
祭、全国障害者芸術・文化祭）の開催
に向けた取組

　-

－ ―

8
沖縄県身体障害者福祉展
(生活福祉部障害福祉課)

254

身体障害者福祉展における出展作品数
（累計） 　令和６年度は前年度と比べて、来場者数も増

加した。出展数は目標値を大きく上回る288点
を記録した。前年度同様、会場の様子をオンラ
インで配信するバーチャル福祉展も実施した。

240件（720
件）

288件 順調

7
青少年文化活動事業費
(教育庁文化財課)

15,709

中学校・高等学校生徒の大会派遣費補
助人数（累計） 　文化活動の発表の場を確保するとともに各分

野の技術向上を図るため、県中文連及び県高文
連の強化費、大会運営費、派遣費に関する補助
を行った。

2,000人
（6,000人）

1,995人 順調

○青少年や障害者等の文化活動の活性化

6
文化振興事業費
(教育庁文化財課)

409

芸術鑑賞実施校数（累計） 　文化庁、県、市町村との共催により芸術鑑賞
やワークショップ等を実施した。また、離島・
へき地の児童生徒に芸術鑑賞提供するため、音
楽鑑賞会を渡嘉敷村立渡嘉敷小学校・渡嘉敷中
学校において実施した。70校（210

校）
39校 大幅遅れ

5

県内市町村等の文化芸術
に対する支援の促進
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

10,162

県内における助成事業の採用件数（累
計） 　一般財団法人地域創造は、地方公共団体等の

自主事業の企画制作能力の向上及び公立文化施
設の利活用の推進等を図るため、文化に係わる
様々な事業を支援している。

３件（９
件）

2件（11件） やや遅れ
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）
 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「達成に努める」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・国立劇場おきなわ鑑賞層拡大事業については、学校の年間行事計画は４月にはすでに決定していることが多いため、４月以降に連
絡しても、予定を変更することが難しい。 
・文化振興事業費については、本県は、学力向上対策が最重要課題であるため、各学校とも授業時数の確保等が優先される傾向が見
られることから、芸術鑑賞を実施するにあたり早期の日程調整が必要である。 
②他の実施主体の状況 
・文化振興事業費については、他県に比べても離島が多いことなどから、準備に要する時間や移動時間がかかるため開催回数が限ら
れ、芸術文化に触れる機会がまだまだ足りない。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・青少年文化活動事業費については、離島の部活生が県内外大会に参加する際、航空機や船等の利用が必須のため、保護者の経済的
負担が大きい。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・国立劇場おきなわ鑑賞層拡大事業については、若年層へのアプローチ方法が、バスの助成（手段の提供）ではなく、鑑賞の場の提
供となったことで、遠隔地に住む若年層へのアプローチを検討する必要がある。 
・北部・離島地域における文化芸術体験機会の提供については、より多くの住人に文化芸術の感動を体感してもらうため、集客方法
を工夫する。 
・沖縄県芸術文化祭の実施については、目標値を上回る来場があり、情報発信等の強化・改善の取組が活かされている。若い世代と
芸術鑑賞になじみのない層にアプローチするため、社会環境の変化に対応した取組を検討する余地があると考えられる。 
・九州芸術祭（舞台公演）の実施については、県民に国の重要無形文化財である組踊や琉球舞踊等、伝統芸能の鑑賞機会を広く提供
するため、毎年度、公演を行う地域を変える必要がある。 
・県内市町村等の文化芸術に対する支援の促進については、応募者数が減少傾向にあるため、応募件数の増加に向けた取り組みを工
夫する必要がある。 
・沖縄県身体障害者福祉展については、県民の福祉展への関心を高めるため、来場者の声を反映できるしくみを検討する。また、来
場者の声が反映されることで、制作者の意欲向上につなげる。 
 
[成果指標] 
⑪高齢化・後継者不足 
・国立劇場おきなわの入場者数については、令和４，５年度に比べて令和６年度の来場者数が伸び悩んでいる。鑑賞者の層が高齢者
に偏っており、若い世代への周知・啓発が必要である。 
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・県内市町村等の文化芸術に対する支援の促進については、事業周知の際に、沖縄県内における近年の事例を紹介し、申請者である
市町村の企画制作を支援する。 
・文化振興事業費については、学校行事や教育課程との関連性もたせ、市町村教育委員会や学校との連携を強化する。 
・青少年文化活動事業費については、令和６年度にクラウドファンディングで集まった支援金を、離島の部活動生の派遣費補助に充
て、経済的負担を軽減する。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・北部・離島地域における文化芸術体験機会の提供については、開催地の教育委員会や文化協会に協力を仰ぎ、周知広報に協力して
もらう。 
・九州芸術祭（舞台公演）の実施については、過去の実績を踏まえ、鑑賞機会を広く提供できるような公演開催地域を選定する。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・国立劇場おきなわ鑑賞層拡大事業については、次年度の年間計画表に盛り込んでもらえるように、情報発信の時期の検討が必要で
ある。 
・文化振興事業費については、過去、県内での実施実績のある芸術団体・個人に働きかけ、学校が希望する日程やニーズに対応でき
るように支援する。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・沖縄県芸術文化祭の実施については、若い世代と芸術鑑賞になじみのない層にアプローチするため、体験教室や写真・美術選抜展
等の取り組みを行う。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・国立劇場おきなわ鑑賞層拡大事業については、組踊ワークショップはこちらから県内各地に赴くことができるため、ワークショッ
プ場所の選定基準の一つとして劇場への距離も考慮に入れたい。 
⑧その他 
・沖縄県身体障害者福祉展については、来場者が「心に残った作品」を投票できるしくみや、各作品にその場で感想を書くことので
きるスペースを設けるなどを行い、制作者と来場者がつながるような取り組みの実施を検討する。 
・美ら島おきなわ文化祭2022の開催に向けた取組については、- 
 
[成果指標] 
・国立劇場おきなわの入場者数については、国立劇場おきなわでの組踊鑑賞教室やワークショップ等の取り組みを強化し、今まで鑑
賞したことがなかった方や若い世代にも沖縄の伝統芸能のすばらしさに触れてもらうことで入場者数の増加につなげる。 
また、多くの県民に、文化芸術に触れる機会を提供するための取り組みを行っていく。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
日本遺産普及啓発事業
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

1,400

Webサイトでの情報発信件数（累計）
　Webサイト等を活用し、琉球文化日本遺産ス
トーリーと構成文化財の魅力を県内外に広く発
信し、観光資源としての活用を促した。

12件（36
件）

11件（32
件）

順調

3

琉球料理伝承人派遣事業
（出前講座）
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

17,073

琉球料理伝承人出前講座への参加者数
（累計） 　琉球料理伝承人出前講座を通じ、地域住民、

食関連事業者、修学旅行関係者及び学校関係者
向けに琉球料理の情報を発信し、沖縄の伝統的
な食文化の保存・普及・継承が図られた。

100人（300
人）

94人（336
人）

順調

大幅遅れ

○地域の個性豊かな文化資源の特性に応じたまちづくりに資する取組の推進

2

文化資源を活用した沖縄
観光の魅力アップに関す
る取組
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

17,100

文化体験プログラムの実施回数（累
計） 　文化団体派遣に係る周知（チラシの作成・配

布、ＨＰ・ＳＮＳ・イベントでの周知、電話・
訪問営業）・案内を行い、県内施設へ派遣を実
施した。

10回（30
回）

11回（21
回）

順調

実績 進捗状況

○県内各地で開催されている伝統芸能や地域行事の積極的な発信

1

琉球歴史文化の日周知啓
発推進事業
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

82,425

歴史・文化関連事業及び催物件数（累
計） 　琉球歴史文化の日とその趣旨について普及・

啓発するための広報活動と、県民が沖縄の歴史
と文化への理解を深めるための関連事業を実施
する。

120件（330
件）

67件（224
件）

施策の方
向

・地域の歴史、伝統的風習、伝統行事等に対する住民の愛着心を醸成し、地域外との交流を通じた地域文化の掘り起こし
に加え、県内各地で開催されている伝統芸能や地域行事の積極的な発信に取り組みます。

・地域に伝承するエイサー等の伝統行事や地域の食文化など、地域の個性豊かな文化資源の特性に応じたまちづくりに資
する取組を推進します。

・文化関係団体や企業の文化芸術活動に対する支援を促進し、社会全体で文化芸術活動を支える仕組みの充実に取り組み
ます。

関係部等 文化観光スポーツ部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－イ 文化芸術の振興と文化芸術を支える環境づくり

施策 １－（４）－イ－③ 文化資源を活用した地域づくり
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・琉球歴史文化の日周知啓発推進事業については、調査時点で「未定」とした団体や、以前回答のあった団体に対し再照会する等照
会回数を増やすほか、調査団体を増やすことで実施状況の把握に努める。 
⑧その他 
・文化資源を活用した沖縄観光の魅力アップに関する取組については、事業周知先を増加させるほか、登録団体の募集を強化するこ
とで派遣する文化団体の候補を増やし、文化体験プログラムの実施回数を増加させる。 
・琉球料理伝承人派遣事業（出前講座）については、琉球料理伝承人出前講座について、これまで委託事業として実施してきたが、
令和７年度は補助事業として実施し、組織的な活動のノウハウの蓄積等を図る。 
・日本遺産普及啓発事業については、WEBサイトのほか、SNSなど様々な媒体を活用し、琉球文化日本遺産ストーリーと構成文化財の
魅力を県内外に広く発信していく。 
・文化芸術関係団体等への助成については、必要な手続きについて十分な説明を行うと共に、必要書類の明確化及び見直しについて
検討する。 
 
[成果指標] 
・県内の文化芸術に関する取組を行う団体等への支援件数については、歴史文化関連事業の調査及び琉球歴史文化の日事業としての
連携の可否に関する調査について、時期や回数、アプローチ方法等を見直し、連携事業数の増加を図る。

142

担当部課名 文化観光スポーツ部文化振興課

達成状況の説明

　市町村や関連団体の歴史文化関連事業の調査及び琉球歴史文化の日事業としての連携の可否の調査をする時点では未定、無回答の
団体があり、目標件数に達しなかったが、市町村や関連団体とともに関連事業を実施することにより、県民の沖縄の歴史と文化への
理解を深められた。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「達成は困難」である。 
 
[主な取組] 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・琉球歴史文化の日周知啓発推進事業については、市町村や関連団体の歴史文化関連事業の調査および琉球歴史文化の日事業として
の連携の可否の調査をする時点では未定の団体や、無回答の団体があった。 
・文化資源を活用した沖縄観光の魅力アップに関する取組については、事業の周知先の数や派遣する文化団体の候補数も改善余地が
ある。 
・琉球料理伝承人派遣事業（出前講座）については、琉球料理伝承人の活動母体となる団体の自走化を促すため、組織的な活動のノ
ウハウの蓄積及び事務局機能の強化を図る必要がある。 
・日本遺産普及啓発事業については、琉球文化日本遺産の更なる認知度向上のため、新たな周知方法を検討する必要がある。 
・文化芸術関係団体等への助成については、申請件数が年々増加している中、補助対象事業者から、手続きの煩雑さ等が指摘されて
いる。 
 
[成果指標] 
⑮その他個別要因 
・県内の文化芸術に関する取組を行う団体等への支援件数については、市町村や関連団体の歴史文化関連事業の調査及び琉球歴史文
化の日事業としての連携の可否の調査をする時点では未定、無回答の団体があったため、目標達成につなげることができなかった。 

90

142 -92.6% 達成は困難
計画値

124 133

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

県内の文化芸術に関する取組を行う
団体等への支援件数

件 115

127 73

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○文化芸術活動を支える仕組みの充実

5

文化芸術関係団体等への
助成
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

81,771

県内文化芸術団体等への助成件数（累
計）

　県内文化芸術活動の持続的発展に資する取組
等を公募、審査、採択し、支援を行った。

22件（66
件）

23件（66
件）

順調
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
文化発信交流拠点の充実
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

173

文化発信交流拠点の充実に向けた取組
　文化発信交流拠点の充実に関する調査を実施
した。 
　また、これまでの調査等を基に必要な施策の
検討を行い、令和７年度から県内文化団体への
道具類保管費用及び稽古場使用費用への支援を
行うこととした。調査等実施 調査等実施 順調

3

琉球歴史文化の日に歴史
文化に関する取組を行う
催物等への公共施設の無
料開放
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

82,425

琉球歴史文化の日に県有施設で実施す
る歴史文化関連催物件数（累計） 　琉球歴史文化の日とその趣旨について普及・

啓発するための広報活動と、関連事業を実施す
るとともに、県有施設の無料開放した。

10件（30
件）

4件（13件） 大幅遅れ

順調

2

美術館資源発信基盤整備
事業
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

5,225

美術館収集資料のデータベース構築に
向けた資料群の整理件数（累計）

　美術館が保管している莫大な二次資料に係る
資料群の整理（梱包単位に分類した上でリスト
化を行い、出納できる状態に整理）を２件行っ
た。他の資料群についても整理に向けた分類等
の作業を進めている。２件（６

件）
2件（６件） 順調

実績 進捗状況

○文化芸術活動の場の創出及び文化発信交流拠点の充実

1

沖縄県立博物館・美術館
の管理運営
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

90,013

来館者数（累計）
　常設展・コレクション展のほか、企画展・特
別展を計６回開催した。学芸員講座、バック
ヤードツアー、文化講座等を実施した。一部施
設設備の修繕を実施した。

50万人（104
万人)

52.1万人
（133.6万

人）

施策の方
向

・国立劇場おきなわや沖縄県立博物館・美術館、その他の文化芸術施設及び文化芸術施設以外の公共の施設を活用した文
化芸術活動の場の創出と、伝統芸能、郷土芸能、大衆芸能等の多様な文化芸術や文化産業等の振興にも寄与する文化発信
交流拠点の充実に取り組みます。

・NPO、文化ボランティア活動、企業等の芸術文化支援を促進するなど、社会全体で文化活動を支える環境づくりに取り組
みます。

関係部等 文化観光スポーツ部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－イ 文化芸術の振興と文化芸術を支える環境づくり

施策 １－（４）－イ－④ 文化芸術活動を支える基盤の強化

119



様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

55

担当部課名 文化観光スポーツ部文化振興課

達成状況の説明

　令和６年度の実績値は調査中。6月末に確定の見込み。 
　現時点で把握している令和５年度の実績値は60.2%であり、目標値の55%を上回っている。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・沖縄県立博物館・美術館の管理運営については、国内客、インバウンド増加等に伴い、来館者数は増加傾向にある。 
・美術館資源発信基盤整備事業については、web型システムパッケージの導入については、物価上昇、人件費高騰等の影響もあり、参
考見積額が想定を大幅に上回ったことから、導入の再検討や仕様の見直しが必要となった。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・沖縄県立博物館・美術館の管理運営については、経年劣化等による施設・設備の不具合・故障等が毎年発生している状況にある。 
・琉球歴史文化の日に歴史文化に関する取組を行う催物等への公共施設の無料開放については、使用料減免に係る周知広報不足。ま
た、使用料免除等の周知をしても、財政上の理由から断られることもあった。 
・文化発信交流拠点の充実については、文化発信交流拠点の充実に向け、多様な文化活動におけるニーズをより正確に把握する必要
がある。 
・企業の文化芸術に対する支援の促進については、文化の担い手は小さい団体が多く、独力では企画能力等の人材育成に限界があ
る。市町村へ本事業の浸透を図るため、さらなる普及啓発が必要である。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・県内文化施設の稼働状況については、県内文化施設の稼働率は目標値を上回っているものの６割程度に留まっているため、引き続
き稼働率の向上に向けた取組が必要である。 

60.1

55 121.8% 目標達成

（令和４年
度）

（令和５年
度）

計画値

39.4 47.2

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

県内文化施設の稼働状況 ％ 31.6

54.9 54.9

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○社会全体で文化活動を支える環境づくり

5

企業の文化芸術に対する
支援の促進
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

10,162

県外の財団等が、県内の文化団体等へ
対して行う助成等の件数（累計） 　芸術家等の活動基盤の発展のため、一般財団

法人地域創造を通じて、市町村の地域の伝統芸
能等を集めた公演等の自主事業等への支援を
行った。

６件（18
件）

10件（35
件）

順調
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・企業の文化芸術に対する支援の促進については、一般財団法人地域創造と連携し、未実施の市町村への説明を行う、発信回数を増
やすなど、助成事業の周知を強化する。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・美術館資源発信基盤整備事業については、ユーザー目線に立った効果的なシステムの公開に向けて、必要な機能の絞り込みやデー
タベース構築に係る全体計画のスリム化、仕様の見直し等を検討し、構築に係る必要経費の縮減・予算確保につなげていく。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・琉球歴史文化の日に歴史文化に関する取組を行う催物等への公共施設の無料開放については、琉球歴史文化の日の広報（Webサイト
の作成等）に併せ、施設の使用料免除等を積極的に周知していくとともに、財政的な損得ではなく、県民が琉球歴史文化に触れるこ
との意義についても併せて周知する。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・沖縄県立博物館・美術館の管理運営については、インバウンドの増加傾向に対応したサービス向上のため、案内表示等改善のため
の情報収集を継続し、案内表示の改善に努める。また、施設・設備の稼働状況を継続して確認し、計画的な修繕・更新に努める。 
⑧その他 
・文化発信交流拠点の充実については、県内文化団体への道具類保管費用及び稽古場使用費用への支援を行いつつ、関係団体への聞
き取り等によりニーズの把握と課題の整理に努め、必要に応じて取組の見直しを図る。 
 
[成果指標] 
・県内文化施設の稼働状況については、令和７年度から県内文化団体等の稽古場使用費用への支援を行い、稼働率の更なる向上を図
る。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○幼少期における空手の体験機会の創出

4
学校への講師の派遣
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

10,049

小中高校への空手指導者の派遣校数
（累計）

　県内保育所等35校、小学校３校、中学校２校
に空手指導者を派遣し、計1,772名の児童生徒
が出前講座に参加した。

小中高校５
校（12校）

40校（72
校）

順調

3
国内への指導者の派遣
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

5,000

沖縄空手の指導者派遣及びセミナー等
の実施数（累計）

　熟練指導者が実施する国内でのセミナー等に
若手指導者が同行できるよう若手指導者を対象
とした渡航費支援補助を行っていたが、令和６
年度は申請件数が０件だった。１都道府県 

（３都道府
県）

0都道府県
（２都道府

県）
未着手

順調

○沖縄空手の技及び精神性の継承並びに指導体制の確立

2
指導者の育成
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

10,136

指導者の育成に係る取組の実施（累
計）

　審判講習会を定期的に実施するとともに、若
手空手家の海外・県外渡航費を補助し、海外・
県外での指導ノウハウを継承した。

講習会等開
催４回 

（８回）

審判講習会
開催4回（11

回）
順調

実績 進捗状況

○沖縄空手を支える道場や関係団体の運営基盤の強化

1

関係団体の自主事業に対
する支援
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

1,727

関係団体が実施する自主事業に対する
支援件数（累計） 　沖縄空手オリジナルキャラクターを活用した

商品開発（１件）を行い、順調に取組を推進で
きた。

１件（３
件）

1件（３件）

施策の方
向

・競技空手と伝統空手を両輪として、運動会や学習発表会等への沖縄空手の導入を広げ、感性を育む大切な時期である幼
少期における空手の体験機会の創出に取り組みます。

・沖縄空手を支える道場や関係団体の運営基盤の強化を図り、次世代を担う指導者及び後継者の育成並びに県民が沖縄空
手に接する機会の創出等に取り組みます。

・継承プログラムや指導体系書の策定のほか、各流派や道場間での技術講習会・情報交換会の開催等を行い、沖縄空手の
技及び精神性の継承並びに指導体制の確立に取り組みます。

関係部等 文化観光スポーツ部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－ウ 沖縄空手の保存・継承・発展

施策 １－（４）－ウ－① 沖縄空手の指導者及び後継者の育成
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

36

担当部課名 文化観光スポーツ部空手振興課

達成状況の説明

　令和６年度時点の門下生数について、今後、県内道場へのアンケート調査にて調査予定。 
各種取組を推進しているところだが、R5年度もR4年度と比較し門下生数は減少しており、目標値の達成は困難であると予想される。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「達成は困難」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・学校への講師の派遣については、派遣先は本島中南部が多くなっているため、北部や離島地域へも積極的に派遣をしていきたい。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・関係団体の自主事業に対する支援については、今後、道場に関する商品開発を行うにあたり、空手家と意見交換を行い情報収集を
行う必要がある。 
・指導者の育成については、これまでの講習会等をとおして指導体制のノウハウが確立されてきているが、高段者による実際の演武
映像等はあまり残されていないため、伝統的な沖縄空手の型を継承するためにも映像を残す必要がある。 
・国内への指導者の派遣については、国内の渡航費支援申請件数は０件、海外への渡航費支援申請件数が２件と申請件数が少ないた
め、県内空手道場へ幅広く周知する必要がある。 
・巡回展の開催については、社会情勢の変化にかかわらず、インバウンドだけでない多方面からの集客のため、広報の充実を図る必
要がある。 
 
[成果指標] 
⑫社会経済情勢 
・県内空手道場における門下生数（１道場あたりの平均）については、指導者の育成を図ることで門下生数の増加にも寄与するもの
であるが、門下生数の減少は新型コロナウィルス感染症の拡大により空手道場の活動が制限された影響が考えられる。  

21.3

36 -267.5% 達成は困難
（R4年度） （R5年度）

計画値

33 35

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

県内空手道場における門下生数（１
道場あたりの平均）

人 32

23.1 23.1

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

5
巡回展の開催
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

10,885

巡回展の開催回数（累計）
　宜野湾市立博物館にて沖縄空手の伝播をテー
マとした巡回展を開催し、展示説明会、関連講
座、空手体験等の関連イベントを開催した。

１回（３
回）

1回（3回) 順調
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・学校への講師の派遣については、子どもに対して体験レベルの指導ができるよう指導者の育成を図りつつ、北部や離島地域も含め
て、派遣校数を増やしていく。 
②連携の強化・改善 
・関係団体の自主事業に対する支援については、沖縄空手道振興会と連携・協力を強化し、道場主の協力を得ながら、県内道場の情
報収集を行う。 
・国内への指導者の派遣については、ホームページや（一社）沖縄伝統空手道振興会を通して県内空手道場に幅広く制度を周知して
いく。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・指導者の育成については、高齢のため演武が難しくなってくる高段者もいるため、後世へ残すため高段者の型演武映像をアーカイ
ブ化する。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・巡回展の開催については、幅広い層の県民に沖縄空手の巡回展に関心を持っていただけるように、幅広い広報活動を展開するとと
もに、県内各道場指導者へも直接呼びかけを行う。 
 
[成果指標] 
・県内空手道場における門下生数（１道場あたりの平均）については、引き続き指導者の育成を図ることが必要であり、指導者の育
成を継続的に取り組んでいく。  
また、幼少期の子どもが空手に触れる機会を創出する観点から、子どもに対して体験レベルの指導ができるよう保育所等専門指導者
育成セミナーを開催するとともに、北部や離島地域への派遣を含めて、派遣校数を増やしていく。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
出前講座の開催
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

120

沖縄空手会館における出前講座の開催
回数（累計） 　沖縄空手の学術研究を推進するとともに、沖

縄空手の理解促進や知識を深めることを目的
に、空手の専門家が発表する場を設け、研究会
を実施したい。

１回（３
回）

1回（３回） 順調

○沖縄空手会館の利活用促進

3
企画展の開催
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

10,885

沖縄空手会館における企画展の開催回
数（累計）

　「空手普及、120年の布石」をテーマとした
企画展を開催し、併せてオープニングイベント
や展示解説会、関連講座等を開催した。また、
専門性が高いため監修委員会を開催し、専門家
の意見を取り入れながら実施した。１回（３

回）
1回（3回) 順調

順調

2

国内外の空手愛好家の受
入
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

10,358

コーディネーターの配置人数（内訳） 　沖縄空手に関する各種問合せに対応する窓口
開設、コーディネーター２～３名の配置を行
い、県内町道場と空手家とのコーディネート業
務を行った。

３名（継続
３名）

3名 順調

実績 進捗状況

○学術研究の深化・発信及び空手愛好家の受入体制強化

1
沖縄空手ガイドの養成
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

11,676

沖縄空手専門ガイドの養成人数（累
計）

　沖縄空手の歴史や特徴等を学ぶ養成講座を実
施し、沖縄空手の専用のガイドを養成した。

24人（72
人）

25人（91
人）

施策の方
向

・博物館相当施設としての機能を有する沖縄空手会館による沖縄空手に関する資料収集、調査研究、展示、教育普及等の
博物館法に規定される諸活動により、学術研究の深化・発信を推進するとともに、沖縄空手会館を拠点に官民挙げて世界
大会や各種セミナーの開催、沖縄空手案内センターによるコーディネートなど、空手愛好家の受入体制の強化を進め、広
く国内外に対し「空手発祥の地・沖縄」の発信に取り組みます。

・沖縄空手を見て、触れて、体感できるよう、遠足や修学旅行など、児童生徒の校外学習、県民の生涯学習、観光客向け
の体験プログラム等の場として、沖縄空手会館の利活用促進に取り組みます。

・沖縄空手に関する様々なコンテンツの制作や国内外のイベントでの空手家による演武披露のほか、女性の美容やシニア
の健康を目的としたエクササイズ等による魅力発信に取り組みます。

関係部等 文化観光スポーツ部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－ウ 沖縄空手の保存・継承・発展

施策 １－（４）－ウ－② 沖縄空手会館を拠点とした「空手発祥の地・沖縄」の強力な発信
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

55

担当部課名 文化観光スポーツ部空手振興課

達成状況の説明

　県外で開催される物産展・旅行展での空手演武等を行うイベントの観覧者へは「空手発祥の地・沖縄」を普及できているが、イベ
ント外（観覧していない人、イベント開催地以外の地域）の一般層への普及活動ができていないため、目標達成に至らなかった。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「達成は困難」である。 
 
[主な取組] 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・沖縄空手ガイドの養成については、聖地・沖縄での空手修行や縁の地訪問といった強固な目的意識をもったインバウンドが増えて
きており、空手ガイドの需要の増加が想定されているが、空手ガイドの実働人数が少ない。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・国内外の空手愛好家の受入については、利用者が必要な情報に簡単にアクセスできるよう、ホームページの掲載方法の検討や掲載
情報の整理等を行う必要がある。 
・企画展の開催については、観光客数の増加を見込み、国内外からの観覧者を取り込むため、展示内容のさらなる充実を図るととも
に、空手体験等の他事業との連携により、あらゆる世代を誘客できるような開催プログラムとする必要がある。 
・出前講座の開催については、沖縄空手のユネスコ無形文化遺産を目指すことへの理解促進と、知識を深めるための相乗効果を高め
る出前講座を検討する必要がある。 
・沖縄空手の普及・啓発については、県外イベントへ４回出展できたが「空手発祥の地・沖縄」の認知率は減少傾向となったため、
より人の集まる大規模なイベントへの出展を行い認知率を向上させたい。 
・沖縄空手関連コンテンツの制作については、国内外の観光客が参加し、沖縄空手の普及・啓発に一定の成果が見られた。しかし、
より多くの観光事業者の参画を促す必要があることから、事業者向け説明会の開催や、関係団体との連携強化が必要である。 
 
[成果指標] 
⑤周知・啓発不足等 
・県外における「空手発祥の地・沖縄」の認知率については、県外で開催される物産展・旅行展での空手演武等を行うイベントの観
覧者へは「空手発祥の地・沖縄」を普及できているが、イベントを観覧していない人やイベント開催地以外の一般層への普及活動が
できていないため、県外に幅広く情報発信を行う必要がある。 

29.2

55 -41.8% 達成は困難
計画値

42.9 48.9

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

県外における「空手発祥の地・沖
縄」の認知率

％ 36.8

30.8 30.7

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

6

沖縄空手関連コンテンツ
の制作
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

6,486

コンテンツ制作に対する支援件数（累
計） 　観光関連事業者が造成する空手ツーリズム商

品（２件）に対する補助を行い、順調に取組を
推進できた。

１件（３
件）

2件（５件） 順調

○沖縄空手の魅力発信

5
沖縄空手の普及・啓発
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

21,610

県外イベントにおける演武等の実施回
数（累計）

　令和６年度は、東京都、愛知県、東京都、大
阪府の４ヵ所で空手演武ステージとＰＲブース
出展を実施した。動画広告を配信することで
「空手発祥の地・沖縄」の認知率向上に努め
た。４回（12

回）
4回（10回） 順調
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・沖縄空手関連コンテンツの制作については、大規模な空手イベントにあわせて情報発信を行うとともに、事業者向け説明会の開催
や関係団体との連携を通じて、空手ツーリズム受入体制構築事業の認知度向上と理解促進を図る。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・国内外の空手愛好家の受入については、引き続き、これまでホームページに掲載した情報を整理し、不要な情報の削除、必要な情
報に簡単にアクセスできる掲載方法の検討、空手カレンダーや県内道場一覧等の情報充実を図る。 
・企画展の開催については、幅広い層の県民に沖縄空手の企画展に関心を持っていただけるように、幅広い広報活動を展開するとと
もに、県内各道場指導者へも直接呼びかけを行う。 
・沖縄空手の普及・啓発については、国内・海外から多くの人が訪れる大阪・関西万博において空手演武等のステージを行うこと
で、「空手発祥の地・沖縄」の認知率向上につなげる。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・沖縄空手ガイドの養成については、これまでに養成した空手ガイドの実働人数を増やすため、卒業生向けの実践研修について検討
する。 
⑧その他 
・出前講座の開催については、ユネスコ無形文化遺産登録に向けた出前講座の開催に取り組み、県民への沖縄空手に対する知識を深
め、登録に向けた取り組みへの理解促進に繫げる。 
 
[成果指標] 
・県外における「空手発祥の地・沖縄」の認知率については、県外イベントでの空手演武を実施するにあたって、より多くの人々に
観覧してもらえるよう情報発信するとともに、ＳＮＳの活用や沖縄空手映像コンテンツ制作等、イベント外の一般層にも普及できる
よう広報の充実を図る。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○沖縄空手を通した国際交流の推進

4

沖縄空手に関するイベン
トの開催
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

15,000

奉納演武及び記念演武祭の実施回数
（累計） 　10月25日に空手会館特別道場にて奉納演武、

10月27日に那覇市国際通りにて記念演武祭を開
催した。

１回（３
回）

1回（３回） 順調

○沖縄空手の海外普及の促進とグローバルネットワークの構築

3
海外への指導者の派遣
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

5,000

沖縄空手の指導者派遣及びセミナー等
の実施数（累計） 　熟練指導者が実施する国内でのセミナー等に

若手指導者が同行できるよう若手指導者を対象
とした渡航費支援補助を行っており、ハンガ
リーへの補助が１件、インドへの補助が１件と
なっている。海外２カ国

（５カ国）
海外2ヵ国

（５カ国）
順調

順調

2

沖縄空手少年少女世界大
会の開催
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

100,423

大会参加者数
　令和６年８月に「第２回沖縄空手少年少女世
界大会」本大会を開催し、国内外から1,438名
の参加があった。

2,000人 1,438人 やや遅れ

実績 進捗状況

○世界レベルの大会や国際的なイベントの実施

1
沖縄空手世界大会の開催
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

100,423

各種規程の検討等
　令和６年８月に「第２回沖縄空手少年少女世
界大会」本大会を開催し、国内外から1,438人
の参加があった。

各種規程の
検討等

―

施策の方
向

・世界に１億３千万人いるといわれる空手愛好家を対象に、沖縄空手世界大会や空手の日記念演武祭など、世界レベルの
大会や国際的なイベントを実施し、沖縄空手を通した国際交流の活性化に取り組みます。

・世界各地への指導者の派遣や海外の空手関係団体等との連携を通して、沖縄空手の海外普及の促進とグローバルネット
ワークの構築に取り組みます。

・「空手の日」や「世界のウチナーンチュ大会」等のイベントを活用して空手演武のギネス記録更新に取り組むほか、来
沖した海外空手家と県内児童生徒の交流の場を創出するなど、沖縄空手を通した国際交流を推進します。

関係部等 文化観光スポーツ部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－ウ 沖縄空手の保存・継承・発展

施策 １－（４）－ウ－③ 沖縄空手世界大会の定期開催等を通じた国際交流
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・沖縄空手に関するイベントの開催については、記念演武祭の構成段階から空手団体と意見交換等を行い、県内外から多くの空手家
に協力いただけるよう連携を取る。ポスター等広報物を活用し、広く県民に周知を行う。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・沖縄空手世界大会の開催については、第３回沖縄空手世界大会の開催に向け、大会周知のための関連イベント及び海外キャラバン
を実施し、大会の機運醸成を図る。 
・沖縄空手少年少女世界大会の開催については、第３回沖縄空手世界大会の開催に向け、大会周知のための関連イベント及び海外
キャラバンを実施し、大会の機運醸成を図る。 
⑧その他 
・海外への指導者の派遣については、ホームページや（一社）沖縄伝統空手道振興会を通して県内空手道場に幅広く制度を周知して
いく。 
 
[成果指標] 
・県外・海外からの空手関係者来訪数については、第３回沖縄空手世界大会の開催に向け、大会周知のための関連イベント及び海外
キャラバンを実施し、大会の機運醸成を図る。  
また、今後も継続的に記念演武祭が開催できるよう、県内空手道場や空手関係団体等と連携するとともに、記念演武祭の周知広報に
努める。

12,700

担当部課名 文化観光スポーツ部空手振興課

達成状況の説明

　令和６年８月には第２回沖縄空手少年少女世界大会を開催し、国内外から1,438人の参加があった。また、各空手団体及び道場にお
ける周年行事や、空手セミナーなどの開催もあったが、県外・海外からの空手関係者来訪数は目標12,700人に対し、実績8,496人とな
り、目標に届かなかった。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成の見込み」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
②他の実施主体の状況 
・沖縄空手に関するイベントの開催については、記念演武祭は、多くの空手家に演武の参加協力を行う必要があり、県内主要４団体
を中心に参加の呼びかけが求められる。また一般観覧者の増加を促すため、積極的に広報活動を行う必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・沖縄空手世界大会の開催については、令和８年度より15歳以上の一般の大会（世界大会）に統合することとなった。令和７年度は
県内予選の実施と併せて、令和８年度の本大会の実施に向けた機運醸成を図る必要がある。 
・沖縄空手少年少女世界大会の開催については、令和８年度より15歳以上の一般の大会（世界大会）に統合することとなった。令和
７年度は県内予選の実施と併せて、令和８年度の本大会の実施に向けた機運醸成を図る必要がある。 
・海外への指導者の派遣については、国内の渡航費支援申請件数は０件、海外への渡航費支援申請件数が２件と申請件数が少ないた
め、県内空手道場へ幅広く周知する必要がある。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・県外・海外からの空手関係者来訪数については、第２回大会には27の国・地域から競技に1,438名、セミナーに407名が参加し、国
際交流の促進と沖縄空手の継承に大きく寄与した。今後も定期開催が重要である。また、世界大会を契機に「空手の日」演武祭や各
空手団体や道場単位での大会やセミナーが開催され、国内外から来訪者が増加しており、継続的な大会運営が求められる。 
⑫社会経済情勢 
・県外・海外からの空手関係者来訪数については、コロナ禍の規制緩和を契機に、世界大会やセミナーへの県外・海外からの空手関
係者が増加しているが、成果目標に届かなかったため、今後は受入体制の強化に取り組み、来訪数の増加を図る。 

8,496

12,700 66.7%
目標達成の

見込み計画値

4,276 8,495

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

県外・海外からの空手関係者来訪数 人 71

1,971 9,228

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
県民等の気運醸成
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

9,984

沖縄空手関連イベント等を通じた普及
啓発の取組件数（累計） 　沖縄空手のユネスコ無形文化遺産登録を目指

すため、県民等の機運醸成に向けた取組（沖縄
空手アカデミー等）を実施した。

４件（12
件）

3件（11件） 概ね順調

○沖縄空手の学術研究の推進やユネスコ無形文化遺産登録に向けた気運の醸成

3
調査研究の実施
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

9,984

報告書作成件数 　沖縄空手のユネスコ無形文化遺産登録を目指
すため、空手が生活文化に浸透している実態を
民俗学的観点から悉皆調査に係る補足調査を実
施し、調査報告書を作成した。

１件 1件 順調

順調

2

沖縄空手会館の収蔵資料
整理
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

10,885

目録作成件数

　収蔵資料整理件数14万件を実施し、沖縄空手
会館の収蔵資料の充実を図った。

１件
140,000件
（420,000

点）
順調

実績 進捗状況

○沖縄空手の型に秘められた精緻な技と平和を希求し礼節を重んじる精神性の研究

1

沖縄空手に関する資料収
集・調査研究
(文化観光スポーツ部空手
振興課)

10,885

沖縄空手に関する戦前の新聞記事等の
収集件数（累計）

　沖縄空手会館閲覧室の新規資料の収集を実施
し、収蔵資料の充実を図った。

200件（600
件）

208件（625
件)

施策の方
向

・先人が築きあげてきた沖縄空手の型に秘められた精緻な技と平和を希求し礼節を重んじる精神性を研究し、その保存・
継承及び普及・啓発に関係機関や団体と協働して取り組みます。

・沖縄空手に関する学術研究を推進し深めるとともに、人格を高め「平和の武」といわれる沖縄空手の伝統文化としての
価値を広く啓発し、ユネスコ無形文化遺産登録に向けた気運の醸成に取り組みます。

関係部等 文化観光スポーツ部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－ウ 沖縄空手の保存・継承・発展

施策 １－（４）－ウ－④ ユネスコ無形文化遺産の登録に向けた取組の推進
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
⑤情報発信等の強化・改善 
・調査研究の実施については、ユネスコ無形文化遺産登録に向けた機運醸成を図るため、シンポジウム等を開催し、昨年度までにと
りまとめた調査結果報告書等を広く県民に周知等を行うほか、琉球舞踊など他分野と連携して、登録を目指す。 
・県民等の気運醸成については、ユネスコ無形文化遺産登録に向けた機運醸成を図るため、シンポジウム等を開催し、昨年度までに
とりまとめた調査結果報告書等を広く県民に周知等を行うほか、琉球舞踊など他分野と連携して、登録を目指す。 
⑧その他 
・沖縄空手に関する資料収集・調査研究については、引き続き学芸員の任期付き職員について、その必要性を再整理し、配置・確保
ができるよう調整を行う。 
・沖縄空手会館の収蔵資料整理については、引き続き学芸員の任期付き職員について、その必要性も再整理し、配置・確保ができる
ように調整を行う。 
 
[成果指標] 
・県民気運の醸成及び普及啓発のためのイベント参加人数については、沖縄空手のユネスコ無形文化遺産登録に向けて、引き続き、
沖縄空手関連イベントの開催による相乗効果を図るとともに、沖縄空手の学術研究を深めていき、空手が生活文化に浸透している実
態について県民向けに周知し、沖縄空手だけではなく、琉球料理等食文化などの分野とも連携した効果的な取組について検討する。

12,800

担当部課名 文化観光スポーツ部空手振興課

達成状況の説明

　ユネスコ無形文化遺産登録に向けた県民の機運醸成を図るため、シンポジウムを開催し、アーカイブ動画の配信を行っている。ま
た、空手の日関連イベントのほか、沖縄空手の普及啓発のためのイベントも実施した。これらの取組により、県民気運の醸成及び普
及啓発のためのイベント参加人数は目標値を達成した。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・沖縄空手に関する資料収集・調査研究については、令和６年度から学芸員の配置が認められたものの、任期付き職員としては配置
できなかったため、臨時的任用職員としての配置となった。引き続き学芸員の配置・確保に取り組む必要がある。 
・沖縄空手会館の収蔵資料整理については、令和６年度から学芸員の配置が認められたものの、任期付き職員としては配置できな
かったため、臨時的任用職員としての配置となった。引き続き学芸員の配置・確保に取り組む必要がある。 
・調査研究の実施については、沖縄空手のユネスコ無形文化遺産登録を目指すため、昨年度までにとりまとめた調査結果等を活用
し、機運醸成を図る必要があるほか、同様に登録を目指す琉球舞踊など他分野とも連携して取り組む必要がある。 
・県民等の気運醸成については、沖縄空手のユネスコ無形文化遺産登録を目指すため、昨年度までにとりまとめた調査結果等を活用
し、機運醸成を図る必要があるほか、同様に登録を目指す琉球舞踊など他分野とも連携して取り組む必要がある。 
 
[成果指標] 
⑤周知・啓発不足等 
・県民気運の醸成及び普及啓発のためのイベント参加人数については、沖縄空手のユネスコ無形文化遺産登録に向け、沖縄空手関連
イベントの開催による相乗効果により、県民の機運醸成や普及啓発に向けたイベント参加者数は計画通り進捗している。 
⑥その他個別要因 
・県民気運の醸成及び普及啓発のためのイベント参加人数については、沖縄空手のユネスコ無形文化遺産登録に向けて、沖縄空手の
学術研究をさらに深めていき、県民向け周知を図るとともに、沖縄空手だけではなく、琉球料理等食文化などの分野とも連携した県
民の機運醸成のほか、効果的な取組について検討する必要がある。 

14,196

12,800 達成 目標達成
計画値

11,933 12,367

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

県民気運の醸成及び普及啓発のため
のイベント参加人数

人 11,500

3,942 13,135

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
製造技術の向上
(商工労働部ものづくり振
興課)

24,546

検査所配置数（累計） 　県内10ヵ所（那覇市2ヵ所、宮古島市、石垣
市、沖縄市、大宜味村、読谷村、南風原町、久
米島町、与那国町）に「沖縄県伝統工芸製品検
査員」を11名配置し、染織物工芸品の検査を実
施した。10箇所（30

箇所）
10箇所 順調

○工芸事業者等の経営基盤の強化

3
技術講習等の実施
(商工労働部ものづくり振
興課)

5,535

技術講習会の実施回数（累計） 　八重山地区の産地組合へ原材料確保に向け現
状把握等支援を実施するとともに、経糸技術講
習会２回開催した。併せて、陶器の組合に対し
て、R5調査にて出土した土の試験研究結果など
の報告会を開催した。１回（３

回）
2回 順調

順調

2
工芸技術者の育成
(商工労働部ものづくり振
興課)

30,012

工芸技術研修修了者数（累計）
　令和６年４月～令和7年3月までの１年間研修
を実施し、織物２名、紅型３名、漆芸４名、木
工４名の計1３名が修了した。

８人（24
人）

13人 順調

実績 進捗状況

○伝統的な技術・技法の継承と高度化

1
県工芸士の認定
(商工労働部ものづくり振
興課)

348

県工芸士認定者数（累計） 　工芸産地組合または市町村からの推薦を受け
た工芸従事者７名について、外部有識者等で構
成される認定委員会による書類審査、作品審査
の上、沖縄県工芸士として７名を認定した。

５人（15
人）

7人

施策の方
向

・原材料の安定確保、製造技術の向上、工程の見直し等により安定した製品供給体制の確立を図り、工芸事業者等の経営
基盤の強化に取り組みます。

・沖縄県工芸士認定制度の活用や人材育成を通して、伝統的な技術・技法の継承と高度化に取り組みます。

・おきなわ工芸の杜を活用した伝統工芸の体験学習や情報発信等により、消費者と作り手との交流を広げ、伝統工芸の啓
発普及と消費の拡大を図ります。

関係部等 商工労働部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－エ 伝統工芸の振興

施策 １－（４）－エ－① 伝統的な技術・技法の継承と経営基盤の強化
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

1.9

担当部課名 商工労働部ものづくり振興課

達成状況の説明

　工芸品生産額は、１年後に実績値が確定する。直近の令和５年度の従事者一人あたりの工芸品生産額は2.3百万円に増加し、目標値
を達成した。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・工芸技術者の育成については、今年度から新設した研修生の随時の受け入れについて、応募数が想定よりもやや少ない結果となっ
た（４名→１名） 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・製造技術の向上については、円滑な検査業務を行うため、検査員との連絡を密にし、課題があれば、当該産地組合とも課題を共有
し解決に向け対応するなど工芸産地組合との連携し、検査員の早期退職を防ぐ。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・県工芸士の認定については、令和６年度は、被推薦者が７名と前年度より２名増加したが、推薦された分野が３分野のみと偏って
いたので、今後も産地組合と連携を図り、候補者を掘り起こす必要がある。 
・技術講習等の実施については、原材料確保は栽培など課題改善に時間を要するため、継続的な取組が必要である。そのため、産地
組合の原材料確保に向け、原材料確保計画等の策定に向けた支援および技術講習等を引き続き実施する必要がある。 
・おきなわ工芸の杜の活用については、当該施設の認知向上のため、HPおよびSNSにて施設のイベント情報などの周知に加え、施設の
取組や実施事業についても広報を強化する必要がある。 
・作り手と消費者との交流促進については、貸し工房については、入居事業所数増加傾向にあるが、インキュベート施設としてのＰ
Ｒは継続して行う必要がある。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・従事者一人あたりの工芸品生産額については、品質および商品価値の向上や、製造工程の見直しおよび経営改善、販路開拓の取り
組みに加え、県内観光客数の増加等で観光消費が促進されたこと等により工芸品の生産額が増加し、目標値を達成した。 

2.3

1.9 233.3% 目標達成
R3年度 R4年度 R5年度

計画値

1.7 1.8

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

従事者一人あたりの工芸品生産額 百万円 1.6

1.6 1.9

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

6

作り手と消費者との交流
促進
(商工労働部ものづくり振
興課)

69,257

入居事業所数（累計）

　入居事業者の募集および選定をした。 
　イベントの誘致を実施するとともに、自主事
業イベントを２回開催した。

10事業所
（30事業

所）
22事業所 順調

○おきなわ工芸の杜を活用した伝統工芸の啓発普及と消費の拡大

5
おきなわ工芸の杜の活用
(商工労働部ものづくり振
興課)

69,257

施設の総利用者数（累計）
　施設入居者向けの支援として、ハンズオン支
援や専門家を招いたセミナーを3回実施。豊見
城城址公園エリア一帯での周知・魅力発信の機
会として、沖縄空手会館と共同イベントを開
催。

36,000人
（108,000

人）
97,419人 順調
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・製造技術の向上については、各産地組合への事業説明や日々の情報交換により、検査業務の重要性および必要性への理解を得た上
で、検査員の推薦を依頼し、検査員の確保および確実な検査実施につなげる。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・工芸技術者の育成については、次年度は広報を強化し、受け入れ人数の増を図る。 
・おきなわ工芸の杜の活用については、SNSにおけるイベント情報の投稿をはじめとした情報発信に加え、空手会館など近隣施設と連
携を図り、引き続き、広報を強化する。 
・作り手と消費者との交流促進については、引き続き、貸し工房の入居者募集の情報などの施設案内をホームページ等で行うととも
に、業界団体等へ周知をする。 
⑧その他 
・県工芸士の認定については、事業協同組合等を対象に実施する工芸産業振興施策説明会において、候補者の調査、把握について協
力を呼びかけるなど、産地組合や市町村と連携強化を図り、推薦にふさわしい工芸従事者の掘り起こしを行う。 
・技術講習等の実施については、産地組合の原材料確保のため、原材料確保計画等の策定に向けた支援および技術講習等を引き続き
実施する。 
 
[成果指標] 
・従事者一人あたりの工芸品生産額については、引き続き、工芸従事者のさらなる生産額増加のため、技術力やデザイン性の向上に
より品質および商品価値を高めつつ、製造工程の見直しや経営改善、販路開拓など多角的な支援を広げる必要がある。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
販路拡大
(商工労働部ものづくり振
興課)

3,000

沖縄工芸ふれあい広場開催件数（累
計）

　東京銀座にて沖縄の工芸品を一堂に集めた展
示会を開催した。

１件（３
件）

1件 順調

○おきなわ工芸の杜における作り手と異業種の交流促進及び国内外への効果的な販路拡大等

3

作り手と異業種の交流促
進
(商工労働部ものづくり振
興課)

69,257

異業種交流会の実施件数（累計）
　県内外の工芸従事者、支援者等のネットワー
クと入居者との交流を目的としたセミナーおよ
びワークショップを２回開催した。

１件（３
件）

2件 順調

順調

2
技術支援事業
(商工労働部ものづくり振
興課)

1,320

工芸技術指導事業所数（累計）
　工芸産地組合および織物・染色、漆芸、木工
等の工芸縫製製品生産者、従事者向けの講習会
開催、専門職員による現場指導、技術相談や情
報提供をした。100事業所

（300事業
所）

328事業所 順調

実績 進捗状況

○新たな工芸品の開発及び二次加工製品製造の支援

1
工芸研究事業
(商工労働部ものづくり振
興課)

929

工芸技術の試験研究・開発実施件数
（累計） 　染織・木漆工に関する試験研究、開発研究業

務を３テーマ（染織分野、木漆工分野等）実施
し、工芸業界関係者へ周知した。

２件（６
件）

3件

施策の方
向

・産地や試験研究機関等との有機的な連携を図り、工芸の要素・資源や技術・技法を活用した新たな工芸品の開発及び二
次加工製品の製造の支援に取り組みます。

・おきなわ工芸の杜において、作り手と異業種の交流を促進し、新たな市場開拓や商品開発、ビジネスモデルの創出を推
進するとともに、消費者の感性に働きかける感性型製品の開発やブランド力の向上、おきなわ工芸の杜やICTを活用した県
民や観光客に対する情報発信の強化、国内外への効果的な販路拡大等に取り組みます。

・工芸品の認知度向上のため、展示会の開催や文化施設等との連携など、県民をはじめ多くの方々へ伝統工芸に触れる機
会を提供し、沖縄工芸の魅力や価値の向上に取り組みます。

関係部等 商工労働部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（４）－エ 伝統工芸の振興

施策 １－（４）－エ－② 伝統工芸を活用した感性に働きかける魅力的なものづくりの振興
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

3,007

担当部課名 商工労働部ものづくり振興課

達成状況の説明

　工芸品生産額は、１年後に実績値が確定する。直近の令和５年度の実績値は、観光需要等の増により前年から大幅に増加して3,664
百万円となり、目標値を達成した。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　外部環境の分析 
⑤県民ニーズの変化 
・工芸研究事業については、工芸事業者の抱える課題について、さらに分析し、内容を精査の上実施する必要がある。具体的な実施
内容は、工芸原材料に関するものが多く、木材や貝など天然素材の代用材の研究である。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・技術支援事業については、産地組合や事業者等に対して要望調査を実施しているが、当該調査では要望を十分に把握できなかった
り、確認した内容が不十分だったりする事例がある。 
・作り手と異業種の交流促進については、工芸とは異なる分野の事業者との交流・連携の機会の創出につながった。事業者としての
経営力強化や販路拡大につながる効果的な交流の場となるよう、引き続き取り組む必要がある。 
・販路拡大については、商談会の実施をより効果的にするため、商談会の実施に加え、各産地組合の商談会を支援する取組（セミ
ナー等）の実施を検討する必要がある。また、毎年度、同時期・同場所で開催し、認知度も高まり多くの来場者がある。高まった認
知度を活かし、産地組合のさらなる収益につなげるよう、新たな取組を検討する必要がある。 
・展示会の開催については、来場者数が減少傾向にあることから、生産者の意欲の高揚・技術向上の観点からも、来場者数および作
品応募者数の増加に向けて取り組む必要がある。 
・webサイト等による情報発信については、Instagramを活用した情報発信やイベント時の広報活動等については、利用者がより使い
やすいサイトとなるよう工夫する必要がある。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・工芸品生産額については、新型コロナウィルス感染症の影響により落ち込んでいた観光客が回復し、工芸品の需要が高まったこと
により、生産額の増に寄与した。 

3,664

3,007 230.1% 目標達成
R3年 R4年 R5年

計画値

2,670 2,839

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

工芸品生産額 百万円 2,502

2,374 2,862

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

6

webサイト等による情報発
信
(商工労働部ものづくり振
興課)

69,257

ページ閲覧数（累計）
　おきなわ工芸の杜で開催されるイベントやセ
ミナー等に関する情報などを定期的に更新し情
報を発信した。併せて、体験工房や貸し工房入
居者が実施する体験プログラムを掲載するな
ど、工芸体験の周知を強化した。

30,000件
（90,000

件）
93,000件 順調

○伝統工芸に触れる機会の提供

5
展示会の開催
(商工労働部ものづくり振
興課)

3,500

工芸公募展の開催件数（累計）
　おきなわ工芸の杜にて沖縄県工芸公募展を開
催し、作品の応募者数49人、応募点数59点、来
場者数は418人となった。

１件（３
件）

1件 順調
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・作り手と異業種の交流促進については、入居事業者の収益向上、販路拡大に向けて、工芸とは異なる分野の事業者との交流・連携
の機会の創出を図る。 
・販路拡大については、展示会および商談会の実施が首都圏での継続的な取引につながるよう、産地組合との意見交換の場を複数回
設け、取組方法を検討する。また、効果的な商談会の実施にむけ、産地組合への支援方法も検討する。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・販路拡大については、従来の広報に加え、インターネットやSNSを活用し、既存客と新規来場者の集客に努める。　展示会と併せ
て、継続的な取引を増やす機会となる商談会を実施する。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・webサイト等による情報発信については、SNSを活用した情報発信やイベント時の広報活動等、利用者がより使いやすいサイトとな
るよう引き続き強化する。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・工芸研究事業については、取り組みを継続実施し得られた新しい知見について情報発信をする。 
⑧その他 
・技術支援事業については、産地組合等が求める技術支援の要望を十分に拾い上げるため、調査票の内容見直しを行う。 
・展示会の開催については、作品募集を工芸産地組合や市町村と連携し、作品募集を周知することに加え、工芸従事者や来場者に届
くようＳＮＳ等での広報方法を引き続き検討する。 
 
[成果指標] 
・工芸品生産額については、引き続き、工芸品生産額の増加を図るため、製品開発力の強化や販路拡大等の取組を支援する。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

5件

○「見せる復興」の推進

4

見せる復興での催事開催
と復興状況の情報発信
(土木建築部首里城復興
課)

35,000

復興に関する催事開催及び情報発信件
数（累計）

　令和６年度は、１２月に親子で楽しめる体験
イベントを１回、プロジェクションマッピング
等を楽しめるナイトコンテンツイベントを１回
開催した。また、首里城復興に関する情報発信
については、月平均５回発信した。

催事 １件
（３件）

2件

順調

情報発信 月
１件

○首里城の早期復元

3
寄附金活用による復元
(土木建築部首里城復興
課)

897,785

寄附金活用による復元部位数（累計）

　正殿の懸魚等の木彫刻物や赤瓦・雲型飾瓦等
を製作・調達し、国への引き渡しを行った。

４部位（９
部位）

8部位（12部
位）

順調

順調

2

首里城赤瓦についての調
査研究
(商工労働部ものづくり振
興課)

3,649

支援件数（累計）

　首里城瓦の試作時の立会、首里城瓦製造時の
各工程の立ち会い等を13回実施、助言した。

３件（11
件）

13件 順調

実績 進捗状況

○復元・修復に携わる人材の確保・育成及び県産資材の利活用

1

県内技術者及び県産資材
の活用による復元
(土木建築部首里城復興
課)

897,785

県内技術者及び県産資材の活用による
復元部位数（累計）

　正殿の赤瓦・雲型飾瓦を調達し、国への引き
渡しを行った。

１部位（３
部位）

2部位（４部
位）

施策の方
向

・国及び首里城復元に関係する技術者・関係機関との連携の下、復元・修復に携わる人材の確保と育成を推進するととも
に、復元に必要とされる木材や赤瓦等の県産資材の調査・研究を進めるなど、県産資材の利活用に取り組みます。

・県民をはじめ国内外から寄せられた寄附金に関しては、国との連携の下、正殿の木材や赤瓦など首里城の象徴的な箇所
に活用し、首里城の早期復元に向けて取り組みます。

・今般の首里城火災に対し、国内外より激励や復興に向けた支援が数多く寄せられている中、首里城の復興に当たって
は、正殿及び関連施設の復元過程の公開を行うとともに、「復興」の理念と道筋について、国内外へ積極的に情報発信
し、県民や多くの方々の復興に対する継続的な関心につながるよう、観て、学び、楽しめる「見せる復興」に取り組みま
す。

関係部等 土木建築部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（５）－ア 首里城の復興

施策 １－（５）－ア－① 正殿等の早期復元と復元過程の公開
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

担当部課名 土木建築部首里城復興課

達成状況の説明

　沖縄県国営沖縄記念公園（首里城地区）の供用面積は、首里城公園（有料区域）の供用面積によって、復元整備の進捗を示す成果
指標としている。正殿等の施設の段階的工事完了に伴い、供用面積が増加していく。正殿完成の令和８年度以降に供用面積が増えて
いく予定。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・首里城赤瓦についての調査研究については、事業は順調に進み、首里城瓦の研究開発と製造における品質管理を徹底できた。同様
の研究開発および品質管理が首里城磚瓦にも求められている。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・見せる復興での催事開催と復興状況の情報発信については、令和８年度の正殿完成に向け、工事が大きく進捗することが想定され
るため、状況を踏まえたイベントを検討する必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・県内技術者及び県産資材の活用による復元については、国内外からの寄付者の想いを受けて資材調達や制作物を製作していること
から、調達・製作の様子や進捗状況をより積極的に情報発信する必要がある。 
・寄附金活用による復元については、国内外からの寄付者の想いを受けて資材調達や製作物を製作していることから、調達・製作の
様子や進捗状況をより積極的に情報発信する必要がある。 
 
[成果指標] 
⑧他の事業主体の取組進展 
・沖縄県国営沖縄記念公園（首里城地区）の供用面積については、令和８年秋の正殿完成に向けて順調に整備が進んでいる。 

[主な取組] 
⑤情報発信等の強化・改善 
・県内技術者及び県産資材の活用による復元については、首里城復興課ホームページやSNS等を一層活用するとともに、正殿完成に向
けて高まる期待感から増えると予想される取材についても関係者と円滑に調整し、調達等に関する情報を一層発信する。 
・寄附金活用による復元については、首里城復興課ホームページやSNS等を一層活用するとともに、正殿完成に向けて高まる期待感か
ら増えると予想される取材についても関係者と円滑に調整し、調達等に関する情報を一層発信する 
⑧その他 
・首里城赤瓦についての調査研究については、本事業の成果を首里城磚瓦へ応用する。 
・見せる復興での催事開催と復興状況の情報発信については、工事の進捗を踏まえつつ、県民に復興状況を効果的に伝えられるよ
う、イベントを検討する。 
 
[成果指標] 
・沖縄県国営沖縄記念公園（首里城地区）の供用面積については、引き続き、首里城正殿完成に向けた取組を推進していく。

6,324 達成 目標達成
計画値

6,324 6,324 6,324

沖縄県国営沖縄記念公園（首里城地
区）の供用面積

㎡/㎡ 6,324

6,324 6,324 6,324

達成率 達成状況
R4 R5 R6 R6年度

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

5
円覚寺跡三門復元整備事
業
(教育庁文化財課)

92,490

円覚寺跡三門復元整備

　三門の復元に向けて、本体一層部分の建築工
事を実施した。

三門公開 復元工事 やや遅れ

○歴史文化遺産の計画的な整備や歴史・文化を体験できる行催事等の推進

4
中城御殿跡の整備
(土木建築部首里城復興
課)

536,841

中城御殿跡地整備の進捗率
　歴史文化遺産である中城御殿跡の整備するた
めに、中城御殿新築工事に着手した。また上之
御殿整備工事（１期）が完了した。

15.0％ １５％ 順調

3
首里城跡景観整備事業
(教育庁文化財課)

39,084

首里城跡の景観を保全するための整備
件数（累計） 　前年度に引き続いて南城郭石積みと継世門櫓

の修復工事を進めるとともに、歓会門櫓及び久
慶門櫓の修復に係る調査設計委託と、西のアザ
ナ城壁石垣の悉皆調査委託を実施した。

１件（３
件）

1件 順調

順調

○「新・首里杜構想」による歴史まちづくりの実現

2

自然・歴史・文化を感じ
る景観の創出
(土木建築部首里城復興
課)

75,040

歴史まちづくりの促進に向けた協議会
の開催回数（累計）

　首里杜地区まちづくり推進協議会を２回開催
し、地域住民と検討・課題の共有を図った。

１回（３
回）

2回 順調

実績 進捗状況

○首里城公園の防火対策の強化

1

首里城公園の防災機能の
強化
(土木建築部首里城復興
課)

215,453

公園管理センター及び首里杜館の改修
工事進捗率

　公園管理センター増築・改修および首里杜館
の改修工事を契約し、工事着手した。

40.0％ 40％

施策の方
向

・首里城公園の特性や想定される様々な出火要因等を踏まえた新たな防火対策等の実施や公園全体の防火対策の強化を図
り、国や関係機関と連携した再発防止策の策定及び安全性の高い施設管理体制の構築により、二度と火災により焼失を生
じさせないよう取り組みます。

・首里城を中心とした首里杜地区において、「新・首里杜構想」による歴史まちづくりの実現に向けて、行政・有識者・
住民・企業等の関係者が連携して、自然・歴史・文化を感じる景観の創出に取り組みます。

・県営公園内の中城御殿跡や円覚寺跡等の歴史文化遺産の計画的な整備や、歴史・文化を体験できる行催事等を推進し、
首里城公園の魅力の向上を図るとともに、御茶屋御殿等の地域に点在する文化資源の段階的な整備について、事業主体や
保存に係る調査等の課題解決に向けて、那覇市、国と連携して実現可能な方策や観光資源としての利活用の検討に取り組
みます。

・観光交通の分散化を促す取組及び大型バス駐車場やパーク・アンド・ライドの推進等による観光客の受入環境の整備、
龍潭線及び周辺道路の無電柱化や道路整備による交通環境の整備、公共交通網の充実やICTを活用した情報提供による歩行
者が周遊しやすい環境の形成に取り組みます。

関係部等 土木建築部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（５）－ア 首里城の復興

施策 １－（５）－ア－② 首里城公園の管理体制の強化と首里杜地区の歴史まちづくりの推進
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

880,000

担当部課名 土木建築部首里城復興課

達成状況の説明

　令和６年度の首里城公園来場者数は、１，６７１，６９１人となり、目標値を大きく上回った。

1,671,691

880,000 達成 目標達成
計画値

518,409 699,475

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

首里城公園来場者数 人 337,884

997,368 1,446,286

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○歩行者が周遊しやすい環境の形成

7

観光地マネジメントの推
進
(土木建築部首里城復興
課)

44,455

交通環境改善等の対策数（累計） 　首里杜館駐車場大型バス予約システムの本格
運用を開始した。 
公共交通利用促進に向けて、公共交通機関にお
ける来園者の交通手段のぶん担率と公共交通機
関のキャパシティについて調査した。１対策（２

対策）
1対策 順調

6

首里城公園の観光資源と
しての活用
(文化観光スポーツ部観光
振興課)

0

イベント等後援の実施
　令和６年11月２日～11月４日まで開催された
「令和６年度 首里城復興祭」について後援を
行った。

実施 実施 順調
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・首里城跡景観整備事業については、当該事業は文化財の修復であるため、公園管理者等や文化庁との綿密な協議を行いながら、文
化財のとしての価値を毀損せず安全性が確保できるように事業を進める。 
②連携の強化・改善 
・首里城跡景観整備事業については、文化財の修復工事に対応可能な業者が限定されていることから、現在国が進めている首里城正
殿等復元工事と競合することがないよう、発注時期の調整や事業計画の見直し等を検討する。 
・円覚寺跡三門復元整備事業については、文化庁と三門背後の境内の整備計画の策定の必要性及び重要性について、引き続き協議を
行う。 
③他地域等事例を参考とした改善 
・円覚寺跡三門復元整備事業については、これまでに県内の史跡等の整備計画等の策定を受注した業者の情報収集を行う。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・自然・歴史・文化を感じる景観の創出については、資料の配布や発信方法、参加方法を検討する。また、地域住民だけでなく地域
事業者を参画させるしくみづくりを行う。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・円覚寺跡三門復元整備事業については、円覚寺跡復元整備後の防火防災設備計画等について、現在先行している首里城公園と連携
できるよう、関係機関との調整を図る。 
⑧その他 
・首里城公園の防災機能の強化については、実施業務の中で防災関連業務に支障が生じないよう工事フェーズを分け、施設管理者と
密に情報共有を図りながら計画した施工計画に基づき、工事中も情報共有を図りながら施工を進める。 
・中城御殿跡の整備については、定例会議以外にも随時調整を実施、当課・設計監理・現場施工者間での調整をスムーズに行うため
の体制、那覇市との連携も密に行い工事進捗を進めていく。 
・首里城公園の観光資源としての活用については、引き続き首里城に関するイベント等の後援を行うとともに、令和８年度首里城正
殿完成に向けて首里城公園の観光資源としての活用を促す。 
・観光地マネジメントの推進については、首里城公園駐車場運用ルールをバス事業者へ周知するとともに、予約できないバスの対応
を検討する。 
 
[成果指標] 
・首里城公園来場者数については、首里城公園の管理体制の強化対策としては、防災機能強化のための公園管理センター増築・改修
工事を完成させる。また、防災設備整備工事も行う。首里杜地区の歴史まちづくりの推進については、観光交通分散化を促すルート
作りの取組や中城御殿跡地整備事業の整備を推進していく。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・首里城跡景観整備事業については、当該事業は文化財の修復であることから、事業を円滑に進めるには公園管理者等だけでなく、
文化庁との綿密な協議が必要となる。 
・円覚寺跡三門復元整備事業については、三門の復元後、かつて境内にあった建造物の復元に向けて、首里城正殿等の火災の状況を
基本に円覚寺跡復元整備委員会にて、防火防災設備について検討する必要がある。また、現在復元工事を進めている三門に引き続
き、今後の境内の整備や活用方法等について、整備委員会で検討する必要がある。 
②他の実施主体の状況 
・首里城跡景観整備事業については、文化財の修復工事に対応可能な業者が限定されているため、現在国が進めている首里城正殿等
復元工事と競合することがないよう、今後の事業計画を検討していく必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・円覚寺跡三門復元整備事業については、首里城正殿等火災があったことから、円覚寺に所在する建造物の復元計画に基づき、円覚
寺跡復元整備委員会において、防火防災設備の計画を策定し、審査を受けたい。 
・首里城公園の観光資源としての活用については、令和８年度首里城正殿完成を見据え、首里城公園の観光資源としての活用が活発
になっている。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・首里城公園の防災機能の強化については、実施業務の中で防災関連業務に支障が生じないよう工事フェーズを分け、施設管理者と
密に情報共有を図りながら計画した施工計画に基づき、工事を進める必要がある。 
・自然・歴史・文化を感じる景観の創出については、成果や活動内容をもっと多くの地域住民・事業者へ周知したい。 
・中城御殿跡の整備については、工事施工者が複数あり施工計画の調整、新たに出現した遺構の保護方法検討、那覇市と協力して実
施する展示収蔵庫部分の内装工事等について、関係機関との連携が複雑となっている。 
・観光地マネジメントの推進については、大型バス予約システムの使い勝手の改善、ルールに従わず路上乗降するバスへの対策が必
要になる。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・首里城公園来場者数については、首里城公園の管理体制強化としては、防災拠点機能強化のための公園管理センター増築・改修工
事を行った。首里杜地区の歴史まちづくりの推進としては、大型バス予約システムの本格運用および公共交通利用促進へ向けた調査
業務など交通渋滞対策を実施した。 
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

4
在外琉球沖縄関連文化財
調査
(教育庁文化財課)

2,432

在外琉球沖縄関連文化財の調査地数
（累計） 　令和５年度末に返還された琉球国王肖像画と

考えられる絵画について、有識者による「返還
文化財保存修復検討委員会」を設置し、詳細な
科学分析を実施した。

１カ所 1カ所 順調

○被災した文化財等の修復・復元や琉球王朝時代の文化財等の所在調査

3
県指定文化財の修復
(教育庁文化財課)

929

修復を終了した文化財の件数（累計） 　令和３年度から３か年かけて、県指定有形文
化財「黒漆牡丹七宝繋沈金食籠」の修復が完了
し、令和６年度からより破損の激しい県指定有
形文化財「黒漆菊花鳥虫七宝繋沈金食籠」の修
復に着手した。１件（２

件）
1件 順調

順調

○首里城及び周辺文化財の発掘調査の成果発信

2
首里城及び周辺文化財の
情報発信
(教育庁文化財課)

―

首里城及び周辺文化財に関する企画展
の開催回数（累計） 　首里城跡及び周辺文化財に関する情報を広く

発信するため、発掘調査報告書のウェブ発信を
行うとともに、県立埋蔵文化財センター等で企
画展を開催した。

１回（３
回）

1回 順調

実績 進捗状況

○首里城正殿遺構の保護対策や公開

1
首里城正殿遺構の適切な
保護及び公開
(教育庁文化財課)

―

沖縄総合事務局が実施する水分量計測
のデータを基にした「遺構水分量計測
値チェック」の実施回数

　首里城正殿復元工事に伴う遺構の毀損等を防
ぐため、前年度に実施した覆砂や発泡スチロー
ルを慎重に除去した後に、遺構の状態確認や水
分量計測等を行った。

月１回 月1回

施策の方
向

・最新デジタル技術を活用し、首里城及び周辺文化財の発掘調査の成果発信に取り組みます。

・関係機関と連携の下、被災した文化財の修復・復元や国内外に所在する琉球王朝時代の文化財等の所在調査に取り組み
ます。

・世界遺産である首里城正殿遺構については、損傷の状態を的確に把握し、国と連携しながら保護対策や公開に取り組み
ます。

関係部等 教育庁

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（５）－ア 首里城の復興

施策 １－（５）－ア－③ 首里城に関係する文化財等の保護・復元・収集
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

67,735

担当部課名 教育庁文化財課

達成状況の説明

　県立埋蔵文化財センター刊行の首里城関係文化財調査報告書等のアクセス件数は年々増加傾向にあり、令和６年度の実績値も目標
値に近接して概ね達成と評価できることから、「目標達成の見込み」であると判断した。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成の見込み」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・首里城及び周辺文化財の情報発信については、今後も蓄積される発掘調査成果等の情報については、県立埋蔵文化財センターから
「全国文化財総覧」へ逐次掲載を行うよう依頼する必要がある。 
②他の実施主体の状況 
・首里城正殿遺構の適切な保護及び公開については、正殿完成後の本格的な公開に向けて、遺構を適切に保護していくため、文化庁
や沖縄総合事務局等の関係機関と協議しながら、適切に対応していく必要がある。また、再公開後も水分量計測を実施しているが、
土中の水分が原因で遺構の毀損等が発生した場合は、関係機関と速やかに連携して対応する必要がある。 
・首里城及び周辺文化財の情報発信については、ウェブでの情報発信を進めていない機関については、「全国文化財総覧」の活用等
も含め、積極的な公開を促す必要がある。 
・県指定文化財の修復については、昨年度から修復に着手した被災文化財については、令和５年度で修復が完了した文化財よりも毀
損が激しいことから、修復の進捗および方法について適宜所有者および修理技術者と情報共有を行う必要がある。 
・在外琉球沖縄関連文化財調査については、修理にあたっては、文化庁および有識者より適宜意見聴取を行い、修理技術者との情報
共有を行う必要がある。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・琉球王国時代の文化財等の調査研究、史料収集については、円安の影響で、旅費や現地コーディネーターの費用などが高騰する可
能性がある。候補地の博物館等の作業進捗の状況に合わせる必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・琉球王国時代の文化財等の調査研究、史料収集については、調査候補地のアメリカの博物館施設からの回答に時間がかかり、調査
受け入れに消極的な施設もあるので、琉球王国文化財の現状や本事業の主旨を丁寧に説明し次年度の調査に向け事前準備を強化する
必要がある。また、令和６年度は調査時期が遅れたため、その成果発表として報告会を行ったが、展示及び研究紀要による成果報告
は次年度に持ち越した。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・首里城関係文化財のＷＥＢ公開の累計アクセス件数については、首里城関係文化財調査報告書等の情報について、県立埋蔵文化財
センターから「全国文化財総覧」へ逐次掲載を依頼し、ウェブでの情報公開及び発信を進めていない機関には、「全国文化財総覧」
の活用等も含め、積極的な公開を促したことが要因と考えられる。 

67,043

67,735 98.1%
目標達成の

見込み
計画値

43,943 55,857

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

首里城関係文化財のＷＥＢ公開の累
計アクセス件数

件 32,065

42,325 50,790

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

5

琉球王国時代の文化財等
の調査研究、史料収集
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

2,906

年間を通した情報収集の成果発表報告
会等の開催回数（累計）

　11/24～11/29に渡米し、ハワイ沖縄セン
ター、ハワイ大学図書館、ホノルル美術館にて
琉球関係文化財約100点を調査し、関係資料を
収集した。成果発表報告会を3/9に開催し、展
示用パネルを作成した。２回（４

回）
1.5回（3.5

回）
概ね順調
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様式２（施策）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・首里城及び周辺文化財の情報発信については、今後も蓄積される発掘調査成果等の情報については、県立埋蔵文化財センターから
「全国文化財総覧」へ逐次掲載を行うよう依頼する。 
②連携の強化・改善 
・首里城正殿遺構の適切な保護及び公開については、正殿完成後の本格的な公開に向けて、遺構を適切に保護していくため、文化庁
や沖縄総合事務局等の関係機関と協議しながら、適切に対応する。また、再公開後も水分量計測を実施しているが、土中の水分が原
因で遺構の毀損等が発生した場合は、関係機関と速やかに連携して対応する。 
・首里城及び周辺文化財の情報発信については、ウェブでの情報発信を進めていない機関については、「全国文化財総覧」の活用等
も含め、積極的な公開を促す。 
・県指定文化財の修復については、修復の進捗および方法について、適宜所有者および修理技術者と情報共有を行うとともに、修理
施設現地において修復の現況確認を行う。 
・在外琉球沖縄関連文化財調査については、文化庁および有識者委員会から適宜意見聴取を行い、修理技術者との情報共有を行うこ
とで、詳細修理方針を決定する。 
・琉球王国時代の文化財等の調査研究、史料収集については、円滑に事業を進めるため、調査先及び調査希望資料の情報収集を徹底
し、先方との連絡調整を丁寧に行うとともに、令和８年度に計画通り調査できるよう調査体制を整える。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・琉球王国時代の文化財等の調査研究、史料収集については、円安や社会情勢の変化も考慮して、現地の宿泊先等も情報収集に努
め、渡航準備や航空券手配等を早めに行って経費削減につなげる。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・琉球王国時代の文化財等の調査研究、史料収集については、令和６年度の調査成果報告として、令和７年５月の国際博物館展に合
わせてパネル展示するとともに、令和５～６年度分をまとめた詳細な報告書を作成する。 
 
[成果指標] 
・首里城関係文化財のＷＥＢ公開の累計アクセス件数については、今後も蓄積される発掘調査成果等の情報については、県立埋蔵文
化財センターから「全国文化財総覧」へ逐次掲載を行うよう依頼するとともに、ウェブでの情報公開及び発信を進めていない機関に
ついては、「全国文化財総覧」の活用等も含め、積極的な公開を促す。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

584 209.1% 目標達成
計画値

577 580 584

工芸技術研修（漆芸・木工）累計修
了者数

人 573

580 588 596

達成率 達成状況
R4 R5 R6 R6年度

順調

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

7件 大幅遅れ

○工芸技術等の伝承者養成に向けた体制の整備

3

無形文化財工芸技術の保
持団体・保存会等の伝承
者養成事業の実施
(教育庁文化財課)

2,046

伝承者養成事業の実施件数（累計）
　国（６団体）および県（３団体）指定無形文
化財工芸技術等の保持団体・保存会等における
伝承者養成事業を実施する。

９件（27
件）

9件

順調

木工１回 木工1回

○最新デジタル技術等を活用した伝統技術の継承

2

戦災等により失われた琉
球王国時代の文化遺産の
復元
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

76,340

復元製作に関する取組の実施 　戦災等によって失われた琉球王国文化遺産に
係る模造復元品製作と発信業務の９分野の監修
者会議を開催し、３５点の模造復元製作（科学
分析、材料調達、試作等）と報告会等を実施し
た。試作品制作 

15件

実績 進捗状況

○漆芸や木工等の技術者育成

1

伝統工芸技術者（漆芸・
木工）の育成
(商工労働部ものづくり振
興課)

30,012

工芸技術研修（漆芸・木工）実施回数
（累計）

　おきなわ工芸の杜の貸し工房や共同工房を活
用して、漆芸、木工の人材育成研修を行う。漆芸１回 漆芸1回

施策の方
向

・国との連携の下、県内の漆芸や木工等の技術者を活用した首里城の復元工事を進めるとともに、復元後の維持管理・修
繕にも活用されるよう技術者の育成に取り組みます。

・琉球王朝時代から伝承された伝統技術について、最新デジタル技術等を活用した伝統技術の継承に取り組みます。

・文化財等保存技術の習得に関する体制や工芸技術等の伝承者養成に向けた体制を整備し、適正な技術の継承に取り組み
ます。

関係部等 商工労働部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（５）－ア 首里城の復興

施策 １－（５）－ア－④ 首里城に関連する伝統技術の活用と継承
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

担当部課名 商工労働部ものづくり振興課

達成状況の説明

　高度な技術を持った人材を育成するため、おきなわ工芸の杜の貸し工房や共同工房を活用し、若手工芸技術者に対して技術研修を
した。令和6年度は、漆芸4人、木工4人が研修を修了した。研修修了生は計画値580人に対して累計で596人（漆芸256人、木工340人）
となり、目標を達成した。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・戦災等により失われた琉球王国時代の文化遺産の復元については、模造復元に関して、昨今の社会情勢の変化による原材料の枯渇
や高騰に留意した原材料の確保が必要である。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・伝統工芸技術者（漆芸・木工）の育成については、工程上密な内容となり時間を要したことから、効率的な方法で見直す必要があ
る。 
・戦災等により失われた琉球王国時代の文化遺産の復元については、模造復元の製作工程等を広く紹介するための発信コンテンツ作
りを工夫する必要がある。 
・無形文化財工芸技術の保持団体・保存会等の伝承者養成事業の実施については、伝承者養成事業の成果発表会（展示会）を企画す
るなど、関係機関との連携を行い成果の発信方法を再考する必要がある。 
 
[成果指標] 
①計画通りの進捗 
・工芸技術研修（漆芸・木工）累計修了者数については、県内２紙の情報誌や県広報課のＳＮＳ媒体を複数活用し、研修生募集の周
知を行い、漆芸・木工研修を実施することができた。近年は、首里城復元作業の影響で工芸に関心を持った人も多く、漆芸分野の応
募者は多い傾向にある。 

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・伝統工芸技術者（漆芸・木工）の育成については、委託先と内容と進め方をブラッシュアップし見直しを行う。 
・無形文化財工芸技術の保持団体・保存会等の伝承者養成事業の実施については、令和８年度に大宜味村において開催される全国重
要無形文化財保持団体協議会にあわせて、県内所在無形文化財の秀作展の実施について調整を行う。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・戦災等により失われた琉球王国時代の文化遺産の復元については、復元過程を広く発信するため、材料調達や試作、製作技法等を
検証する。科学分析等の様子や成果を、伝わりやすい内容にコンテンツ化していく必要がある。 
⑧その他 
・戦災等により失われた琉球王国時代の文化遺産の復元については、令和６年度に実施した科学分析をもとに調達した材料と、それ
らを用いて行った試作を通して技法を解明する。この製作技法が原資料と違いがないか検証したうえで、今後の本製作用の材料を調
達する必要がある。 
 
[成果指標] 
・工芸技術研修（漆芸・木工）累計修了者数については、引き続き、首里城復元に資するような研修を実施して人材を育成し、人材
の確保を図る。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

○伝統芸能の県外公演・海外公演に対する支援等

4

国立劇場おきなわの伝統
芸能県外公演
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

5,640

国立劇場おきなわ運営財団による伝統
芸能の県外公演の開催数（累計）

　京都府における公演や、ワークショップ（２
回）を開催した。

１公演（３
公演）

1公演（５公
演）

順調

3
日本遺産普及啓発事業
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

1,400

Webサイトでの情報発信件数（累計）
　Webサイト等を活用し、琉球文化日本遺産ス
トーリーと構成文化財の魅力を県内外に広く発
信し、観光資源としての活用を促した。

12件（36
件）

11件（32
件）

順調

大幅遅れ

2

地域や島でのシンポジウ
ムや座談会の開催
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

6,050

地域や離島でのシンポジウム・座談会
の開催回数（累計）

　地域の伝統行事や伝統芸能など、文化の継承
をテーマとする座談会を開催した。

３回（９
回）

1回（4回） 大幅遅れ

実績 進捗状況

○琉球文化を体感できる機会や新たな琉球芸能創作機会の創出等

1

琉球歴史文化への理解を
深め普遍的価値の再発見
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

82,425

歴史・文化関連事業及び催物件数（累
計）

　市町村や関連団体とともに歴史と文化への理
解を深めるための関連事業を実施した。

120件（330
件）

67件（224
件）

施策の方
向

・首里城及びその周辺エリアにおいて、国立劇場おきなわ等の関係団体と連携し、組踊、空手や県内各地の伝統芸能の鑑
賞など琉球文化を体感できる機会の創出や、芸術性・エンターテイメント性の高い新たな琉球芸能の創作機会の創出等に
取り組みます。

・伝統芸能の県外公演・海外公演に対する支援等や琉球の美術工芸品等を保有する国内外の美術館での公開、最新技術を
活用し制作した琉球文化のデジタルコンテンツの世界へ向けた発信に取り組みます。

・異分野・異業種間の連携する仕組みを構築し、多様性・独自性を持つ本県の文化資源を活用した新たなビジネスモデル
の創出やおきなわ工芸の杜を活用した商品開発、マーケティング、ブランド力向上等を推進し、沖縄の伝統工芸の魅力や
価値向上に取り組みます。

関係部等 土木建築部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（５）－ア 首里城の復興

施策 １－（５）－ア－⑤ 首里城を中心とした琉球文化のルネサンス
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

43.8

担当部課名 土木建築部首里城復興課

達成状況の説明

　個人旅行者が伝統工芸・芸能を体験する機会が増えたことにより、目標値を達成した。

69.7

43.8 達成 目標達成
R3 R4 R5

計画値

41.1 42.5

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

伝統工芸・芸能を体験した個人旅行
者の割合

％ 39.8

63.2 61.2

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

9
おきなわ工芸の杜の活用
(商工労働部ものづくり振
興課)

69,257

施設の総利用者数（累計）
　施設入居者向けの支援として、ハンズオン支
援や専門家を招いたセミナーを3回実施。豊見
城城址公園エリア一帯での周知・魅力発信の機
会として、沖縄空手会館と共同イベントを開
催。

36,000人
（108,000

人）
97,419人 順調

8

文化資源を有効活用した
ビジネスモデルの創出や
商品開発
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

37,852

文化資源を活用したビジネスモデル・
商品件数（累計） 　琉球の歴史・文化資源をテーマとした新たな

コンテンツを制作する取組を公募し支援（補
助）を行った。

10件（26
件）

8件（24件） 概ね順調

○文化資源を活用した新たなビジネスモデルの創出等

7

文化資源を活用した沖縄
観光の魅力アップ支援事
業
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

17,100

プログラムモデル構築件数（累計）

　旅行商品造成のほか、説明会や、プロモー
ション活動を実施した。

２件（６
件）

2件（6件） 順調

6
伝統芸能の海外公演
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

43,573

文化芸術団体による海外公演の開催数
（累計）

　令和６年度は、現地の方々が参加できるコン
テスト形式の舞台とし、交流推進課が実施する
「県人会サミット」と連携する形で開催予定で
あったが、自然災害の影響により中止となっ
た。１公演（２

公演）
0公演（2公

演）
未着手

5
伝統芸能の県外公演
(文化観光スポーツ部文化
振興課)

8,000

文化芸術団体による県外公演の開催数
（累計）

　令和６年度は予定通り事業を実施し京都市及
び金沢市で１公演を開催した。

１公演（３
公演）

2公演（４公
演）

順調
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
①執行体制の改善 
・琉球歴史文化への理解を深め普遍的価値の再発見については、市町村や関連団体の歴史文化関連事業の調査実施回数を増やすとと
もに、以前回答があったが、今年度回答がない団体に対して確認を行う。また、他団体の実施状況を共有する。 
・伝統芸能の県外公演については、公演内容や出演者について、スタッフ等と事前に綿密な調整を行う等により、限られた予算の範
囲内でも内容の充実化を図る。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・おきなわ工芸の杜の活用については、ＳＮＳにおけるイベント情報の投稿をはじめとした情報発信に加え、空手会館など近隣施設
と連携を図り、引き続き、広報を強化する。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・伝統芸能の海外公演については、現地の事情により中止となった場合でも、次年度以降の公演が継続できるよう、関係者と連携を
とっていく。 
⑧その他 
・地域や島でのシンポジウムや座談会の開催については、継承の問題に取組む各団体の事例を聞き取り、事例紹介として広く情報発
信をする。 
・日本遺産普及啓発事業については、WEBサイトのほか、SNSなど様々な媒体を活用し、琉球文化日本遺産ストーリーと構成文化財の
魅力を県内外に広く発信していく。 
・国立劇場おきなわの伝統芸能県外公演については、県外公演の周知について、委託先だけではなく、県からも関係団体や公共団体
に周知をすることで認知度の向上に努める。 
・文化資源を活用した沖縄観光の魅力アップ支援事業については、ワーキンググループに周知や販売に関する知識を持ったアドバイ
ザーを招き、販売に関する取り組みを強化する。 
・文化資源を有効活用したビジネスモデルの創出や商品開発については、事業の中で周知広報を実施しているが、他事業と連携し、
県外への周知等取組を強化する。 
 
[成果指標] 
・伝統工芸・芸能を体験した個人旅行者の割合については、引き続き、琉球文化を体験できる機会の創出に繋がる、様々な事業の実
施に取り組む。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・伝統芸能の県外公演については、出演者、スタッフアンケートを行ったところ、委託料の予算が少額であるため、出演者や公演内
容が限られてしまうとの意見があった。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・琉球歴史文化への理解を深め普遍的価値の再発見については、市町村や関連団体の歴史文化関連事業の調査および琉球歴史文化の
日事業としての連携の可否の調査をする時点では未定の団体や、無回答の団体があった。 
・地域や島でのシンポジウムや座談会の開催については、次世代への継承が大きな課題であり、効果的な手段が何か、結論が出ない
状況である。取組を続けることが、消滅に歯止めをかけているのが現状である。 
・日本遺産普及啓発事業については、琉球文化日本遺産の更なる認知度向上のため、新たな周知方法を検討する必要がある。 
・国立劇場おきなわの伝統芸能県外公演については、県外公演の周知は委託先が担ってくれたが、それだけでは周知する層に偏りが
生じてしまう可能性がある。 
・伝統芸能の海外公演については、自然災害の影響により中止となった。次年度、仕切り直しとしたが、次年度開催に向けた関係者
調整など対応を検討する余地があった。 
・文化資源を活用した沖縄観光の魅力アップ支援事業については、旅行商品造成プログラムモデルの周知、販売に苦慮しているため
販売強化の取組を実施する必要がある。 
・文化資源を有効活用したビジネスモデルの創出や商品開発については、琉球の歴史・文化資源をテーマとした新たなコンテンツが
ビジネスとして定着するために、周知広報による認知度向上を図る必要がある。 
・おきなわ工芸の杜の活用については、当該施設の認知向上のため、HPおよびSNSにて施設のイベント情報などの周知に加え、施設の
取組や実施事業についても広報を強化する必要がある。 
 
[成果指標] 
⑧他の事業主体の取組進展 
・伝統工芸・芸能を体験した個人旅行者の割合については、沖縄県において琉球文化を体験できる機会創出に繋がる様々な事業が実
施されていることから、伝統工芸・芸能を体験できる機会が充実していることで、体験した個人旅行者の割合が基準値と比較する
と、高くなっていると考えられる。 
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

98

87

98 72.5%
目標達成の

見込み計画値

71 85

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

景観アセスメント数（累計） 件 58

76 81

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○風景・まちなみの再生を先導し専門的な知識を有する人材の育成等

3

沖縄らしい風景づくり支
援事業（景観形成に係る
人材の育成）
(土木建築部都市計画・モ
ノレール課)

60,090

講習会等参加者数（累計）
　５ヵ所において、地域住民を対象とした地域
人材の育成に取り組むとともに、景観行政担当
職員を対象とした研修会を実施した。

300人（900
人）

1,234人 順調

順調

○景観アセスメントの実施

2

沖縄らしい風景づくり支
援事業（公共事業におけ
る景観アセスメントの推
進）
(土木建築部都市計画・モ
ノレール課)

60,090

沖縄県景観評価委員会の開催回数（累
計）

　「沖縄県景観検討の基本方針（H29本格運用
版）」に基づき、６件の公共事業を対象に景観
アセスメントとして景観評価システムの運用を
実施し、沖縄県景観評価委員会を２回開催し
た。２回（６

回）
2回 順調

実績 進捗状況

○風景づくりの推進

1

沖縄らしい風景づくり支
援事業（景観行政の推
進）
(土木建築部都市計画・モ
ノレール課)

60,090

景観まちづくりシンポジウム参加者数
（累計） 　令和７年１月16日に、「沖縄らしい風景づく

りシンポジウム」を開催し、インターネットで
の配信も実施した。

200人（600
人）

608人

施策の方
向

・風景づくりの主体である市町村の景観行政団体への移行促進や地域住民が主導的役割を担う風景づくりの推進体制の構
築を促進するとともに、市町村間連携による広域的な風景づくりに取り組みます。

・道路や沿道空間の緑化、無電柱化等に加え、都市部での公園・緑地等の配置など、景観地区の指定や景観アセスメント
の実施も踏まえ、潤いのある公共空間の形成に取り組みます。

・沖縄らしい風景づくりや景観形成に向けて、風景・まちなみの再生を先導し専門的な知識を有する人材の育成や技術開
発に取り組みます。

関係部等 土木建築部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（５）－イ 沖縄の歴史と景観に配慮した千年悠久のまちづくり

施策 １－（５）－イ－① 沖縄固有の景観・風景・風土を重視した魅力的な景観形成
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・沖縄らしい風景づくり支援事業（公共事業における景観アセスメントの推進）については、景観評価システムの円滑な運用に向け
て、引き続き、景観検討の前年度から事業課との連携強化を図る。 
・沖縄らしい風景づくり支援事業（景観形成に係る人材の育成）については、地域住民の景観への関心を高めるため、風景づくり協
議会等でも時代に合わせた手法等を検討しながら、引き続き景観形成に向けた活動やワークショップ等を開催し、継続的に人材育成
に取り組んでいく。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・沖縄らしい風景づくり支援事業（景観行政の推進）については、風景づくりに関する県民の意識の向上や知識の普及を図るため
に、情報発信の手法やシンポジウムのテーマ及びチラシデザイン等について風景づくり協議会等で検討する。 
・沖縄らしい風景づくり支援事業（公共事業における景観アセスメントの推進）については、景観評価システムの目的や必要性につ
いて、事業課へ資料提供するなど周知していくほか、実務的な研修等を実施することで、景観技術の向上や共通理解を深めていく。
また、実務を通じて県事業担当者や県内コンサルタントの技術力向上を図るため、有識者を交えた景観アドバイス会議を開催し、景
観評価システムに係る実務的な研修等の実施に継続して取り組む。 
・沖縄らしい風景づくり支援事業（景観形成に係る人材の育成）については、地域住民の景観への関心を高めるため、地元市町村お
よび実施地区と連携を図りながら、地域景観協議会設立に向け引き続き取り組んでいく。 
 
[成果指標] 
・景観アセスメント数（累計）については、主管課においては、事業課に対してヒアリングや説明会を通じて対象事業の進捗管理
や、新たな対象事業の候補を選定していく。併せて、景観に対する職員の技術向上のためにシンポジウムや実務研修を開催し、人材
育成を図りながら、関係者間で連携た情報を共有していく。

担当部課名 土木建築部都市計画・モノレール課

達成状況の説明

　令和６年度の実績は、対象事業の一部に進捗遅れがあり、目標値９８件に対して８７件となった。一方、達成率は、令和２年度か
らの累計目標値と実績値を踏まえると、目標達成の見込みである。また、沖縄らしい風景づくり支援事業（景観行政の推進や景観形
成に係る人材の育成）などを実施したことで、景観評価システムの周知や人材育成等が図られた。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成の見込み」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
①県の制度、執行体制 
・沖縄らしい風景づくり支援事業（景観行政の推進）については、10～20代や景観関係以外の職業の参加者が少なく、風景づくりに
関する県民の意識の向上や知識の普及を図るためには、幅広い層の参加者を増やす方法について検討する必要がある。 
・沖縄らしい風景づくり支援事業（公共事業における景観アセスメントの推進）については、景観評価システムの目的や必要性につ
いて、組織内で共通認識として理解していくことが重要である。また、景観評価システムの対象となる事業について、予算要求事務
のスケジュールに留意しつつ早い段階から事業課と連携する必要がある。 
・沖縄らしい風景づくり支援事業（景観形成に係る人材の育成）については、風景・まちなみづくりに対する地域住民の関心を高め
るために10年以上同様な手法で人材育成に取り組んでおり、地域住民の人材不足など課題が出てきているため、時代に合わせた手法
を検討する必要がある。 
②他の実施主体の状況 
・沖縄らしい風景づくり支援事業（公共事業における景観アセスメントの推進）については、県内には景観設計の十分な経験および
技術力をもつコンサルタントが少なく、景観評価システムを円滑に運用するには、県内技術者の育成が不可欠である。 
 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・沖縄らしい風景づくり支援事業（景観形成に係る人材の育成）については、風景づくりに係る人材育成後、育成された人材が活動
を実施できる体制が整備されていない。 
 
 
[成果指標] 
④関係機関の調整遅れ 
・景観アセスメント数（累計）については、対象事業の進捗を適時把握しながら事業課と連携していくことや、対象事業を多く選定
していくことが必要である。このことから、関係者と連携しながら普及啓発や人材育成を図ることで、関係者間で共通認識をもつこ
とが課題である。 
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

42.3

39.1

42.3 51.5%
目標達成の

見込み

R3年度 R4年度 R5年度

計画値

37.9 40.1

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

歴史景観と調和する都市公園の供用
面積

ha 35.7

35.7 39.1

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○文化的な歴史遺産や風土等と調和し、自然と共生する憩いの場となる都市公園の整備

3
都市公園における風景づ
くり事業
(土木建築部都市公園課)

1,182,629

中城公園、浦添大公園、首里城公園の
供用面積（累計）

　沖縄らしい文化的な歴史資産、風土および自
然と共生する憩いの場を創出するため、中城公
園においては休園路整備、用地取得等、浦添大
公園においては園路整備等、首里城公園におい
ては文化財調査等を行った。3.9ha

（42.3ha）
0.0ha

（39.1ha）
順調

順調

○地域の歴史・文化等の特性を生かしたまちづくり

2
古民家の保全・継承に関
する情報提供
(土木建築部住宅課)

2,148

講習会の開催回数（累計） 　①「琉球瓦葺技術の継承と伝承者の養成」や
「沖縄の気候風土適応住宅認定基準の活用」を
テーマとする技術講習会を開催した。 
②県内の建築技術向上や建築人材獲得を目的と
した建築講演会を開催した。１回（３

回）
1回（３回） 順調

実績 進捗状況

○歴史と調和した景観の創出

1
世界遺産の保存と活用に
ついての協議
(教育庁文化財課)

―

世界遺産における適切なイベントの開
催回数（累計）

　世界遺産における各種イベントについて、構
成資産の普遍的な価値を損なわずに、適切な保
護措置を図りながら実施することができるよ
う、国・県・市町村等の関係機関による協議を
行った。７回（18

回）
7回

施策の方
向

・琉球王国のグスク及び関連遺産群の持つ恒久的な文化遺産としての価値を次世代に残し、地域に根ざした歴史教育等に
も活用できるよう、中城城跡をはじめ９つの遺産の保全や周辺の整備を進め、歴史と調和した景観の創出を図ります。

・古民家等の保全に向けた技術者の育成や資材の確保等により、古民家や御嶽・拝所・石垣・赤瓦など各地域の景観資源
の保全等に努め、地域の歴史・文化等の特性を生かしたまちづくりに取り組みます。

・本県の文化的な歴史遺産や風土等と調和し、自然と共生する憩いの場となる都市公園の整備に取り組みます。

関係部等 土木建築部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（５）－イ 沖縄の歴史と景観に配慮した千年悠久のまちづくり

施策 １－（５）－イ－② 世界遺産の環境整備と歴史的景観を活用したまちづくりの促進
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・世界遺産の保存と活用についての協議については、世界遺産で開催される各種イベントに伴い、構成資産の普遍的な価値を損なう
ことがないよう、所有者や管理者等の関係機関による協議を実施する。 
・都市公園における風景づくり事業については、公園用地取得に向け、地権者等の同意が得られるよう粘り強く交渉を続けるととも
に、市町村を通じて地元関係者等の協力を得ながら事業を推進する。また、発掘調査を担当する関係機関と連絡調整を密に行い、文
化財に対して適切な対応を図りながら、事業を推進していく。 
④創意工夫による取組の改善(合理化・効率化) 
・都市公園における風景づくり事業については、整備の効果が早期に発現できるよう部分的な供用開始に取り組む。 
⑧その他 
・古民家の保全・継承に関する情報提供については、若年技術者の受講者数増加を図るため引続き、建設業に加え、大学、工業高
校、専修学校等の技術系学生に対し、幅広く講習会の周知を図っていく。 
 
[成果指標] 
・歴史景観と調和する都市公園の供用面積については、公園用地の取得に長期間を要することから、地権者等の同意が得られるよう
粘り強く交渉し続けるとともに、市町村を通じて地元関係者等の協力を得ながら事業を推進する。また、整備の効果が早期に発現で
きるよう部分的な供用開始も含めた効率的かつ効果的な整備に努める。

担当部課名 土木建築部都市公園課

達成状況の説明

　歴史景観と調和する都市公園の供用面積について、首里城公園、中城公園、浦添大公園の公園整備に取り組んだが、用地取得難航
等により、目標値42.3haに対し、直近の実績値は39.1haとなっている。なお、達成割合は92.4%であり、目標達成の見込みと判定して
いる。 
※当該成果指標の実際の計画値は、上表記載の計画値ではなく、R4年度35.7ha、R5年度38.4ha、R6年度42.3haとしている。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「順調」である。令和6年度目標値は「目標達成の見込み」である。 
 
[主な取組] 
　内部要因の分析 
②他の実施主体の状況 
・世界遺産の保存と活用についての協議については、世界遺産で開催される各種イベントに伴い、構成資産の普遍的な価値を損なう
ことがないよう、所有者や権利者等の関係機関による協議を継続するとともに、イベント主催側への広報等も強化する必要がある。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・古民家の保全・継承に関する情報提供については、古民家の再生・活用を促進するためには、県内技術者の総合的な技術力向上や
技術の継承が重要となっており、若年技術者の受講者数を増やしていくことが課題である。 
・都市公園における風景づくり事業については、公園用地の取得に長時間を要することから、地権者等の同意が早期に得られるよ
う、市町村を通じて地元関係者等の協力を得ながら事業を推進する必要がある。また、整備の効果を早期に発現させるため、部分的
な供用開始も含めた効率的かつ効果的な整備に努める必要がある。また、発掘調査を並行しながら整備を進める箇所については、関
係機関との連携が必要である。 
 
[成果指標] 
⑥その他個別要因 
・歴史景観と調和する都市公園の供用面積については、買収を予定していた用地に発生した相続問題により、用地取得が難航したた
め、公園整備に遅れが生じた。 
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の進捗状況（Plan･Do）

Ⅱ　成果指標の達成状況（Do）

180.5

184

180.5 121.9% 目標達成
計画値

169.8 175.2

達成状況
R4 R5 R6 R6年度

無電柱化整備総延長 km 164.5

172.3 175.7

成果指標名 単位 基準値
実績値 目標値

達成率

○無電柱化等の推進

3
無電柱化推進事業
(土木建築部道路管理課)

1,097,415

県管理道路の無電柱化整備総延長（累
計）

　県管理道路における無電柱化整備総延長につ
いて、令和6年度は約1.8kmを整備した。

1.5km
（82.3km）

1.8km 順調

順調

2
自然環境に配慮した海岸
の整備
(土木建築部海岸防災課)

429,600

整備延長（累計）
　伊佐海岸等において、自然環境に配慮し地域
の特性に応じた海岸保全施設の整備を実施した
（Ｌ=約0.18km）。

0.3km
（0.8km）

0.18km やや遅れ

実績 進捗状況

○環境保全や景観に配慮した河川や海岸の整備

1
自然環境に配慮した河川
の整備
(土木建築部河川課)

2,218,000

整備延長（累計）
　安里川ほか１７河川にて、環境・景観に配慮
した多自然川づくりにむけた用地取得および護
岸工事等を行った。

0.3km
（0.9km）

0.3km

施策の方
向

・河川や海岸等の水辺環境においては、水と緑の貴重な空間や憩いの場としてのニーズが高まっていることに加え、景観
を構成する重要な要素であることから、環境保全や景観に配慮した河川や海岸の整備に取り組みます。

・都市景観の向上については、防災面での機能も併せた電線共同溝による無電柱化等を推進し、良好な景観の創出に取り
組みます。

関係部等 土木建築部

R6年度

主な取組
（アクティビティ）

（所管部課）

決算
見込額

（千円）

活動指標（アウトプット）
活動概要

目標

「施策」総括表
施策展開 １－（５）－イ 沖縄の歴史と景観に配慮した千年悠久のまちづくり

施策 １－（５）－イ－③ 沖縄固有の景観資源の保全・継承
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様式２（施策）

Ⅲ 施策の推進状況の分析（Check）

Ⅳ　施策の推進戦略案（Action）

[主な取組] 
②連携の強化・改善 
・無電柱化推進事業については、関係機関等と情報共有を図り、無電柱化の推進に連携して取り組む。 
⑤情報発信等の強化・改善 
・自然環境に配慮した河川の整備については、河川事業では、河川拡幅に伴い多くの橋梁の掛け替え等に期間を要することから、道
路橋の占用者である関係市町村に事業スケジュールなど早めに協議を行い、事業の進捗を図る。 
⑥変化に対応した取組の改善 
・無電柱化推進事業については、施工方法や低コスト管路材の採用など、低コスト化の検討に取り組む。 
⑦取組の時期・対象の改善 
・自然環境に配慮した河川の整備については、河川整備は、下流側から整備するという事業の特殊性から、事業効果をあげるために
は計画的かつ難航事案早期解決などの用地取得を工夫する。 
・自然環境に配慮した海岸の整備については、建設業者の技術者不足が一つの要因となり、入札不調が生じたことから、技術者が比
較的確保しやすい時期（年度当初等）に工事等を契約できるよう発注計画を立てる。 
⑧その他 
・自然環境に配慮した海岸の整備については、本取組を実施する際は、引き続き、十分な施工計画等を検討した上で、工事等の発注
を行う。 
 
[成果指標] 
・無電柱化整備総延長については、関係機関等と情報共有を図り、無電柱化の推進に連携して取り組む。

担当部課名 土木建築部道路管理課

達成状況の説明

　無電柱化整備総延長について、令和６年度は国・県・市町村合計約8.3kmを整備し、令和６年度の計画値180.5kmに対して実績値は
184.0kmとなっており、目標達成見込みとなっている。

 
　当該施策の主な取組の進捗状況は「概ね順調」である。令和6年度目標値は「目標達成」である。 
 
[主な取組] 
　外部環境の分析 
④社会・経済情勢の変化 
・自然環境に配慮した河川の整備については、米軍提供施設内での作業許可や用地取得の難航等により、事業進捗に遅れが生じてい
る。 
・自然環境に配慮した海岸の整備については、建設業者の技術者不足が一つの要因となり、入札不調が生じたことから、技術者が比
較的確保しやすい時期（年度当初等）に工事等を契約できるよう、発注計画を立てる必要がある。 
・無電柱化推進事業については、無電柱化の整備手法である電線共同溝方式の整備費用について、コスト縮減策を検討する必要があ
る。 
 
　改善余地の検証等 
⑦その他 
・自然環境に配慮した河川の整備については、河川整備は、軟弱地盤対策や下流側から整備するという事業の特殊性から、他事業に
比べ事業効果をあげるためには多大な期間を要する。 
・自然環境に配慮した海岸の整備については、本取組を実施する際は、引き続き、十分な施工計画等を検討した上で、発注計画を立
てる必要がある。 
・無電柱化推進事業については、電線共同溝の整備にあたり、関係機関等との調整、電線管理者の配線計画を踏まえた電線共同溝の
設計に時間を要する。 
 
[成果指標] 
④関係機関の調整遅れ 
・無電柱化整備総延長については、電線共同溝の整備にあたり、関係機関等との調整に時間を要する。 
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